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概要 

論⽂題⽬：⾼校⽣の学習情報資源の利⽤実態を通した図書館の⾼⼤連携の役割

に関する研究 
 

近年、⽇本の⾼等学校教育の⾼度化が著しい。⾼等学校学習指導要領（2018 年告⽰）で

は、「主体的・対話的で深い学び」（アクティブラーニング）の導⼊が明記され、教科の枠

をこえた探究的な学習活動が実施されることになった。これを先取りするように、国が⼀

部の学校を指定して、学習指導要領の規程をこえた先進的教育を認める「スーパーサイエ

ンスハイスクール（SSH）事業」や「スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業」が

実施され、年々新たな学校が指定されてきた。これらの指定校では、⾼等学校学習指導要

領（2018 年告⽰）が告⽰される以前から探究学習が先⾏的に実施され、従来⼤学以上とさ

れた研究活動の導⼊が⾼校でも期待されるようになった。 

このように教育が⾼度化するなか、教育の中核となることが期待されるのが学校図書館

である。学校図書館は学校図書館法第 2 条において、「教育課程の展開に寄与する設備」

と定義されており、教育課程の変化に対応していくことは不可⽋である。しかしながら、

「調べるための資料が不⾜していること」が探究的な学習を⾏う際の問題点として指摘さ

れており、学校図書館の探究学習への対応は遅れていると⾔わざるをえない。 

このような問題への解決策の⼀つとして「図書館連携」がある。これまで学校図書館と

公共図書館の連携は多数⾏われており、公共図書館の資料を学校図書館に提供する⽀援が

進んでいる。しかし、SSH や SGH には、学習指導要領の範囲をこえた⼤学レベルのテー

マを扱うことがあり、公共図書館の資料では不⼗分な場合がある。そこで本研究では、

「図書館の⾼⼤連携」という枠組みに着⽬する。すなわち、学校図書館と公共図書館だけ

では不⾜する専⾨的資料を⼤学図書館の資料で補えないか、そして、権利と機会を与えら

れれば⾼校⽣は⼤学図書館の資料を利⽤するのではないか、という考え⽅である。2007 年

に公表された「⼤学への早期⼊学及び⾼等学校・⼤学間の接続に関する協議会」の報告書

によれば、個々の⽣徒のニーズや能⼒・意欲を把握し、⼀⼈⼀⼈の能⼒を伸ばすための連

携となり得るかどうかが⾼⼤連携の鍵となるとある。図書館の⾼⼤連携においても、同様

の観点をもつことが重要と考えられるが、現在⽇本国内で公表されている図書館の⾼⼤連



ii 

 

携に関する⽂献は、多くが⼤学図書館や教員側からの実践報告であり、受益者たる⾼校⽣

視点での報告は⾒当たらない。特に、学習に必要な情報資源（本研究では学習情報資源と

称する）を⾼校⽣がどのように利⽤し、それに対して図書館の⾼⼤連携がどのような役割

を果たしうるかについてはほとんど研究が⾏われていない。 

そこで本研究は、⾼校⽣の学習情報資源の利⽤実態を通して、図書館の⾼⼤連携の役割

を明らかにすることを⽬的とする。本論⽂は以下のように構成した。 

第 1 章は、研究背景と研究⽬的を述べた。図書館の⾼⼤連携の意義・効果を⽰すエビデ

ンスとして、⾼校⽣の視点での調査が不⾜していることを指摘した。そのうえで、図書館

が⾼⼤連携を⾏うことが、学習情報資源利⽤に係る⾼校⽣の意識や⾏動のなかで、どのよ

うな役割をもつのかということを解明することを⽬指し、以下の 3 つの研究課題を設定し

た。 

[RQ-1] ⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

[RQ-2] 探究学習を⾏う⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

[RQ-3] ⼤学図書館を利⽤できる⾼校⽣は、どのように学習情報資源を利⽤し、⼤学進

学後の学習情報資源利⽤へ⾄っているのか 

また、各研究課題を明らかにするための調査を設計し、調査⼿法の概要および⽤語の定

義を記述した。 

第 2 章では、関連研究を記述した。アメリカでは、1960 年代から 50 年以上にわたる多

数の実践報告と調査・研究の積み重ねにより、図書館の⾼⼤連携に関する議論は、情報リ

テラシー教育という⽂脈を中⼼に多⾓的な観点から⼀定の成熟の過程を経ていると確認さ

れた。⼀⽅、⽇本では、1990 年代以降に⾼⼤連携事例の実践報告が急速に増加したが、そ

の多くは図書館側の視点で実施経緯や運営ノウハウを記述するにとどまり、⾼校⽣にどの

ような学習実態が⽣じているか、どのような影響がもたらされたかという視点での報告は

少ない。以上の研究動向を踏まえ、本研究は⽇本の⾼校⽣に特化した調査を⾏い、⽇本に

おける実態を明らかにする位置づけとした。 

第 3 章では、[RQ-1]を検討するために、⽇本の⾼校⽣全体における学習情報資源利⽤の

⼀般的な傾向を明らかにすべく、全国の⾼校⽣約 400 名を対象としてオンラインアンケー

トを実施した。本調査は、2020 年の新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡⼤により、

全国的に図書館利⽤制限が⽣じている状況の中で、「制限を受けて不便と感じたこと」を

調査することで、⼤学図書館に限らない学習情報資源全般に対する⾼校⽣のニーズを明ら
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かにした。調査の結果、⾼校⽣は調べものをする際に、圧倒的にインターネットを利⽤す

る割合が⾼く、図書館の利⽤は限定的であることが明らかになった。また、⾼校⽣は図書

館の空間に⾼い期待をもっていることを⽰した。 

第 4 章では、[RQ-2]を検討するために、探究学習が実施されている学校の⾼校⽣が執筆

した論⽂の引⽤⽂献調査を実施した。対象は⾼⼤連携の取り組みが求められる SGH 校と

し、⾼校⽣の論⽂に引⽤された⽂献の図書館所蔵状況を調べることで、探究学習の中で⼤

学レベルの資料が利⽤される可能性を確認した。調査の結果、インターネットで⼊⼿でき

る資料が主たる学習情報資源として利⽤されつつ、オープンアクセスの論⽂も参照されて

いた。また、学校図書館や公共図書館では所蔵されていない資料の利⽤も確認された。そ

の割合は、所蔵状況調査を実施できた論⽂の 5 分の 1 程度であった。ここから、探究学習

という⽬的が与えられれば、⼤学レベルの学習情報資源を利⽤するニーズはあると推定し

た。 

第 5 章では、[RQ-3]を検討するために、実際に⾼校⽣へ⼤学図書館の利⽤権が与えられ

た場合の利⽤実態および⻑期的な意識や⾏動の変化を明らかにすべく、インタビュー調査

を実施した。本調査は、実際に⾼校時代に⼤学図書館を利⽤可能であった卒業⽣を対象

に、回顧的な半構造化インタビューの⼿法を⽤いた。発話記録に対して修正版グラウンデ

ッド・セオリー・アプローチによる分析を⾏い、⾼校在学中から⾼校卒業後にわたって、

どのような意識をもって学習情報資源を利⽤したかを明らかにした。その結果、28 個の概

念を包含した 7 個のカテゴリーから構成される結果図を導出した。これにより、⾼校在学

中に⼤学図書館利⽤に慣れ親しみ、そして⼤学進学後の円滑な学びへステップアップして

いく意識と⾏動の変化が⽰された。 

第 6 章では、第 3 章、第４章、第 5 章の調査結果を組み合わせ、総合的な考察を⾏っ

た。第３章と第４章を⽐較すると、⼀般的な⾼校⽣はほとんど図書館資料を使わないのに

対し、探究学習を⾏う⾼校⽣は⼤学レベルの資料まで利⽤していた。このような差が探究

学習という⽬的意識に起因するものかどうか、第 5 章の調査結果をもとに検討したとこ

ろ、特定のテーマに関する専⾨的資料を要する場⾯が⽣じた際、探究学習という⽬的意識

をもつことが⼤学図書館利⽤を促進する要因となっていることが裏付けられた。さらに、

第 5 章の結果図から、⼤学図書館を利⽤可能な⾼校⽣は、インターネットを常⽤しつつ

も、その特性や注意点を明確に認識し、学校図書館や公共図書館なども組み合わせて、学

習情報資源の⼊⼿先を意識的に使い分けていることが明らかになった。そのうえ、⼤学に
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⼊学した後には、新たな学習情報資源の⼊⼿先を発⾒し、状況に応じて組み合わせを変え

ていく「使い分けの再構築」を⾏うまで成⻑することがわかった。このような成⻑を可能

にしている要因として、⾼⼤連携の枠組みの存在が寄与していると考察した。⼤学図書館

を利⽤できる権利と機会を与えられていたからこそ、探究学習など教科を越えた学びにお

いて⼤学図書館の資料を利⽤することにつながったと考えられる。資料の利⽤以外にも、

⼤学図書館の空間的機能の利⽤経験が学習情報資源活⽤への導⼊の役割を果たしているこ

とや、情報リテラシー教育を受けた経験が学習情報資源の使い分け意識の芽⽣えに関係し

ているなど、周縁的な役割も明らかになった。 

第 7 章では、本研究の結論を記述した。全ての調査結果と考察を通して、3 つの研究課

題に対応する回答を⽰し、図書館の⾼⼤連携の役割が以下の 4 点であると結論付けた。 

(1) ⾼校時代の探究学習における学習情報資源⼊⼿の機会を広げる 

(2) ⾼校時代における学習情報資源を利⽤した学び⽅を変化させる 

(3) 学習情報資源を利⽤する学び⽅を定着させ、⼤学⼊学後に⾄るまで持続させる 

(4) 学習情報資源を⾃ら拡張するという能⼒を形成させ、成⻑を促進する 

本研究の学術的意義は、教育分野および図書館分野の双⽅で⼗分に⾏われてこなかった

「図書館の⾼⼤連携」に関する研究を、「学習情報資源」という概念を導⼊して、⾼校⽣

の視点から価値を明らかにしたことである。従来⾏われてこなかった新たな⾼⼤連携研究

の領域を切り拓くものであり、学際的な⾼⼤連携研究の発展に寄与する成果を得られたと

いえる。 

本研究の限界として、いずれの調査も対象が限定的な範囲となっていることがあげられ

る。今後の展望として、対象を広げたデータを得ることにより、より粒度が⾼い分析が可

能となることが⾒込まれる。また、本研究は⾼校⽣の学習情報資源利⽤に対する⾼⼤連携

の役割のみに特化して研究課題を設定したため、実際の⾼⼤連携の実施に際しては、現実

的な運⽤上の課題を再検討することも必要である。 
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Abstract 

Title:  A Study of the Role of High School-University Library Coordination 

based on the Actual Use of Learning Information Resources by High 

School Students 
 
 The increasing sophistication of Japanese high school education in recent years has been 

remarkable. The High School Education Curriculum Guidelines (2018) specified the introduction of 

“objective, interactive and deep learning” (or “active learning”), which led to the implementation of 

inquiry-based learning activities beyond the framework of subjects. Prior to this, some schools were 

chosen by the government to implement Super Science High School (SSH) Projects or Super Global 

High School (SGH) Projects, which involved advanced education beyond the curriculum guidelines, 

with new schools being designated each year. Inquiry-based learning was implemented at the 

designated schools prior to the release of the 2018 High School Education Curriculum Guidelines, 

and they were expected to begin introducing university-level or higher research activities.  

 As education grows more sophisticated in this manner, school libraries are expected to lie 

at the core. School libraries are defined in Clause 2 of the School Library Act as “facilities 

contributing to expansion of the curriculum,” and it is essential for them to respond to curriculum 

changes. However, one potential problem that has been designated when it comes to inquiry-based 

learning is the lack of searchable resources, and there is no denying the fact that school libraries have 

been slow to adapt to inquiry-based learning.  

One way to respond to this is coordination between libraries. To date there have been 

many cases of coordination between school libraries and public libraries, with increasing support by 

providing resources from public libraries to school libraries. However, SSH and SGH sometimes 

deal with university-level issues beyond the scope of the curriculum guidelines, meaning that in 

some cases public libraries are unable to provide sufficient materials. Thus, this study focuses on the 

framework of high school-university library coordination―in other words, the idea that university 

libraries could supplement specialized resources that cannot be found at high school and public 

libraries alone, and that high school students would, if given permission and the opportunity, make 

use of university library resources. According to the 2007 report by the Council on Early University 

Entrance and Connecting High Schools and Universities, the key to high school-university 

coordination is understanding students’ needs, abilities and motivation and coordinating to develop 

each individual student’s abilities. This can also be considered important when it comes to 

coordination between high school and university libraries. However, much of the literature published 

within Japan on high school-university library coordination consists of practical reports by university 
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libraries and teaching staff and seems to lack the perspective of the ones who are meant to benefit 

from it: high school students. In particular, there has not been any research into how students use the 

information resources necessary for their studies (referred to in this study as “learning information 

resources”) or the role high school and university coordination can play in this. 

 Therefore, this study aims to clarify the role of high school-university library coordination 

by looking at the actual usage of learning information resources by high school students. Its structure 

is described below. 

 Chapter 1 describes the background and goals of this study. It points out a lack of surveys 

from the perspective of high school students to show the significance and effects of high school-

university library coordination. Thus, the following three research questions were established to 

better understand the role played by high school-university library coordination in terms of 

awareness and behavior of high school students when using learning information resources. 

[RQ-1] What type of learning information resources do high school students use? 

[RQ-2] What type of learning information resources are used by high school students when 

engaging in inquiry-based learning? 

[RQ-3] How do high school students who are allowed to use university libraries use learning 

information resources, and does it lead to usage of learning information resources after 

entering university? 

 Chapter 1 also describes the design of surveys used to clarify each research question and 

provides an overview of the survey method and definitions of terms used. 

 Chapter 2 covers related research. In America, a great number of surveys and practical 

reports carried out over 50 years starting in the 1960s led to a certain degree of maturation in 

discussion about high school-university library coordination from multiple perspectives, with a focus 

on information literacy education. In Japan, on the other hand, while there was a dramatic increase in 

the 1990s of practical reports on high school-university library coordination, much of it did not go 

beyond implementation procedures and management know-how from the perspective of the library. 

There are few reports from the perspective of educational realities among high school students or the 

effects of this coordination. Considering these trends, this study employs surveys tailored to 

Japanese high school students and aims to understand the unique conditions of Japan. 

 Chapter 3 addresses [RQ-1], presenting an online survey of about 400 high school students 

from across Japan in order to understand general trends in learning information resource usage 

among students nationwide. Because library usage in Japan was limited in 2020 by the spread of 

coronavirus (COVID-19), the survey looked at “inconveniences brought about by the restrictions” in 

order to ascertain high school students’ needs in terms of learning information resources overall, not 

only in terms of university libraries. It was found that the sweeping majority of students use the 

internet when searching for information, with limited use of libraries. In addition, students hold the 
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library atmosphere in high regard. 

 Chapter 4 addresses [RQ-2] with a survey of the literature cited in high school students’ 

papers at schools where inquiry-based learning has been implemented. The study focused on SGH 

schools where high school-university library coordination had occurred, checking for potential 

university-level resource usage by analyzing where the resources cited in students’ papers were 

stored. It was found that while resources obtainable online made up the bulk of learning information 

resources, there were also citations of open access papers. Additionally, there was usage of resources 

not found in either high school libraries or public libraries, which made up one-fifth of the papers 

covered in this survey. This implies that there is a demand for university-level learning information 

resources when students are given an inquiry-based learning goal. 

 Chapter 5 addresses [RQ-5] through interview surveys carried out to determine long-term 

changes in students’ levels of awareness and behavior as well as their actual usage of university 

libraries when given permission to use them. The survey used a retrospective, half-structured 

interview method with subjects who had graduated from high school and had been allowed to use 

university library during their high school years. A revised version of the grounded theory approach 

was used to analyze their recorded remarks in order to determine their awareness when using 

learning information resources from their high school years until after graduation. The results were 

arranged in a results diagram constructed of seven categories containing 28 concepts. This shows 

changes in levels of awareness and behavior as the students familiarized themselves with university 

library usage in high school and then advanced smoothly to the university level. 

 Chapter 6 combines the survey results of Chapters 3, 4 and 5 for overall consideration. 

Comparing Chapters 3 and 4 shows that the average high school student almost never used library 

resources, but students engaged in inquiry-based learning not only used them but did so at the 

university level. The survey in Chapter 5 examines whether the sense of purpose of inquiry-based 

learning is the cause of this disparity. It proves that when there is a need for specialized resources to 

address certain research topics, the sense of purpose provided by inquiry-based learning serves as a 

factor promoting university library usage. Furthermore, the results diagram of Chapter 5 shows that 

high school students who are given access to university libraries consciously use different sources of 

learning information resources in different ways, including combining high school and public 

libraries. Though students mainly used the internet, they were aware of its characteristics and what 

requires caution when using it. Further, the results showed that students discover new ways of 

obtaining learning information resources after entering university and grow by changing their usage 

accordingly through reconstruction of usage. The framework of high school-university coordination 

can be seen as one factor making this growth possible. One could say that students’ being given 

permission and the opportunity to use university libraries leads to their use of university library 

resources when engaged in inquiry-based learning beyond the boundaries of a single subject. Other 
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functions of this coordination can also be observed, such as the way experiencing the atmosphere of 

a university library leads to utilizing learning information resources, or how the experience of 

receiving information literacy education lays the groundwork for awareness of differentiated usage 

of learning information resources. 

 Chapter 7 presents the conclusions of this study. Through consideration of the results of 

the above surveys, the following four roles were identified for high school-university library 

coordination in response to the three research questions. 

(1) To increase opportunities for obtaining learning information resources during high school 

inquiry-based learning 

(2) To change methods of learning via learning information resources during high school 

(3) To solidify ways of learning that use learning information resources and to ensure that these 

methods continue in university 

(4) To promote growth by forming the ability to independently expand the range of one’s learning 

information resources 

 This study has scholarly significance because it introduces the concept of learning 

information resources and shows the value from the students’ perspective of research on high school-

university library coordination, which has not been sufficiently carried out in the fields of education 

or library studies. This study carves out a new area in high school-university coordination research 

that has not been previously addressed, and its results contribute to the development of 

interdisciplinary research on this coordination.  

 In terms of limitations of the study, each survey had a limited range of subjects. In future 

studies, data obtained from a wider range of subjects could make more granular analysis possible. In 

addition, since this study focused on the role of high school-university coordination in terms of high 

school students’ learning information resource usage, it is necessary to reconsider issues of real-

world application when it comes to implementing this coordination. 
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第1章   

研究背景および⽬的 

1.1 ⾼等学校教育の⾼度化 

近年、⾼等学校の教育が⾼度化している。2018 年告⽰の学習指導要領[1]では、初等中

等教育においても「主体的・対話的で深い学び」（アクティブラーニング）の導⼊が明記

され、教科横断的な視点で教育活動を設計する「カリキュラムマネジメント」が求められ

るようになった。評価の観点も再編され、「知識・技能」「思考⼒・判断⼒・表現⼒」と並

び「主体的に学習に取り組む態度」が取り⼊れられ、個々の⽣徒が主体的に学びに向かう

ことの重要性が強調された。そして、これらの趣旨を反映すべく、各教科における探究学

習や教科の枠をこえた課題研究が実施されることとなった。特に、⾼等学校においては

「総合的な学習の時間」の名称が「総合的な探究の時間」へと変更され、「より探究的な

活動を重視する」ことが明⽰された[2]。さらに、教科横断型の新教科として「理数科」が

新設され、その中に「理数探究基礎」「理数探究」という 2 科⽬が設置された。既存の他

教科においても、選択科⽬として「古典探究」「⽇本史探究」「地理探究」「世界史探究」

が新設され、全ての教科にまたがって探究が重視されていることが窺える。 

これを先取りするように、国が⼀部の学校を指定して、学習指導要領の規程をこえた先

進的教育を認める「スーパーサイエンスハイスクール（SSH）事業」[3]や「スーパーグロ

ーバルハイスクール（SGH）事業」[4]が実施されており、指定校が年々増加している。こ

れらの指定校では、2018 年の学習指導要領の告⽰以前から、探究学習や課題研究が先⾏し

て実施されてきた。これらの指定校では、⽣徒に対して探究成果を論⽂として執筆させた

り、校内で発表させたりするほか、複数の学校による合同発表会やポスターセッションが

開催されるなど、⾼等学校段階から学術研究のプロセスを体験させる教育活動が実施され

ている。 

また、国際バカロレア機構が開発・提供する 16〜19 歳向け教育プログラム「国際バカ

ロレア ディプロマプログラム（IBDP）」[5]の導⼊も⽂部科学省により推進されており、

認定を受ける学校が増加している。国際バカロレアの教育プログラムでは、育成する学習
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者像[6]を 10 項⽬あげており、その第 1 項⽬として「探究する⼈」が提⽰されている。そ

して、その⽬標を実現すべく、全ての教科に共通する指導の⽅法として、「探究を基盤と

した指導」が⽰されているほか、ディプロマプログラムでは必修科⽬として「課題論⽂

（EE: Extended Essay）」[7]が設定されており、⽣徒⾃⾝による探究成果の論⽂執筆が不

可⽋な学習活動となっている。 

このような動向へ呼応するように、従来であれば⼤学教員や⼤学⽣以上の参加が想定さ

れていた「学会」の場においても、近年は⾼校⽣の参加を認める学会が登場してきてい

る。例えば情報処理学会は、2019 年の第 81 回情報処理学会全国⼤会より、「中⾼⽣ポス

ターセッション」[8]（後に中⾼⽣情報学研究コンテストに改称）を開催し、例年 50 件以

上の発表が⾏われている。そのほか、⽇本学術会議協⼒学術研究団体の中では 2020 年時

点で⽇本⽣態学会、⽇本古⽣物学会、⽇本⽔産学会、⽇本地理学会などが、⾼校⽣向けの

発表企画を開催しており、多分野にわたって⾼校⽣の研究を奨励する潮流が⽣まれつつあ

る。 

 

 

1.2 学校図書館の現状と図書館連携への期待 

以上のように、⾼等学校教育は探究学習を軸として⾼度化の傾向にあり、⼤学以上で⾏

われてきた研究活動の導⼊レベルまで⾼校⽣が取り組むようになりつつある。このような

教育⾼度化を志向する中、学校図書館はその教育の中核となることが期待される。学校図

書館法第 2 条において、「教育課程の展開に寄与する」設備と定義されており、教育課程

の変化に対応して施設の整備を推進することは、学校図書館にとって不可⽋な姿勢と考え

られる。しかし、学校図書館の現状をみると、このような探究学習を軸とする⾼度教育へ

の対応が、容易ではないことは明らかである。⽂部科学省「学校図書館の現状に関する調

査」[9]および全国学校図書館協議会「学校図書館調査」[10]によると、⾼等学校の平均図

書購⼊費は 15 年前より約 20%減少している。探究学習において重要となる百科事典等の

参考資料についても、刊⾏後 10 年以上経過しているものが 86%を越えており、最新資料

への更新が追い付いていないことがわかる。探究学習を⾏う際の問題点として、「調べる

ための資料が不⾜していること」が指摘されて[11]おり、利⽤可能な資料の整備は重要な

課題である。しかし、SSH や SGH に採択され⼤型予算が学校へ与えられたとしても、必
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ずしも学校図書館の資料費に充当されるわけではなく、状況が改善されるとは限らない。

このように、急速に展開される⾼等学校の⾼度教育に、学校図書館が単体で対応すること

は難しい。 

 このような問題への解決策の⼀つとして、図書館は「図書館連携」の仕組みを有してき

た。学校図書館の場合、近隣の公共図書館と連携して、資料の団体貸出や授業での集団訪

問が多数⾏われている。2009 年発⾏の「⾼等学校学習指導要領解説 総合的な学習の時間

編」[12]では、「学校図書館には，総合的な学習の時間で取り上げるテーマや⽣徒の追究す

る課題に対応して，関係図書を豊富に整備する必要がある。学校図書館だけでは蔵書に限

りがあるため，外部の論⽂検索システム等のデータベースへのアクセス権を取得すること

や外部の公⽴図書館との連携を構築することも⼤切である」[12](p.85)と明記され、公共図

書館との連携による資料不⾜の補完を促されている。2019 年発⾏の「⾼等学校学習指導要

領（平成 30 年告⽰）解説 総合的な探究の時間編」でも、同等の表現が記載されてお

り、探究学習における図書館連携への期待は⾼い。実際に、学校図書館と公共図書館の連

携に関する実践報告は数多く、例えば千葉県市川市のネットワーク構築事例[13]などが知

られている。 

⼀⽅で、SSH や SGH の指定校といった先進的な教育プログラムを実施する学校の場

合、特定分野において学習指導要領の範囲をこえた⼤学レベルのテーマを扱うこともあ

り、従来の公共図書館との連携だけでは不⼗分なことが予測される。そこで本研究では、

「⾼等学校と⼤学図書館の⾼⼤連携」という新たな枠組みに着⽬する。⾼⼤連携には多様

な形態があり得るが、本研究では特に、⾼校⽣に⼤学図書館を利⽤する権利・機会を与え

ることで、学校・公共図書館だけでは不⾜する⾼度な情報資源を⽤いた学びが可能になる

のではないかと仮定する。 

まず 1.3 節では教育分野での⾼⼤連携に関する動向を概況し、図書館に関する⾔及の有

無を確認する。次に、1.4 節では図書館分野の動向を概況し、⾼⼤連携の視点での⾔及有

無を確認する。いずれも、社会的動向および研究的動向の両観点から述べる。 

 

 

1.3 教育分野での⾼⼤連携に関する概況 
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社会動向 

⾼⼤連携という概念には多様な定義があり、⾼等学校と⼤学が協⼒して⾏うあらゆる教

育活動を総称する場合もあれば、「⽣徒⼀⼈ひとりの能⼒を伸ばすための，⾼等学校・⼤

学双⽅が連携した教育」[14]といった⽬的を限定した⽂脈で⽤いられることもある。⽇本

の教育分野は、1990 年代より盛んに議論されてきた。 

1999 年の中央教育審議会答申「初等中等教育と⾼等教育との接続の改善について」[15]

では、初等中等教育と⾼等教育との接続の改善のための連携の在り⽅として、「⾼等教育

を受けるのに⼗分な能⼒と意欲を有する⾼等学校の⽣徒が⼤学レベルの教育を履修する機

会の拡⼤⽅策」[15](第 4 章第 3 節(1))が述べられている。これは、「特定の分野について⾼

い能⼒と強い意欲を持ち，⾼等学校レベルの内容にとどまらず様々な教育を受けることを

希望する⽣徒」[15](第 4 章第 3 節(1))の増加を予測し、そのような⽣徒が⼤学レベルの教

育を⾼等学校時代から受ける機会の拡充を⽬指したものである。特定分野で卓越した能⼒

をもつ⾼校⽣だけでなく、専⾨分野に強い意欲や関⼼を持つ⽣徒にも⼤学教育へ触れる機

会を広く提供することで、⾃らの意欲・関⼼に合った進路選択の⽀援につながるという視

点が⽰されている。 

2005 年に⽂部科学省により設置された「⼤学への早期⼊学及び⾼等学校・⼤学間の接続

の改善に関する協議会」は、「報告書 −⼀⼈⼀⼈の個性を伸ばす教育を⽬指して−」[16]

を 2007 年に公開した。この中では、「⾼等学校と⼤学との接続における⼀⼈⼀⼈の能⼒を

伸ばすための連携（⾼⼤連携）の在り⽅」[16](p.15)が提⾔され、⾼校⽣に対して⼤学レベ

ルの教育研究に触れる機会の促進を図ることが、改めて⽰されている。特に、実現しうる

連携施策が列挙され、⾼校⽣による⼤学の授業科⽬の受講（単位認定も可能）、⼤学教員

が⾼等学校に出向いて⾏う出前授業、インターネットを活⽤して⼤学から⾼校⽣へ講義を

配信することなど、取組に要する時間やコストも含め具体的に⾔及された。さらに、留意

点として「個々の⽣徒のニーズや能⼒・意欲を踏まえることなく，⼀律に⼤学レベルの教

育研究に触れる機会を与えるような取組は，⾼⼤連携の趣旨に反し，本来の⽬的を達成す

ることが困難と考えられ（中略）、個々の⽣徒の能⼒・意欲の把握を⾏うことが不可⽋」

[16](p.20)と述べられており、⾼校⽣に対するニーズ調査の重要性も⽰唆されている。 

これらの資料では、教員・⽣徒や学校資源を直接的に連携させる「⾼⼤連携」の取り組

みと、教育課程や⼊学試験を通して教育内容の接続を図る「⾼⼤接続」の取り組みが、い
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ずれも同時並⾏的に関連付けられて⾔及されている（ただし、この時点で⾼等学校と⼤学

図書館の連携に⾔及した政策資料は⾒受けられない）。しかし、⼤学⼊試改⾰に対する議

論の⾼まりから、次第に「⾼⼤接続」の観点を重視する流れへと変化していく。 

2013 年には、教育再⽣実⾏会議の第四次提⾔として、「⾼等学校教育と⼤学教育との接

続・⼤学⼊学者選抜の在り⽅について」[17]が公開された。この提⾔では、⾼校在学中に

達成度テストを実施し、複数回の受験を可能とすることなど、⼤学⼊試の抜本的な改⾰が

提⾔され、社会的関⼼を集めた。⼀⽅、直接的な⾼⼤連携については、「⼤学⼊学者選抜

を、能⼒・意欲・適性を多⾯的・総合的に評価・判定するものに転換するとともに、⾼等

学校教育と⼤学教育の連携を強⼒に進める」[17](p.5)という記述にとどまっている。アメ

リカの「アドバンストプレイスメント」（⼤学レベルの授業を⾼等学校で⾏い、⼤学進学

後に⼤学の単位として認定する制度）を⽇本の学校でも実施したり、オープンコースウェ

アを活⽤して⾼校⽣へ⼤学の授業を提供することを奨励するなど、より具体的な施策案を

⽰す記述は含まれるものの、相対的には「接続」の⽅に重点がおかれた提⾔構成となって

いる。 

さらに、2014 年の中央教育審議会答申「新しい時代にふさわしい⾼⼤接続の実現に向け

た⾼等学校教育、⼤学教育、⼤学⼊学者選抜の⼀体的改⾰について」（⾼⼤接続改⾰答

申）[18]においては、「『⾼⼤接続』の改⾰は、『⼤学⼊試』のみの改⾰ではない」[18](p.9)

と留意しつつも、全般的に⼤学⼊試改⾰に照準をあわせた内容となっている。これは、

⼩・中学校と⽐べて⾼等学校は知識伝達型の授業にとどまる傾向があり、その要因とし

て、特に⼤学の⼀般⼊試が画⼀的な知識問題による点数評価から転換しきれていないこと

を、⼤きな課題と捉えた結果である。たとえ特定の分野に強い関⼼をもち、卓越した能⼒

をもつ⾼校⽣がいても、「評価されずに切り捨てられがちである」[18](p.3)ことを答申内で

問題視しており、適正な評価⽅法の確⽴を志向したものとなっている。 

そして、⽂部科学省の設置した⾼⼤接続システム改⾰会議により 2016 年に公開された

「⾼⼤接続システム改⾰会議『最終報告』」[19]においては、各⼊試別の詳細な改⾰⼯程が

⽰され、具体的な出題形式や実施体制の⾒込みが開⽰された。⾼等学校教育、⼤学教育、

⼤学⼊学者選抜の⼀体的改⾰を推進することが述べられているが、過去の報告書にみられ

たような直接的な⾼⼤連携に関する記述は⾮常に少ない。⼊学予定者に対して⾼校と連携

しながら⼊学前教育を施すことや、教員の指導⼒向上のために⼤学と連携することなど、

⾼⼤接続の⽂脈に特化した限定的な連携内容にとどまっている。 
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以上の社会的動向の通り、教育政策分野における⾼⼤連携に関する各資料のなかで、図

書館が直接的に⾔及されたことはない。 

 

研究動向 

前述の社会的動向に並⾏し、各学校および教育委員会の現場では、⾼⼤連携の独⾃施策

が実施され、その効果の検証や評価に関する研究が試みられてきた。 

⾼校が⼤学と協定を締結し、⽣徒へ⼤学の授業を受講する機会を提供する取り組みは、

実施校が増加している。その参考となる統計として、⽂部科学省の実施する「⾼等学校教

育の改⾰に関する推進状況」[20]に関する調査結果がある。⽣徒が⼤学・⾼等専⾨学校⼜

は専修学校等の授業を受けた場合に⾼等学校として単位認定をする取り組みを実施してい

る学校数は、2000 年度では 49 校だったが、2016 年度には全国で 350 校まで達してい

る。⾼等学校時代に履修した⼤学の授業について、卒業後に⼤学へ進学した際に⼤学での

単位としての認定する協定も、全国 164 校で締結されている。そのほか、単位認定の有無

を問わず、⼤学の科⽬等履修⽣・聴講⽣等⼜は公開講座などの制度を活⽤し、⽣徒へ⼤学

の授業を受講する機会を提供している⾼等学校も多く、2013 年度時点で 877 校に達して

いる。このように、授業受講の観点で何らかの⾼⼤連携を⾏う学校は、もはや珍しい存在

ではなくなったといえる。 

そして、これらの実施校からは、多数の実践報告が発表されている。代表的なものに、

1994 年度より⽂部省の調査研究として実施された「教育上の例外措置に関するパイロット

事業」[21]がある。これは、数学・物理分野の能⼒伸⻑が著しい⾼校⽣（各年 1000 ⼈程

度）に対し、⼀部の指定⼤学（初年度は東京⼯業⼤学・名古屋⼤学・京都⼤学・広島⼤

学・東京都⽴⼤学・早稲⽥⼤学）が授業を提供し、その効果を検証したものである。そし

て、この事業の成果を踏まえ、1998 年からは分野を問わず、⼤学等での学修が⾼等学校の

単位として認定できる例外が適⽤可能となった。その結果、⼈⽂社会科学系においても⾼

⼤連携事業が⼀部で開始されるようになり、代表的なものに東京都教育委員会と中央⼤学

商学部による「東京コラボレーションプログラム」がある。このプログラムは 2002 年度

から実施され、都⽴国際⾼等学校と都⽴国分寺⾼等学校の⽣徒が、⼤学教員による研究指

導・論⽂執筆指導を受けられるものである。さらに、このプログラムは特別⼊試を兼ねて

おり、成果のプレゼンテーションを⾏ったうえで評価をうけ、⼤学⼊学資格を得られる可
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能性もある先駆的な取り組みであった[22]。 

東京都以外においても、各地の⾼等学校教員・⼤学教員から⾼⼤連携の実践報告は相次

いでおり、複数の実践事例を総括して⾼⼤連携全体について論じた⽂献もある。勝野[23]

は、多様化する⾼⼤連携事例を類型化し、「内容⾯にかかわるアクセス」と「参加条件⾯

でのアクセス」という 2 観点から事例をイメージ図に整理して、多様な⾼⼤連携施策の全

体像を⽰した（図 1.1）。ただし、この全体像においても図書館の⾼⼤連携については位置

付けられていない。⼀⽅で、⾼⼤連携はあらかじめ制度や類型が決まっているわけではな

く、個々の⾼等学校と⼤学間での協議・調整により内容が決まるため、位置づけが曖昧な

まま多様な事例が実施されていると、問題提起している（実際に、図書館の⾼⼤連携につ

いては、図 1.1 のモデル内でも位置付けられていない）。特に、⾼⼤連携実施校の教員に対

して意識調査[24] [25]を⾏った結果、“とりあえずやってみる”という段階の⾼等学校が多

く、取り組みの趣旨や位置づけが⼗分に検討されていないことに、警鐘を鳴らしている。

勝野はこの問題に対し、⾼⼤連携すること⾃体を⽬的とせず、⾼等学校から⼤学への円滑

な接続を図るための⼀⽅策と捉え、特に「進学指導の中⼼的な⼿段」に位置付けることを

提⾔している。そして、効果的な⾼⼤連携実現のためには、「⼤学内及び⼤学外の双⽅に

おいて、専⾨重視型から体験重視型までのプログラムがバランスよく⽤意され、かつ、そ

れぞれの取組の趣旨が明確になっている状態」[23](p.77)が必要と唱え、「今後の⾼⼤連携

には、⾼校・⽣徒側のニーズの把握や取組の趣旨の明確化、内容⾃体の魅⼒化など、事業

の質に対する⼗分な配慮が求められるだろう」[23](p.65)と展望を述べている。 

早稲⽥⼤学の⽮⼝ら[26]は、複数の⾼⼤連携事例について、国公⽴⼤学と私⽴⼤学に分

けて傾向を分析した。その結果、国公⽴⼤学では⼤学の社会貢献という観点で⾼⼤連携の

重要性が増しているが、私⽴⼤学では少⼦化に伴う学⽣確保という観点での意識が⾼まっ

ていることを明らかにした。⾼⼤連携の本来の⽬的は、「⾼校⽣に⼤学レベルの教育に触

れる機会を提供し、⾼校と⼤学の違いを説明し、⼤学で学ぶ意欲を⾼校⽣に持たせ、さら

に⾼校、⼤学が協議しながら最適な教育内容を考えていくこと」[26](p.40)としつつ、受験

指導や学⽣募集の側⾯も⾒逃せない存在となっていることを指摘した。そのうえで、「⾼

⼤連携の中⼼にあるべきは、⾼校⽣⾃⾝の⾃⼰実現であり、学習意欲をどのように育てて

いくのか、⼤学と⾼等学校がそれぞれ検討しあうこと」[26](p.39)と課題提起している。 

⾼崎経済⼤学にて⾼⼤連携に関する研究プロジェクトに従事した⽥⼝[27]は、⾼等教育

の変化の観点から、⾼⼤連携の意義を説いている。特に、中央教育審議会答申「学⼠課程
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教育の構築に向けて」（学⼠課程答申）において、⾼等学校教育から⼤学教育まで⼀貫し

た考え⽅の下に⾼⼤連携を図ることが⽰されていることを重視し、「⼊学者選抜の問題だ

けでなく、教育内容・⽅法等を含め、全体の接続を考えていく視点を持つことが重要であ

る」[27](p.26)と述べている。そして、模擬授業やオープンキャンパス等は単発的・イベン

ト的であるため表⾯的な内容にとどまる⼀⽅、⼤学の専⾨的な通常講義に参加するプログ

ラムは⽣徒の負荷が⼤きく、「⽣徒にとって参加しやすいこと」と「個々の学問分野の特

質を⼗分に理解させようとすること」の両⽴が難しい点を指摘している。そして、専⾨性

を重視しつつも⼤学内外双⽅に跨った活動とすることで、⽣徒の参加可能性を⾼めたプロ

グラムとして SSH などがあることに着⽬し、勝野のイメージ図に追加したモデルを⽰し

た（図 1.2）。また、⽥⼝は、学⼠課程答申で重要視された初年次教育の観点でも、⾼⼤連

携はメリットがあることに着⽬している。「⼤学が、⾼等学校あるいは⾼校⽣の実態をま

ったく知らないで初年次教育を⾏うことは、効果を半減させるだけでなく、場合によって

はマイナスになる」[27](p.37)と述べ、⾼等学校・⼤学の両教員が積極的に関与すること

は、双⽅を知る点で有効と唱えている。さらに、このように両教員が共同で、⽣徒・学⽣

の育成を連続的な視点から捉えて教育改善を議論することは、⾼等学校教育と⼤学教育双

⽅の改善・充実に資する「双⽅向型⾼⼤連携」に繋がるとしている。このような形態は、

⾼等学校の進路指導の⼀環として⼤学の教育資源が利⽤される形であった「従来型の⾼⼤

連携」と⽐較して、「新しい⾼⼤連携」と呼ばれている[28]。 

上記の総括的⽂献のほか、個別の事例⽂献の中で、実施効果の検証や教員・⽣徒の意識

調査を⾏っているものも複数ある[29] [30] [31] [32] [33] 。しかしながら、⾼⼤連携に関

する教育分野の研究⽂献は、各論に特化しがちであり、総論としての議論が不⼗分である

ことが指摘されている。根津[34]は、論⽂データベース CiNii を⽤いて、⾼⼤連携および

⾼⼤接続を⽰す単語と、教育内容・⽅法に関連する様々な語を掛け合わせて検索し、2016

年時点での記事数の調査を⾏った。その結果、「⼊試」「SSH」「カリキュラム」「評価」

「指導要領」といった語を含む記事は⽐較的多かったものの、「総合的な」「特別活動」

「教育内容」「教育⽅法」「部活動」等の語を含む記事数は少なかったことが報告されてい

る。特に、総合的な学習の時間や特別活動の記事が少なく、⾼⼤接続・⾼⼤連携の関⼼が

⾼等学校の「教科課程」に偏っている点について、教育課程上の均衡を⽋いていると問題

提起している。 

以上の動向を総括すると、教育分野においては⾼⼤連携について盛んな議論が⾏われて
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おり、全体的な潮流としては⼊試の観点が中⼼となりつつも、教育内容・⽅法等を含めた

総合的接続の必要性が訴えられ続けていることがわかる。特に、⾼等学校および⽣徒側の

ニーズを把握して連携趣旨や位置づけを定めることが必要と唱えられており、実際に⾼等

学校教員や⾼校⽣に対する意識調査や効果検証も⾏われている。しかしながら、多数の⽂

献が発表されているものの、観点に偏りがあることが分かる。そして、これらの⽂献にお

いて、図書館に関して分析や考察が⾏われているものは、⾒受けられない。⾼校⽣が⼤学

の授業を受講したり、⾼等学校で⾏う探究学習を⼤学教員が指導したといった事例は多数

あるが、その学習過程で図書館の情報資源がいかに利⽤され、図書館がどのような役割を

果たしたのか、という観点での研究は不⼗分といえる。 

 

  



10 

 

 

 

 

図 1.1 勝野による⾼⼤連携の現状イメージ 
 [23](p.74) 

 

 

図 1.2 ⽥⼝による⾼⼤連携の現状イメージ 
[27](p.37) 
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1.4 図書館分野での⾼⼤連携に関する概況 

社会動向 

前述のとおり、⾼⼤連携に関する教育分野の⽂献内では、図書館が直接的に⾔及されて

いるものは⾒受けられない。そこで本節では図書館分野における⾼⼤連携の⾔及について

述べる。 

まず、付属学校をもつ⼀部の⼤学においては、かねてより付属⾼校⽣を正規の⼤学図書

館利⽤者として捉え、正式に利⽤権を与え、利⽤規程における利⽤対象者の⼀部として記

載している場合がある（表 1.1）。 

 

表 1.1 利⽤規程において付属⾼校⽣を正規利⽤者に含めている⼤学の記載例 

東京⼯業⼤学
附属図書館利
⽤規則 

第 4 条 図書館を利⽤できる者(以下「利⽤者」という。)は，次の各号
に掲げる者とする。 

（略） 

⼆ 本学の学⽣(正規課程以外の学⽣を含む。以下同じ。)及び附属科学
技術⾼等学校(以下「附属⾼校」という。)の⽣徒 

東京芸術⼤学
附属図書館利
⽤規則 

（利⽤者の範囲） 

第５条 附属図書館を利⽤できる者（以下「利⽤者」という｡)は、次の
各号に掲げる者とする。 

（略） 

（５）⾳楽学部附属⾳楽⾼等学校（以下「附属⾼校」という｡)の⽣徒 

国⽴⼤学法⼈
お茶の⽔⼥⼦
⼤学附属図書
館利⽤規程 

（利⽤者） 

第 6 条 附属図書館を利⽤できる者（以下「利⽤者」という｡)は、次に
掲げる者とする。 

（略） 

三  本学附属⾼等学校⽣徒 

 

利⽤規程に明記されていない場合であっても、図書館 Web サイトの利⽤案内ページなど

に、付属⾼校⽣も利⽤可能である旨が記載されている⼤学図書館もある（例：愛知教育⼤
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学，愛媛⼤学）。付属⾼校を有しない⼤学においても、⼀般市⺠や近隣住⺠に対して開放

を⾏っている⼤学図書館の場合は、⾼校⽣も対象者の⼀部として許可されていることがあ

る（例：⾦沢⼤学）。これらの⼤学では、固有の施策が実施されていなくても、⽇常的に

⾼校⽣が⼤学図書館を利⽤できる環境にあるといえる。 

また、授業の⼀部や特別な教育プログラムの⼀環として⾼校⽣が⼤学図書館を利⽤する

機会を設けている事例や、オープンキャンパスや職業体験としての⼤学図書館を開放する

事例など、各⼤学で独⾃の連携施策に取り組んでいる図書館もある。 

さらに、前述した教育動向の変化の中で、図書館分野でも⾼⼤連携の要請が⾼まってい

る。2019 年に全国学校図書館協議会が公表した「情報資源を活⽤する学びの指導体系表」

[35]においては、⾼等学校段階における“メディアの利⽤”に関する指導項⽬のなかに、⽬

的に応じて利⽤すべき各種施設の候補として「⼤学等の研究機関」があげられている。こ

の表記は、中学校段階までの同項⽬には⼤学の表記は無いため、⼤学との連携は⾼等学校

段階固有のものとして捉えられていることが分かる。この資料の前⾝となった「情報・メ

ディアを活⽤する学び⽅の指導体系表」（2004 年）[36]においてもこの表記はなく、今回

新たに追加された事項であり、この 15 年間の教育動向の変化を反映したものと捉えられ

る。また。2009 年発⾏の「⾼等学校学習指導要領解説 総合的な学習の時間編」[12]にお

いても、「⼤学等の研究機関の協⼒を得ることも有効である。そのことで調査研究の⽅法

や⽔準が⾼くなり，より本格的な問題の解決や探究活動につながり，また知識や技能の深

化・総合化にもつながると考えられる」[12](p.229)「学校図書館には，総合的な学習の時

間で取り上げるテーマや⽣徒の追究する課題に対応して，関係図書を豊富に整備する必要

がある。学校図書館だけでは蔵書に限りがあるため，外部の論⽂検索システム等のデータ

ベースへのアクセス権を取得することや外部の公⽴図書館との連携を構築することも⼤切

である」[12](p.85)と明記されている。これらの⽂脈から、包括的な⾼⼤連携を⾏ったうえ

で学術情報へもアクセス可能な環境整備が推奨されており、図書館もこの⼀環として機能

することが期待される。 

このように、図書館の⾼⼤連携に対する社会的期待は⾼まっており、実際に複数の⼤学

が⾼校⽣への図書館の開放を⾏っているが、その実施内容や対象範囲は個別に異なってい

る。統⼀的な基準や効果測定の枠組みはなく、いずれも個別的事例にとどまっている。 
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研究動向 

前述のような⾼⼤連携の取り組みを⾏う図書館の⼀部は、学術雑誌に論⽂等の形で実践

報告を⾏ったり、各館・各学校の Web サイト上における広報記事として活動記録を掲載し

たりするなど、実施過程を公表してきた。⼀⽅、個々の図書館による多様な⾼⼤連携事例

の実践報告は蓄積されつつある反⾯、いずれの報告も「⾼⼤連携の施策を実施する図書館

（司書）」の視点による報告が多く、連携施策の意義や経緯、およびサービスの内容や運

営上の⼯夫・課題などが内容の中⼼となっている。多くの事例報告は図書館側の視点で実

施経緯や運営ノウハウを記述しているものであり、実際に⾼校⽣にどのような学習実態が

⽣じているか、およびどのような影響がもたらされたかという視点での報告は少ない。 

⽇本の図書館分野で、⾼等学校と⼤学に跨って図書館利⽤状況を分析した研究は 1990

年代からあったものの、⾼⼤連携という観点での⽂献が発表され始めるのは、2000 年代に

⼊った後である。三重県津市[37]や相模⼥⼦⼤学附属学校[38]での連携結果が早期から報

告されているが、当初は職員間の連携などが中⼼であり、⾼校⽣による直接的な⼤学図書

館利⽤に関する⾔及は、まだ限定的であった。2010 年代に⼊ると、中学⽣・⾼校⽣に対す

る職業体験や、オープンキャンパスでの⼤学図書館開放など、多様な形態での実践報告が

発表され始め、意義が論じられるようになる。さらに、国⽴⼤学附属学校を中⼼に、探究

学習⽀援を主眼とした図書館⾼⼤連携の事例が相次いで報告されるようになる。特に、筑

波⼤学では複数の附属学校に対して「筑波⼤学附属図書館⾼⼤連携サービスパッケージ」

が提供され、SSH・SGH や国際バカロレアの教育課程実施の観点でも有効性が期待され

るようになった[39]。しかし、これらの⽂献は、個別の実践事例に基づく結果報告や限定

的な考察が多数を占めていた。 

2010 年代後半には、複数の事例にまたがる分析的な考察や、全国的な動向に関する調査

も実施されるようになる。榎本[40]は、質問紙調査を通して全国の⼤学図書館 135 館につ

いて、⾼⼤連携の実態を明らかにした。その結果、実施されている⾼⼤連携施策の多くは

オープンキャンパス時の開放にとどまることが判明し、実施が限定的にとどまる要因とし

て、職員の⾼⼤連携に対する認識⾯と実務的課題の⾯の双⽅があげられた[41]。また、蒲

⽣ら[42]は、⾼⼤連携における⼤学図書館の役割を包括的に考察した。⾼⼤連携において

⼤学図書館の役割を⽰すために必要な事柄が検討され、「⾼等学校あるいは⾼校⽣が、⼤

学図書館による⾼⼤連携に何を求めているのかを理解することである」と指摘されてい
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る。このような課題に関連して、⼩野ら[43] [44]は、⼤学図書館の利⽤権を⽣徒に与えて

いる⾼等学校の在校⽣へインタビューを⾏い、⾼校⽣が図書館を使い分ける際の基準を分

析する調査を⾏った。その結果、⼀部の⽣徒は⼤学図書館を利⽤する実態はあるものの、

多くの⽣徒は⽇常的には公共図書館を中⼼に利⽤し、⼤学図書館は偶発的に有⽤な資料を

発⾒した際の利⽤にとどまる現状が明らかになっている。⼀⽅で、この調査は単⼀学校の

在校⽣に対するインタビュー調査のみで分析しているため、⼀般化した知⾒を得るために

は⼗分なデータとなっておらず、限定的な考察にとどまっている。 

なお、⾼⼤連携には⼈員⾯でコストが⽣じるため、必ずしも好意的な報告だけではな

い。社会貢献の⼀環として⼤学図書館開放を⾏っている現場職員からは、「予備校⽣・⾼

校⽣・サラリーマンに席を占拠され⽀障を来すので、市⺠開放には無理がある」[45]とい

った報告もなされており、⾼校⽣の利⽤は本来の⼤学図書館の役割への阻害要因になりう

るとして、⼤学図書館側から悪印象をもたれる可能性も明らかになっている。 

アメリカでは、1960 年代より図書館の⾼⼤連携に関する多数の実践報告と調査・研究が

⾏われ、その教育的価値が⾼く認められつつ実務上の課題も多数⾔及されており、メリッ

トとコストのバランスを両⾯から評価する議論がなされてきた。Craver [46]は、1980 年

代前半までの図書館⾼⼤連携事例をレビューしつつ、多くの⽂献が個別の実践報告にとど

まっている点を指摘し、より詳細な⾼校⽣のニーズや⼤学図書館利⽤の実態に関する研究

が必要と提唱した。情報リテラシーへの社会的関⼼が⾼まると、図書館の⾼⼤連携につい

ても情報リテラシーの能⼒移⾏の観点で注⽬が⾼まった。代表的なものに、図書館におけ

る情報検索プロセスへの認識を、⾼校⽣から⼤学⽣に⾄るまで⻑期的な調査を⾏った、

Kuhlthau[47]の研究がある。⼀⽅で、実態や効果に関する研究不⾜の問題は、近年に⾄る

まで指摘され続けている。Groves[48]は、学⽣に求められる情報リテラシーを正確に把握

して⾼⼤連携を⾏わなければ、⾼校⽣にとって⼤学図書館⾒学や遠⾜に過ぎないものにな

ってしまう警鐘を鳴らした。Angell ら[49]は、学校・公共・⼤学図書館にまたがる連携に

関する⽂献が、図書館情報学分野で不⾜していると問題提起した。Burhanna[50]は、こ

れらの調査が必要としつつも、18 歳未満の⾼校⽣を対象に⻑期的な影響評価を⾏うことの

難しさを指摘した。Zoellner[51]は、⾃⾝の実践経験を通して⽂献調査・アンケート・イ

ンタビューを含めた混合研究を⾏いつつ、地域的条件が異なる場合においては追加の研究

が必要であると述べ、地域別の調査の必要性を説いた。 

以上の動向を総括すると、図書館の⾼⼤連携の価値は⽇本でも海外でも期待され、多数
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の実践が⾏われるようになった反⾯、その意義や効果を⽰すエビデンスとなる研究は、⼗

分に⾏われていない実態が明らかになっている。このようなエビデンスを得るためには、

学校図書館・公共図書館・⼤学図書館にまたがって、⾼校⽣のニーズや利⽤実態に関する

調査が必要と提⾔されてきているが、そのような研究事例は⾮常に少ない。特に⽇本で

は、単⼀校を対象とした調査や単⼀⼿法による分析のみしか⾏われておらず、複数地域を

対象とした実態調査や、複数⼿法を組み合わせた混合研究は、⾏われていない。 

 

 

1.5 本研究の⽬的 

1.3 節から、教育分野では、⾼⼤連携研究は盛んであるものの、図書館の観点で論じた

⽂献は⾒受けられない。この理由は、教育分野における⾼⼤連携への関⼼が、⼊試や教科

教育の観点に偏重しており、複数の教科領域に跨る総合的な学習や特別活動、および⽣徒

⾃⾝による⽇常的な学習という観点が、相対的に重視されていないためと考えられる。 

1.4 節から、図書館分野では、⾼⼤連携の個別的な事例報告は増えているものの、その

意義や効果を検証する研究は少なく、特に館種横断的な視点で⾼校⽣の実態を明らかにす

る研究は、⽇本では⾏われていない。この理由は、⾼校⽣に最も⾝近な図書館は学校図書

館であり、⾼校⽣の図書館利⽤というテーマは学校図書館研究の⼀領域と捉えられていた

ことにより、館種の枠を超えた利⽤者研究が促進されなかったためと考えられる。 

従来であれば、教科の指導内容や授業時間数が、⾼校⽣が学習時に利⽤する情報資源の

範囲を規定していた。しかし、学習指導要領改訂と教育改⾰の動向に伴い、⾼等学校教育

は教科横断型、探究型へと⾼度化しつつある。これにより、現代の⾼校⽣は教科の枠を超

えた学びを求められ、授業時間外も含めた主体的な学習⽅法を期待されるようになった。

これらの学びに取り組む⾼校⽣は、⾃ら学習時に必要と感じた情報資源を、教科や館種の

枠を問わずに利⽤する可能性がある。このような、媒体の種別や⼊⼿先を問わずに、⾼校

⽣⾃ら学習時に必要と感じてアクセスしうる情報資源を、本研究では「学習情報資源」と

総称することとする。学習情報資源という観点は、⾼校⽣の学びを⽀援する図書館機能を

検討するうえでは不可⽋であるにも関わらず、これまでは⼗分に取り⼊れられてこなかっ

た。特に、⼤学図書館資料を含めた学習情報資源の利⽤という観点から、⾼校⽣の学び⽅

を解明した研究はない。 
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SSH や SGH 等の教育プログラムに関わる⼀部の⾼校⽣が、既に⼤学レベルのテーマを

扱っていることは、前述の通りである。本来、⼤学レベルのテーマを探究するためには、

⼤学レベルに対応した学習情報資源を利⽤することが望まれる。しかし、⼤学図書館の利

⽤権を⾼校⽣に与えたからといって、実際に学習情報資源の⼀つとして⼤学図書館の資料

が利⽤されるのかどうかということは、明らかになっていない。また、他の館種の図書館

やインターネットなども含め、様々な⼊⼿先から学習情報資源を利⽤する⾏動全体のなか

で、⼤学図書館を利⽤可能であるということが⾼校⽣にとってどのような役割をもつのか

という点も、明らかになっていない。 

そこで本研究の⽬的は、⾼校⽣の学習情報資源の利⽤実態を通して、図書館の⾼⼤連携

の役割を明らかにすることとする。つまり、図書館が⾼⼤連携を⾏い、⼤学図書館の施設

や資料を⾼校⽣も利⽤できるよう開放することが、⾼校⽣の学習情報資源利⽤に係る意識

や⾏動のなかで、どのような役割を果たすのかということを解明する。なお、1.3 節と 1.4

節にあるように、広義の「⾼⼤連携」という語は様々な意味で⽤いられているが、本研究

で焦点をあてる「図書館の⾼⼤連携」は、⼤学図書館の施設や資料を⾼校⽣も利⽤できる

よう開放することという意味に限定することとする。 

 

 

1.6 本論⽂の研究課題設定 

3 つの研究課題（リサーチクエスチョン） 

前節の研究⽬的を達成すべく、本論⽂では以下の 3 つの研究課題（リサーチクエスチョ

ン）を設定した。 

 

 

[RQ-1] ⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

[RQ-2] 探究学習を⾏う⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

[RQ-3] ⼤学図書館を利⽤できる⾼校⽣は、どのように学習情報資源を利⽤し、⼤学

進学後の学習情報資源利⽤へ⾄っているのか 
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[RQ-1] ⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

最初に、図書館の⾼⼤連携が果たす役割を検討するための基礎として、⾼校⽣の学習情

報資源の利⽤実態を明らかにすることが必要である。多様な利⽤実態があることが想定さ

れるが、まずは探究学習経験の有無や所属学校における図書館⾼⼤連携の実施有無を問わ

ず、⽇本の⾼校⽣全体の⼀般的な傾向を確認する。 

 

[RQ-2] 探究学習を⾏う⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

本研究の実施時点では、⽇本の⾼等学校教育は学習指導要領改訂の移⾏期であるため、

⼀部の⾼等学校では、教科横断的な探究学習が先⾏的に実施されている。このような学び

を経験している⼀部の⾼校⽣は、⼀般的な⾼校⽣とは異なる学習情報資源の利⽤状況にあ

ることが想定される。そこで、探究学習が先⾏的に実施されている学校の⾼校⽣に特化

し、学習情報資源の利⽤実態を明らかにする。特に、探究学習を⾏っている⾼校⽣は、学

びの過程で⼤学レベルのテーマを扱う場合があることに鑑み、⼤学レベルの学習情報資源

が役⽴つ可能性があるかどうかを確認する。 

 

[RQ-3] ⼤学図書館を利⽤できる⾼校⽣は、どのように学習情報資源を利⽤し、⼤学進学

後の学習情報資源利⽤へ⾄っているのか 

実際に⾼校⽣へ⼤学図書館の利⽤権が与えられた場合、学習情報資源の⼀つとして⼤学

図書館の提供する学習情報資源を利⽤することに⾄るのかどうかを確認する。また、⾼校

⽣が⼤学図書館を利⽤可能であることは、単に⾼校⽣の学習情報資源の選択肢を拡充する

というだけでなく、⼤学進学後の⾼度な学習情報資源利⽤を円滑化する可能性が、海外の

先⾏研究で⽰唆されている。⽇本の⾼校⽣においても、⼤学進学後も含めた⻑期にわたる

学習情報資源の利⽤に対する意識や⾏動を明らかにする。 

 

以上の 3 点の研究課題を通して、図書館が⾼⼤連携を⾏い、⼤学図書館の施設・資料を

⾼校⽣も利⽤できるよう開放することが、⾼校⽣の学習情報資源利⽤に係る意識や⾏動の

なかでどのような役割をもつか、解明することを⽬指す。本研究では、それぞれの研究課

題を明らかにするための調査を設計し、3 つの調査を組み合わせて総合考察を⾏うという

⼿法をとる。各調査の概要および⼿法の選定理由を、次節に⽰す。 
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1.7 研究⽅法 

調査 I： 全国の⾼校⽣を対象とした学習情報資源利⽤に関するオンラインアンケート 

[RQ-1]の研究課題を明らかにするために、全国の⾼校⽣の学習情報資源利⽤の⾏動を調

査する。特定の都道府県や所属学校・学年に偏らない広範なデータを得るために、オンラ

インアンケートの⼿法を⽤いる。具体的には、インターネット上の調査プラットフォーム

を⽤い、全国の⾼校⽣ 400 名を対象として、6 問（フェイス項⽬ 1 問を含む）のアンケー

トを配信する。 

なお、本調査は、2020 年の新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡⼤により、全国的

に図書館利⽤制限が⽣じている状況下での実施となったため、調査時点での利⽤実態を把

握しても、⽇常時における⾼校⽣の⾏動が正確に反映されないことが予期された。そこ

で、「制限を受けて不便と感じたこと」という質問形式をとることで、新型コロナウイル

ス感染拡⼤前の⽇常的な利⽤実態を解明するという⽅法をとった。 

 

調査 II： SGH 校⽣徒の執筆論⽂を対象とする引⽤⽂献調査 

[RQ-2]の研究課題を明らかにするために、探究学習を⾏っている⾼校⽣に限定し、その

学びの過程でどのような学習情報資源が⽤いられているか、調査する。しかし、探究学習

を確実に⾏っている学校の⾼校⽣を対象にアンケートを実施する⽅式では、複数の協⼒校

を確保することが難しいため、本研究では、探究学習の成果として⾼校⽣が執筆した論⽂

を⼀般公開している学校を対象とし、その論⽂に利⽤された引⽤⽂献を調査することで、

学習情報資源として利⽤されている資料を推定する⼿法をとる。 

具体的には、⽂部科学省から SGH の指定を受けて探究学習を含む教育プログラムを実

施し、研究開発期間を完了した学校のなかから、成果をインターネット公開している 3 校

を選定し、⾼校⽣の執筆論⽂を収集し、引⽤⽂献を種別ごとに分析する。 

 

調査 III： 図書館の⾼⼤連携実施校の卒業⽣に対する回顧的インタビュー調査 

[RQ-3]の研究課題を明らかにするために、実際に図書館の⾼⼤連携が実施されている学
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校を対象に、調査を⾏う。また、⼤学進学後も含めた⻑期的視点で実態を解明する必要が

ある。⻑期間にわたる意識や⾏動の変化を明らかにするためには、同⼀対象者に対して⻑

期的な追跡調査を⾏うか、当事者に回顧してもらいながら過去を遡って情報を収集する

か、いずれかの⼿法が必要となる。本研究の場合、⻑期的な調査により網羅的な知⾒を得

ることではなく、⾏動や意識の変化のモデルを抽出することを主眼とし、卒業⽣を対象と

して後者の回顧的な⼿法を選択した。 

具体的には、⼤学図書館を利⽤可能であった⾼等学校の卒業⽣を対象として、半構造化

インタビューの⼿法を⽤いることとした。学習情報資源の利⽤は、⽇常的な学習のなかで

⾃然に⾏われる⾏動であるため、多様な意識や⾏動のパターンが予測され、アンケートに

よる画⼀的な質問項⽬で問うことが難しい。調査者との会話を通して回顧を誘発しなが

ら、当⼈の⾔葉で発話をしてもらうことが効果的にデータを得られると判断し、インタビ

ュー調査を採⽤した。 

 

 

1.8 本研究の意義 

本研究の意義は、教育分野および図書館分野の双⽅で⼗分に⾏われてこなかった「図書

館の⾼⼤連携」に関する研究において、「学習情報資源」という概念を導⼊し、⾼⼤連携

の枠組みが果たす役割を⾼校⽣の視点から明らかにすることである。特に、⼤学図書館資

料を含めた学習情報資源の利⽤という観点から、⾼校⽣の学び⽅を解明する点は、先⾏研

究には無い新しい視座での図書館の⾼⼤連携の役割を明らかにできる可能性がある。そし

て、そのための研究⼿法の⼀つを実証的に⽰すことで、従来⾏われてこなかった新たな⾼

⼤連携研究の領域を、切り拓くことができると期待される。 

 

 

1.9 本研究における⽤語の定義 

⾼校・⾼校⽣ 

学校教育法第 1 条で規定された学校種別のうち、⾼等学校および中等教育学校の後期課
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程のことを指し、本研究では「⾼校」と略称を⽤いる。また、⾼等学校および中等教育学

校の後期課程に在籍する⽣徒を総称して、本研究では「⾼校⽣」と記述することとする。 

 

⾼⼤連携 

勝野[23]および⽥⼝[27]による先⾏研究で⽰された類型およびイメージ図では、⾼校⽣

による⼤学の授業受講や SSH などの探究学習での連携のみならず、オープンキャンパス

や⼤学説明会といった体験重視の機会や、⾼校と⼤学の連絡協議会設置といった組織的連

携なども、⾼⼤連携に含まれると解釈されている。本研究もこの解釈に準じ、「⾼⼤連

携」という語を広義の解釈で⽤いる。具体的には、⾼校と⼤学が協⼒して⾏う教育的活動

や、⼤学が⾼校⽣向けに教育資源を開放すること、および円滑な連携実施のための組織的

連携の総称として、「⾼⼤連携」という語を⽤いる（⾼校が⼤学⽣向けに教育資源を開放

することも概念上は含まれるが、本研究の範囲においてはそのような事例は対象としな

い。）。 

 

図書館の⾼⼤連携（図書館⾼⼤連携） 

本研究では、「図書館の⾼⼤連携」（もしくは「図書館⾼⼤連携」）という語で表記した

場合、⼤学図書館の施設や資料を⾼校⽣も利⽤できるよう開放することを主眼とした連携

に限定した意味で⽤いる。 

実社会での⾼⼤連携の事例では、学校図書館職員と⼤学図書館職員の⼈事交流や合同研

修会の実施といった、⾼校⽣が施設や資料を直接利⽤しない連携⽅法のケースもあるが、

本研究では検討の対象外とする。ただし、第 2 章においては、俯瞰的に研究動向をレビュ

ーし本研究の位置づけを⾒出すべく、厳密には本研究での定義に該当せずとも図書館の⾼

⼤連携に関連しうる研究事例も含め、幅広く⽂献を収集している。 

 

学習情報資源 

情報資源とは、図書館情報学⽤語辞典において、「必要なときに利⽤できるように何ら

かの⽅法で蓄積された情報や資料」[52]と定義されている。本研究では、この定義を基に

して「必要なとき」を学習の場⾯に限定し、「媒体の種別や⼊⼿先を問わずに、⾼校⽣⾃

ら学習時に必要と感じてアクセスしうる情報資源」を総称して、「学習情報資源」と記述
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する。 

 

 

1.10 本論⽂の構成 

本論⽂の構成を図 1.3 に⽰す。第 1 章はここまで、本研究の研究背景と研究⽬的を述べ

た。教育分野における⾼⼤連携では図書館に関する⾔及がなく、⼀⽅で図書館分野におい

ては⾼⼤連携に関する研究が不⾜していることを指摘し、⾼校⽣の学習情報資源の利⽤実

態を通して、図書館の⾼⼤連携の役割を明らかにすることを⽬的とした。そして、研究の

⽬的を達成するために解明が必要な 3 つの研究課題を設定した。 

第 2 章では、関連研究を記述する。関連研究では、はじめに図書館の⾼⼤連携に関する

研究動向を、アメリカと⽇本の双⽅からレビューする。また、アメリカの図書館における

⾼⼤連携は、情報リテラシー教育の⽂脈で取り組まれていることに鑑み、⽇本における情

報リテラシー教育の議論も概観する。これらを通し、アメリカと⽇本の教育動向上の相違

点を明らかにし、⽇本の⾼校⽣に特化した調査を⾏うことの意義を⽰す。 

第 3 章から第 5 章では、第 1 章で設定した各研究課題を明らかにするために、それぞれ

調査を設計して実施した内容を述べる。第 3 章は、[RQ-1]について検討するために、全国

の⾼校⽣を対象とした学習情報資源利⽤に関するオンラインアンケートを⾏い、その結果

を述べる。第 4 章では、[RQ-2]について検討するために、SGH 校⽣徒の執筆論⽂を対象

とする引⽤⽂献調査を⾏い、その結果を述べる。第 5 章では、[RQ-3]について検討するた

めに、図書館⾼⼤連携実施校の卒業⽣に対する回顧的インタビュー調査を⾏い、その結果

を述べる。 

第 6 章では、第 3 章〜第 5 章の調査結果をふまえ、研究⽬的である「⾼校⽣の学習情報

資源の利⽤実態を通して、図書館の⾼⼤連携の役割を明らかにすること」に対し、総合的

に考察を⾏う。 

第 7 章は、以上の全ての結果を踏まえた全体の結論として、本研究の教育分野および図

書館分野における学術的意義をしたうえで、本研究の限界および今後の展望について述べ

る。 

なお、第 3 章および第 4 章は、本研究の核となる論⽂（全研究業績リストにおける

No.1 および No.2）をもとに執筆している。また、第 2 章および第 5 章は、核となる論⽂
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ではないが著者が執筆した他の業績（全研究業績リストにおける No.4、No.5 および

No.12）の⼀部をもとに構成している。 
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図 1.3 本論⽂の構成図 
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第2章   

関連研究 

2.1 アメリカにおける図書館の⾼⼤連携に関する研究動向 

1960〜1980 年代のアメリカでの動向 

アメリカでは、1960 年代から継続的に学校図書館と⼤学図書館の連携の在り⽅について

研究がなされてきた。Craver[46]は、1960 年代から 1980 年代前半まで⾼校⽣の⼤学図書

館利⽤の事例を包括的にレビューし、⾼⼤連携のひろがりの経緯や課題を説いている。 

Craver によると、アメリカでは複数の地域で⾼校⽣に対する⼤学図書館利⽤が可能とな

っていたが、⼈⼝の爆発的な増加に伴い、1960 年代から図書館の⾼⼤連携に関する問題が

顕在化した。特に学校図書館の資料不⾜は深刻であった。政府からコレクション拡充のた

めの資⾦援助が⾏われる前に、より幅広いテーマの資料を必要とする新しい教育プログラ

ムが導⼊された。⾼校⽣は学校図書館では不⾜する資料を求め、⼤学図書館に殺到した。

必然的に⼤学図書館は過密状態になり、騒⾳問題が発⽣した。この状況に対応するため、

⼤学図書館は⾼校⽣の利⽤を制限するポリシーを制定せざるをえなかった。 

Craver は、利⽤制限のポリシーを制定するにあたって⼤学図書館職員が⾏ったのは観察

のみで、定量的な調査や客観的な評価なしに制定したことは問題であると批判した。さら

に、実践報告が多数なされたにも関わらず、共通の分析⼿法による事例間の⽐較を⾏わな

かった点も問題であるとした。このような状況に対しては、⾼校⽣のニーズや⼤学図書館

利⽤の実態に関する研究を提唱し、アンケートやインタビューのみならず、引⽤分析、貸

出履歴分析、参与観察などの多様な⼿法を⽤いるべきであると Craver は述べている。ま

た、⼤学図書館を利⽤する⾼校⽣と利⽤しない⾼校⽣の差を明らかにするためには、⼤学

図書館の距離的条件や利⽤ポリシー、⾼校教師による指導の状況や課題の性質など、多様

な変数を導⼊すべきであったとも述べている。 

学校図書館の資料が不⾜している状況を⽰した論⽂は他にもある。Craig と Perrine[53]
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は、1962 年にテキサス州ヒューストン市にある 4 つの⼤学において、⼤学図書館を利⽤

する⾼校⽣ 500 ⼈に対して調査を⾏った。そこでは、課題に取り組むための資料が学校図

書館には不⾜している点を 3 分の 1 以上の⾼校⽣が指摘し、学校図書館は⼣⽅や週末に利

⽤できないことも⼤学図書館利⽤の動機となっていることが⽰された。⼀部の⾼校⽣は遠

い距離を移動してでも⼤学図書館を利⽤しており、⾼いモチベーションをもつ⾼校⽣がい

ることも確認された。しかし、Craver が報告した状況と同じく、⾼校⽣の⼤学図書館利⽤

の増加は問題が⽣じる原因にもなっており、閲覧室の混雑時には⾼校⽣が⼤学⽣の数を上

回ったり、スタッフが少ない時でも⾼校⽣に対する⽀援を⾏わざるをえなかったりするこ

とが懸念された。また、⾼校⽣についても、彼らの学術的な⽬的意識が不⾜している点お

よび図書館資料に対する敬意が⽋けている点も懸念された。 

Duhrsen[54]は、1981 年に刊⾏した学位論⽂のなかで、ニューメキシコ州⽴⼤学の図書

館を利⽤する 100 名の⾼校⽣を対象に、学業成績と⼤学図書館利⽤の関係性を調査した。

その結果、⼤学図書館を利⽤する⾼校⽣の⽅が、利⽤しない⾼校⽣よりも GPA が⾼い傾

向にあることが明らかになった。また、⼤学図書館を利⽤する⾼校⽣の属性を分析したと

ころ、成績を重視し⼤学進学を⽬指している⾼校⽣の⽅が、⽬指さない⾼校⽣より⼤学図

書館を多く利⽤する傾向にあることが明らかになった。このように Duhrsen は、⼤学図

書館利⽤の有無を決定する変数として上のような様々な⾼校⽣の属性が関係していること

を明らかにし、Craver の指摘に対応する形になった。 

LeClercq[55]は、1986 年に⾼校の教師と司書にグループインタビューを⾏い、テネシー

⼤学図書館と地域の⾼校の協⼒関係の在り⽅に関して調査した。調査結果によると、半数

以上の教師は、利⽤権が拡張されれば、⾼校⽣は学術図書をより利⽤するようになるだろ

うと考えており、⾼校⽣が研究⽤資料を利⽤できるようになるのであれば、課題を変更す

るであろうと回答した。そして、実際に⾼校⽣が⼤学図書館を利⽤できるプログラムを開

始したところ、1 年間で 13 校 206 名の⾼校⽣が利⽤し、⼈⽂科学、数学、社会科学など

の多分野またがる資料を借りた事例を報告した。 

Mancall[56]は 1978 年に研究論⽂を作成している⾼校⽣を対象に、図書館リソースの利

⽤状況調査を⾏った。個々の⾼校⽣の執筆した論⽂ 270 点の引⽤分析を⾏うとともに、⾼

校⽣と教員へのアンケートと司書へのインタビューも実施した。その結果、⾼校⽣たちは

通常 3 つから 4 つの図書館を使い分け、⽂献の⼊⼿を⾏っていることが明らかになった。

さらに、15%の⾼校⽣は 5 つ以上の図書館を使い分け、そのなかには学校図書館や公共図
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書館のみならず、⼤学図書館も積極的に利⽤していることを報告した。 

Craver[57]⾃⾝も 1988 年にオンライン⽬録のアクセスの有無と⾼校⽣の⼤学図書館利

⽤の関係について調査を⾏っている。ここでは、オンライン⽬録を利⽤していない⾼校⽣

と利⽤している⾼校⽣それぞれの研究課題の成果に対し、引⽤分析を⾏った。その結果、

オンライン⽬録を利⽤する⾼校⽣の⽅が、利⽤しない⾼校⽣よりも⼤学図書館の⽂献引⽤

が多いことが明らかになった。 

以上のように、1980 年代までのアメリカでは、学校図書館のリソース不⾜を補う存在と

して⼤学図書館に着⽬した研究が多く、混雑問題や職員の負荷問題など、現場の実務⾯が

浮き彫りになった時期である。必然的に、これらの問題を抱えてまで⾼⼤連携を実施する

ことの是⾮をめぐり、⾼校⽣の図書館利⽤状況の調査や成果論⽂の引⽤分析や教職員への

インタビューなどの研究が活発化した。 

この後、1990 年代が近づくにつれて情報リテラシーの議論が盛んになっていくが、

Nofsinger[58]はいち早く 1989 年時点での図書館の利⽤・検索スキルに関して⽂献レビュ

ーを⾏った。この中で Nofsinger ⾃⾝もワシントン州の⾼校⽣に提供されている⼤学図書

館の利⽤者教育サービスについて調査結果を報告し、⼤学進学の準備のみならず⽣涯学習

においても図書館利⽤のスキル移⾏は重要であると述べた。 

 

1990 年代以降のアメリカでの動向 

1990 年代に⼊ると、⾼校⽣が⼤学へ進学する際における能⼒やスキルの移⾏に関する議

論が中⼼なっていくが、90 年代直前に、情報リテラシーの研究に着⼿したのが Kuhlthau

である。Kuhlthau [47]は図書館における情報検索プロセスへの認識を、⾼校⽣から⼤学

⽣に⾄るまで⻑期的な調査を⾏った。これらの調査から抽出されたプロセスモデルに基づ

いて、情報リテラシー教育の段階的な枠組みが開発されるようになり、代表的なものに

Eisenberg と Berkowitz による「Big 6」[59]がある。Big 6 は、課題設定から評価まで問

題解決の⼿順を 6 ステップに分けているが、第 2 ステップは情報探索戦略の策定、第 3 ス

テップは情報の所在確認と⼊⼿となっており、図書館の重要性が⽰されている。このよう

な考え⽅が学校現場に普及し、⾼校⽣の図書館利⽤指導の拡充が図られるようになる。

Goodin[60]は⾼校時代から図書館利⽤に関する技術指導を直接受けることで、⾼校⽣も⼤

学初年次レベルの論⽂を書けるようになり、⼤学進学時における図書館での調査スキルの
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移⾏が円滑になると主張した。 

2000 年代に⼊ると、情報リテラシー教育の観点で⾼⼤連携の価値に⾔及する⽂献が多く

なる。特に、ACRL（⽶国⼤学・研究図書館協会）が 2000 年に公表した”Information 

Literacy Competency Standards for Higher Education”[61]は重要で、ここに書かれた指

標をもとに⾼⼤連携の施策を検討する事例が増加する。同年には、AASL（⽶国学校図書

館協会）と ACRL の合同タスクフォースにより”Blueprint for Collaboration”[62]が公開さ

れ、「情報リテラシーのために⼤学図書館と学校図書館は共有する責任がある」と述べ、

学⽣の成果を向上させることを⽬標に、教育の連続体のなかでより良い連携⽅法について

議論すべきであるとした。Carr[63]は AASL が情報リテラシーを学校図書館活動の中⼼に

据えることを提唱した 1998 年の基準”Information Power : Building Partnerships for 

Learning”[64]と ACRL の”Information Literacy Competency Standards for Higher 

Education”を⽐較し、学⽣が⼤学で成功を修められるようにするために、⼤学図書館員は

K-12 の同僚と協働しなければならないと訴えている。さらに、⼤学⽣の定着率と修了率を

⾼めるためには、K-20 の教育全体にわたって情報リテラシー活動を⾏う重要性も唱え、⾼

⼤連携のみならず幼・⼩・中・⾼・⼤にまたがった連携を図書館員に求めている。 

このように、2000 年代からは⼤学図書館による⾼校⽣へのサービスの必要性が浸透して

いくが、現場の実務的な問題は 1980 年代から引き続き発⽣している。そのため、情報リ

テラシー教育および⾼⼤連携の意義と実務⾯とのバランスを評価する論⽂が、現在に⾄る

まで繰り返し発表されており[48] [49] [50] [51]、これらの⽂献で⽰された論点を表 2.1 と

表 2.2 にまとめた。アメリカの⼤学図書館が⾼校⽣にサービスする意義としては、表 2.1

の通り、⾼校教育の変化への対応、⼤学⼊学者の能⼒底上げ、および⼤学の社会貢献やプ

ロモーションという 3 つの観点に⼤別された。実務上の問題としては、表 2.2 の通り、⼤

学図書館内における問題のみならず、⼤学図書館以外の⼤学施設や他の職員との連携とい

った⾯でも課題が浮かび上がっていた。 
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表 2.1 アメリカの⼤学図書館が⾼校⽣にサービスする意義 

（論点まとめ） 

(1) デュアルクレジットプログラム（⾼校と⼤学の⼆重単位プログラム）や、マグネッ

トスクール（学区を超えて学校選択可能な特別カリキュラムの学校）、国際バカロレア

認定校などの増加への対応 

これらの学校のなかには、⾼校⽣でも⼤学レベルの研究を⾏う学校が存在し、学校

図書館では利⽤できない⼤学レベルの資料を利⽤することが求められる場合がある

[65]。学校図書館だけでは研究に耐えうる資料や調査ツールが不⾜しており[66]、⼤

学図書館利⽤のニーズが認められる。国際バカロレアのプログラムをもつ学校であっ

ても、学校図書館は予算削減やスタッフ不⾜の問題に直⾯し、⽀援を必要とすること

もある[49]。 

(2) ⼤学⼊学者の情報リテラシーや研究スキルの低さへの問題解決 

⼤学に⼊学した初年次学⽣が、研究や情報リテラシーのスキルを⾝につけておら

ず、⼤学レベルの学びに取り組むための⼗分な準備ができないまま⼊学していること

が、問題視されている。この問題を改善すべく、⼤規模な図書館に対する⾼校⽣の不

安[67]を軽減し、⾼校⽣がまだ⾼校にいる間に情報リテラシースキルを強化し[65]、

⾼校⽣の⼤学移⾏準備を⽀援する。さらに、⾼校⽣に“⼤学の学びを遂⾏する能⼒が

ある”という強いメッセージを送ることになり、教師が⾼校⽣を信⽤しているという

点でも、⾼校⽣の学修上の⾃信を⾼めることにつながる[68]。 

(3) ⼤学の社会貢献・⾼等教育のプロモーションとしての意義 

学⽣募集に貢献し[69]、社会全般に対して⾼等教育を奨励することに繋がる[68]。

最終的に⾼校⽣が図書館を利⽤した⼤学に⼊学しなかったとしても、地域社会との緊

密な結びつきが醸成される[70]。 
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表 2.2 アメリカにおいて報告されてきた図書館の⾼⼤連携上の実務的問題 

（論点まとめ） 

 ⼤学⽣が使うべき資料が⾼校⽣に占有されてしまう可能性があること 

 教室や駐⾞場といった物理的スペースの不⾜を招くこと 

 ⼤学⽣の集中⼒を阻害するなど、迷惑が⽣じる可能性があること 

 ⼤学⽣に対するサービスが圧迫されること 

 ⾼校⽣は「優秀な研究者」とは限らず、「遠⾜気分」でいる⾼校⽣も多いこと 

 ⾼校⽣による⼤学図書館訪問時に、付き添いの⾼校教員が⼗分に指導を⾏わない場
合があること 

 館内 PC のアカウントを与えると、そのサポートも増えること 

 ⼤学の経営者がこれらの活動を肯定的に評価するとは限らないこと 

 

Burhanna[50]は、このような両⾯を踏まえたうえで、実践事例の⽂献レビューを⾏

い、⾃⾝の実践経験も加えて、⾼校⽣へアウトリーチを⾏う際の必須事項を提唱した。こ

れを表 2.3 に⽰す。Burhanna はこの 5 事項全てに「はい」と答えられる図書館だけが⾼

校⽣向けの積極的なアウトリーチを実施すべきであり、ひとつでも「いいえ」と答える図

書館はアウトリーチをすべきでないとした。Burhanna の 5 事項は⼤学図書館の対応可能

な範囲をこえて⾼⼤連携の要請が強まることを防ぎ、かつ⼤学にとっても意義や価値が⾼

い⾼⼤連携の在り⽅を提唱したことから多くの引⽤がなされている。 

 

表 2.3 ⼤学図書館が⾼校⽣へアウトリーチを⾏う際の必須 5 事項 

(1) ⼤学して公的な義務を有していること 

(2) アウトリーチ活動が⼤学の使命と価値観により⽀持されていること 

(3) ⼗分なリソースが利⽤可能であること 

(4) ターゲットとなる層が明確に決まっていること 

(5) 経営上の⽀援が得られること 

 

Craver によって指摘された定量的な研究の不⾜については 1990 年代以降も引き続き指

摘された。Groves[48]は⼤学図書館による指導がどの程度⾼校⽣の研究に影響しているか

評価しなければ、⼤学図書館の指導は図書館⾒学や遠⾜に過ぎないものになってしまうと
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警鐘を鳴らしている。同様の指摘は Angell ら[49]によっても⾏われている。すなわち、学

校図書館、公共図書館、⼤学図書館にまたがる評価が図書館情報学分野で不⾜しており、

追加の研究が必要であるとし、具体的⼿法として⾼校⽣に対する指導の前後で影響を評価

するテストを⾏うことを提案している。ただし、実際に調査を⾏うには多くの障害がある

と指摘し、Burhanna[50]は障害となる要因を表 2.4 のようにまとめた。ここにあげられた

通り、未成年から成⼈に跨る期間の調査となること、そして⾼校卒業と⼤学⼊学を挟むこ

とで調査参加者の所属や連絡先が変わるため、調査の維持に労⼒を要することなどが、⾼

⼤連携に関する研究を難しくする障壁となっているといえる。 

 

表 2.4 ⾼⼤連携に関する調査の障害となる要因（Burhanna の指摘のまとめ） 

(1) ⾼校⽣の多くは 18 歳未満であるため調査参加には保護者の同意が要ること 

(2) ⼤学進学準備という観点でのプログラムの影響を評価したい場合は、⼤学進学後に

学⽣と再会を試みなければならず、⾃宅の住所を収集する必要があること 

(3) 司書や教師に対して調査を⾏おうとしても、既に学校として⾏う評価の負担が重

く、追加の調査のために時間を割く余裕がないこと 

 

Zoellner[51]はモンタナ⼤学における効果的な高大連携プログラムを構築するために、

⽂献レビュー、アンケート、インタビューを組み合わせた研究を⾏った。ただし、得られ

たデータはあくまでモンタナ州⻄部の状況であり、異なる地域においても調査が必要であ

るとし、地域的条件が変われば適⽤できるモデルも変わるはずであると指摘した。 

以上の通り、アメリカでは 1960 年代から 50 年以上にわたる多数の実践報告と調査・研

究により、図書館の⾼⼤連携に関する議論は多⾓的な観点から成果を得た。1960 年代から

80 年代は空間や資料の提供といった物理的リソースの開放が主眼であったものが、1990

年以降は情報リテラシー教育の観点での接続性が重視され、⾼校⽣への直接的な指導に主

眼が移っていったことは特徴的な変化といえる。 

 

2.2 ⽇本おける図書館の⾼⼤連携の動向 
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1990 年代〜2000 年代の⽇本での連携事例の動向 

⽇本において、図書館の⾼⼤連携に関する⽂献は 1990 年代まで⾒られない。⾼校と⼤

学に跨った研究として早期に登場したのは⼩川による調査で、1990 年代後半にかけて⼤学

⽣にアンケートを⾏ったものである[71] [72] [73]。⼩川は⾼校時代と⼤学時代の図書館利

⽤状況の差や使途・様態の相違点を明らかにしようとしたが、主眼は⼤学⽣の図書館利⽤

増加を志向したものであり、⾼校⽣の能⼒向上を図るところまでは視野に⼊っていない。 

⾼校と⼤学の接続と連携について⾔及され始めるのは、2000 年代に⼊ってからである。

例えば、三重県津市は 2004 年度から 3 年間、⽂部科学省より委嘱を受けて「学校図書館

資源共有ネットワーク推進事業」を実施した。この事業は津市教育委員会の要請のもと、

三重⼤学附属図書館が社会・地域連携の⼀環として、学校図書館、公共図書館、⼤学図書

館が連携して学校図書館の向上を図った試みである。この事業に携わった中井ら[37]は、

学校図書館は運営に不可⽋な専⾨知識やスキルが不⾜しがちであることから、⼤学図書館

職員の参加が有効であると述べている。津市の事例は⼤学図書館による学校図書館の運⽤

⾯のサポートが中⼼であり、委員会等での専⾨的アドバイスや学校図書館関係者に対する

講習会開催が主な実施内容であった。ところが、実際は⼤学図書館の職員が学校図書館の

活動を⾒学し、意⾒交換を⾏いながらも、⼤学図書館として⽀援できることは少なかった

ことも報告されており、連携の難しさが浮き彫りになった。 

2008 年には中⼾川[38]が相模⼥⼦⼤学附属学校での学校図書館と⼤学図書館の連携施策

の検討過程を報告している。ここでは、学校図書館と⼤学図書館の連携事例を次の 5 類型

に分類した。 

① 児童図書室の設置（⼤学図書館内へ⽣徒・児童が利⽤できるスペースの新設） 

② ⼈的⽀援（学校図書館の司書・司書教諭を対象としたレクチャー等） 

③ 資料貸出（⼤学図書館の所蔵資料を⼀時的に学校図書館へ⼀括貸出して補充） 

④ 相互利⽤（⼤学図書館を⾼校⽣が利⽤もしくは⼤学⽣が学校図書館を利⽤） 

⑤ 授業利⽤（授業のクラス単位で⼤学図書館を利⽤） 

中⼾川はまず考えられるのは①の型としつつ、将来的には④の型へ移⾏したいと述べて

おり、⾼校⽣が複数の館種を使い分ける環境作りは将来的課題と位置づけている。また、

インタビュー調査から学校図書館と⼤学図書館の連携において重要なことを以下の 4 点に

まとめた。 
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①⼤学図書館からアクションを起こすこと 

②上司をうまく説得すること 

③学校図書館を利⽤する教員の意識の向上 

④学校図書館司書のアピール 

このように 2000 年代は、学校図書館連携の事例報告のなかに⼤学図書館が出現し始め

た時期である。しかし、ほとんどの事例報告は公共図書館との連携であり、⼤学図書館へ

の⾔及は少ない。 

 

2010 年代以降の⽇本での連携事例の動向 

2010 年代に⼊ると、⼤学図書館との連携に関する⽂献が増加する。2011 年に岩崎[74]

は、学校図書館と⼤学図書館との連携について、所蔵資料の種類がかなり異なるためまだ

珍しいが、⼤学の地域貢献が求められる時代の中で、同じ教育機関の図書館として連携可

能性を探っていくこともできるだろうと述べた。 

2014 年と 2015 年には、桑⽥と坪井がそれぞれ、中学⽣の職業体験を受け⼊れた⼤学図

書館の事例を相次いで発表した[75] [76]。これらはいずれも⼤学の社会貢献や広報、およ

びキャリア形成の視点から考察を⾏っている。澁⽥[77]は⼤学のオープンキャンパス時に

⼤学図書館を開放し、⾼校⽣へ⾒学の機会を設けたり、イベントを実施する⼤学が多くあ

ることを報告した。イベントを通して⼤学図書館が受験⽣の実態を認識することは、⼊学

前教育や初年次教育の向上にもつながるとし、将来的な教育的価値にも期待を⽰した。 

イベントのような特別な機会ではなく、⽇常的な勉強場所として⾼校⽣へ開放する事例

についても報告がある。⽔溜[78]は、少⼦化社会において⼊学者数を確保するための策と

して、⾼校⽣のために⾃習室として⼤学図書館を開放した事例を報告している。その結

果、毎年 1,000〜2,000 ⼈以上の⾼校⽣から途切れることなく利⽤され、⼊学者確保の⼀

助になったと述べている。ただし、⼤学⽣の集中⼒維持や座席不⾜への懸念、および⾼校

⽣の利⽤マナーや騒⾳問題が発⽣したことも報告している。 

それまでにない新しい試みとして⼤学⼊試に図書館の利⽤を取り⼊れる事例が 2016 年

に発表された。お茶の⽔⼥⼦⼤学は、「新フンボルト⼊試」という新たな AO ⼊試の⼀環

として、「図書館⼊試」という⽂系受験者を対象にした⼊試を開始した[79]。図書館⼊試で

は、⼀次選考で⼤学の授業や情報検索演習を体験し、⼆次選考で⼤学図書館を会場に⽂献
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や資料を駆使してレポート執筆およびグループ討論・⾯接を⾏った。⼆次選考時に利⽤で

きる資料は所蔵図書だけでなく、オンラインデータベースや電⼦ジャーナルも含まれてお

り、⼤学での学びの疑似体験を通して、論理⼒や課題探究⼒、独創性などを評価する。お

茶の⽔⼥⼦⼤学はかねてより附属⾼校の⽣徒が⼤学図書館の資料を借りられたり、学習ス

ペースとして利⽤できるなど連携を⾏っており[80]、図書館における⾼⼤連携と⾼⼤接続

の双⽅が実現された希少な事例として注⽬を集めた。 

お茶の⽔⼥⼦⼤学の新⼊試実施と同時期に、国⽴⼤学附属学校を中⼼に、探究活動⽀援

を主眼とした図書館⾼⼤連携の事例が相次いで報告され始める。2017 年に佐藤[81]は、東

京⼤学の附属中等教育学校で実施された図書館の⾼⼤連携について報告した。同校では 5

〜6 年⽣（⾼校 2〜3 年⽣に相当）に対し卒業研究が課されており、⾼校⽣⾃⾝がテーマを

設定して調査・研究を⾏ったうえで、１万字以上の成果論⽂の執筆を⾏う。この卒業研究

の⽀援のために、教育学部図書室を通じて⼤学内の他の分館や他⼤学からの資料取り寄せ

を⾏ったり、資料貸出を⾏ったりしたほか、附属学校教員への⽀援も実施された。佐藤は

これらの実践を踏まえ、⼤学図書館から学校図書館への⼀⽅的な⽀援にならないよう、学

校図書館から⼤学図書館への⽀援を提案している。例えば、⼤学の教育実習⽣が学校図書

館を活⽤した授業をすることを⽀援したり、⼤学が「学校司書のモデルカリキュラム」を

開講する場合、附属学校司書が講師を務めたりすることなどである。 

2019 年には加藤[39]が、筑波⼤学附属図書館と同⼤学附属学校の間で⾏われた⾼⼤連携

事例を報告している。同⼤学の附属学校は SSH や SGH に指定されており、これらの過程

で⾏われる探究学習を⽀えるべく、「筑波⼤学附属図書館⾼⼤連携サービスパッケージ」

が確⽴された。このパッケージは、①図書館資料貸出サービス、②レファレンスサービ

ス、③⽂献複写サービスの３点から構成されている。 

筑波⼤学附属学校のうち、国際バカロレア認定校となっている附属坂⼾⾼校では、認定

校申請の際、⼤学図書館との連携により学校図書館の整備を⾏う構想を⽴てた。なお、国

際バカロレア認定校申請には、学校図書館の整備条件[82]として、複数⾔語の資料を利⽤

可能であることなっており、オンラインデータベースや電⼦ジャーナル、マルチメディア

資源の整備も求められる。国際バカロレアのディプロマプログラムは⼤学進学への接続性

を重視するため、学校図書館は⼤学図書館への準備段階の施設として位置づけられる

[83]。しかしながら、このような⾼⼤接続を前提としたカリキュラムは⽇本の学校教育に

は不⾜しており[84]、学校図書館の基準でも重視されてこなかったため、⽇本では学校図
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書館単独で対応することの難しさが指摘されている[85]。さらに、附属駒場⾼校では、学

校図書館と⼤学図書館にまたがって同校の⾼校⽣が利⽤可能な⽂献を統合検索できる「筑

駒検索システム」を開発した[86]。このシステムは図書館の蔵書検索のみならず、同校が

契約するオンラインデータベース「Japan Knowledge Lib」、および論⽂データベース

「CiNii」や図書館横断検索サービス「カーリル」も検索対象となっている。⼀般的に、学

校図書館システムは⼤学図書館システムよりはるかに予算が少なく、簡易的とはいえ、デ

ィスカバリーサービスともいえる⾼度な機能を学校図書館で実現したことは先駆的な事例

として評価できる。 

 

全国的な動向調査や包括的な分析研究のはじまり 

ここまでの⽂献は、個別の実践事例に基づく結果報告であるが、2010 年代後半には、複

数の事例にまたがる考察や全国的な動向調査も実施されるようになる。2015 年に今井は

「学校図書館の先へ続く⼤学図書館」[87]という論考を発表した。ここでは、ラーニン

グ・コモンズや学⽣協働といった空間的・機能的な共通性の考察が⾏われ、2011 年に岩崎

[74]が⽰した資料中⼼の考察より連携可能性の視点が拡張されている。 

2017 年に榎本[40]は全国の⼤学図書館における情報リテラシー教育の⾼⼤連携実態を明

らかにすべく、全国 500 ⼤学を対象として質問紙による標本調査を実施した。調査の結

果、⼤学図書館が参画している⾼⼤連携施策は、多くの⼤学がオープンキャンパス時の開

放にとどまっていることが明らかになった。また、来館した⾼校⽣に対する⼤学図書館サ

ービスの提供状況としては、84.4%が⾒学は許可しているものの、閲覧や貸出サービスの

提供を⾏っているのは 41.8%にとどまり、電⼦ジャーナルやデータベースの利⽤権を提供

している⼤学は 8.1%に限られるという結果になっている。さらにサービス提供以前の問題

として、86.8％の⼤学は⾼校関係者との意⾒交換会等の情報共有を⾏っていないと回答し

ており、⼤学図書館と学校図書館がお互いにどのような⽔準を求めているのか分からない

まま情報リテラシー教育を実施していると問題を提起した。榎本はさらに修⼠論⽂で詳細

な調査を実施し、情報リテラシー教育を実施していない理由も調査した[41]。その結果、

「附属⾼校・系列学校がない」（31.3%）、「⾼校⽣はサービス対象に含まれていない」

（30.3%）、「職員が忙しく、⼈⼿不⾜」（26.0%）、「実施する必要がない」（14.1%）が主た

る理由であることが明らかになった。 
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2020 年には、蒲⽣ら[42]により名古屋経済⼤学図書館と地域の⾼校の連携事例が報告さ

れている。この論⽂では、⽇本国内の多数の図書館⾼⼤連携事例をレビューし、⾼⼤連携

における⼤学図書館の役割を包括的に考察している。その結果、⽇本国内でもすでに多様

な取り組みが⾏われており、具体的な連携の様態はそれぞれ異なっているが、共通する要

素として、⼤学図書館が実施してきた情報リテラシー教育が⼤きな役割を果たしているの

ではないかと総括している。そのうえで、⾼⼤連携において⼤学図書館の役割を⽰すため

には、⾼校が⾼⼤連携に何を求めているのかを理解することであるとも述べ、連絡協議会

等の設置を通して図書館職員間のつながりを⾼めることを主張している。 

これらの課題に関連した研究として、⼩野ら[43]が⾏った⾼校⽣の図書館利⽤⾏動に関

する実態調査がある。この調査は、学校図書館、公共図書館、⼤学図書館の 3 つの利⽤権

をもつ⾼校⽣にフォーカス・グループ・インタビューを⾏い、⾼校⽣が複数館種を使い分

ける際の基準を分析している。調査の結果、多くの⾼校⽣は館種ごとの資料特性の違いを

適切に認識できていないことが明らかになった。⼤学図書館の資料は専⾨性の⾼いものが

多いことは当然認識しているはずであるにも関わらず、学校図書館・公共図書館と同レベ

ルの感覚で資料を探索し、失望感を抱いた経験をもつ⾼校⽣が多いことがわかった。ただ

し、施設に対する認識は別で、図書館は「飲⾷禁⽌で静かに読書する場」という固定観念

があったが、ドリンクを飲みながら会話をしつつグループ学習ができるラーニング・コモ

ンズに対しては、学校図書館や公共図書館にはないサービスとして認識していることが明

らかになった。 

⼩野らはさらに、この調査の発話記録に対しテキスト分析を⾏い、発話傾向の評価を⾏

っている[44]。結果として、⽇常的な学習に関する発話では、館種間に有意な差は認めら

れなかったが、⾃習や個⼈的な研究に関する発話では、⼤学図書館に関する発話の割合が

他の館種に対する発話の割合よりも有意に⾼い結果であった。また、⾼校⽣の多くは公共

図書館に安⼼感を抱いており、学校図書館よりも⾼い割合で公共図書館の資料やサービス

に関する発話が確認された。このように、学習の内容により館種を使い分けていることが

明らかになっている。⼩野らの研究は、⾼⼤連携による⼤学図書館の利⽤可能性を⽰唆す

るものであるが、単⼀の学校の⽣徒に対する質的調査に留まっている。 

 以上のように、アメリカには遅れを取っているものの、⽇本においても図書館の⾼⼤連

携に関する議論が活性化の流れを辿っている。初期は資料不⾜の補完や学校図書館員の⽀

援といった実務的な⾯が議論の中⼼であったが、次第にオープンキャンパス等での広報や
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社会貢献⾯への注⽬が⾼まり、探究学習の⽀援や情報リテラシー教育としての意義へ論点

が遷移している様は、アメリカが辿ってきた経緯と近いものがある。その反⾯、アメリカ

とは異なり、探究学習⽀援や情報リテラシー教育としての意義は認めつつも、⼤学図書館

職員が具体的な指導を⾏ったり、具体的なカリキュラムを構築したりといった事例は少な

い。 

 

2.3 ⽇本における情報リテラシー教育の⾼⼤連携に関する動向 

⽇本の情報リテラシー教育の議論は、図書館分野のみならず情報技術分野でも盛んに⾏

われているため、⾼⼤連携の議論を追う場合は両⽅の動向をみる必要がある。そこで本節

では、図書館分野（特に⼤学図書館分野）および情報技術分野の両⾯から⽇本の情報リテ

ラシー教育の議論の流れを概観する。 

1996 年に学術審議会より公表された「⼤学図書館における電⼦図書館的機能の充実・強

化について（建議）」[88]では、「学⽣向けの利⽤者教育は，情報リテラシー教育の⼀環と

して，⼤学図書館の協⼒の下に，全学的に取り組むことができるよう，教育体制の整備が

必要である」と明記され、図書館の利⽤者教育は情報リテラシー教育の⼀環であると位置

づけられた。2010 年の「⼤学図書館の整備について（審議のまとめ）−変⾰する⼤学にあ

って求められる⼤学図書館像−」[89]においては、「⼤学図書館は、（中略）利⽤者の情報

リテラシー能⼒の向上にはより積極的に関与していくことが望まれる」「情報リテラシー

教育は、⼤学図書館が主体となって取り組むことが求められている」と⾔及されており、

⼤学図書館が情報リテラシー教育に直接関与することが求められている。「学術情報基盤

実態調査」[90]においても、2005 年度から情報リテラシー教育の実施状況に関する調査項

⽬が取り⼊れられた。このように社会的要請が⾼まるなか、国⽴⼤学図書館協会は「⾼等

教育のための情報リテラシー基準」[91]を策定した。 

なお、情報リテラシー教育に関して議論する場合、概念の違いを常に意識しなければな

らない。⼤学図書館分野は「情報リテラシー」という概念を情報の活⽤能⼒と捉え、「ICT

スキル」や「コンピュータリテラシー」といった概念は前提として含むものの、それらと

は区別して議論している。『図書館情報学⽤語辞典』でも、「さまざまな種類の情報源の中

から必要な情報にアクセスし，アクセスした情報を正しく評価し，活⽤する能⼒」[92]と
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定義され、 情報へのアクセス・情報の評価・情報の活⽤に関する 3 つの能⼒が含まれる

とされている。このことから、⼤学図書館分野で扱われる情報リテラシー教育は、紙媒体

の⽂献収集やレポート執筆法といった内容も含み、「学術情報リテラシー」や「アカデミ

ックスキル」といった⽂脈に重きが置かれる場合が多い。 

⼀⽅、情報技術分野においては「⼀般情報教育」という名のもとに、コンピュータ技術

を教育する⽂脈で議論されてきた。⼀般情報教育とは、学部・学科を特定せずに全学部⽣

を対象に⾏われる、⼤学の基礎的な情報教育の総称である。1991 年の⼤学設置基準⼤綱化

に伴い、教養教育が再編されるなかで、情報化社会の進展にあわせ情報教育の導⼊が進ん

だ。当初は「⼀般情報処理教育」という⾔葉で定着し、メインフレームを⽤いたプログラ

ミング教育が主流であったが、コンピュータの⼩型化と個⼈への普及に伴い、「処理」と

いう語を外した「⼀般情報教育」という名称へ変容していった[93]。 

情報処理学会では、1990 年代から情報教育に関する議論を⾏っており、当初は情報専⾨

学科のカリキュラム標準として「情報専⾨学科カリキュラム標準 J90，J97」が公開され

た。2001 年には「⼀般情報処理教育委員会」が設置され、2007 年には「⼀般情報教育委

員会」に改称された。そして、J97 の後継として J07 を策定する際に追加されたのが「⼀

般情報教育（GE）」[94]の領域である。J97 が「コンピュータサイエンス」「情報システ

ム」「ソフトウェアエンジニアリング」「コンピュータエンジニアリング」「情報技術」の 5

領域から構成され、アメリカの IEEE および ACM が策定する基準と整合する形で理⼯系

学部での実施を想定していたのに対し、J07 の⼀般情報教育(J07-GE)は⽇本の⼤学の全学

部で実施されることを想定されている。J07-GE における⼀般情報教育の教育⽬標は「将

来，⾼度情報社会において中核となる⼤学⽣に対して，情報およびコンピュータに関する

基礎理論や概念および応⽤知識を理解させるとともに，それらを⾃由⾃在に活⽤できる能

⼒を⾝に着けさせること」[94](p.771)とされ、「情報のディジタル化」「コンピューティン

グの要素と機構」「アルゴリズムとプログラミング」「データモデリングと操作」「情報と

コミュニケーション」「情報ネットワーク」「情報システム」「情報倫理とセキュリティ」

の 8 エリアと、「科⽬ガイダンス」と「コンピュータリテラシー補講」を合わせた 10 エリ

アが設定された。このうち、「コンピュータリテラシー補講」は、⾼校までの情報教育で

習得できなかった内容を選択的に履修できる形態が想定されており、原則的には⾼校段階

までで既習すべき内容と捉えられている。 

⾼校までの情報教育に関して⼤きな転換点といえるのが、1999 年告⽰の学習指導要領で
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普通教科（現在は共通教科）に新設された「情報」である。この際、情報教育の⽬標とし

て「情報活⽤能⼒」の育成が掲げられ、「情報活⽤の実践⼒」「情報の科学的な理解」「情

報社会に参画する態度」という 3 要素が観点として⽰された。「情報」は⼤学新⼊⽣の情

報活⽤能⼒の底上げにつながることが期待されたが、実際には学校により教育内容やレベ

ルが異なり、未履修問題も発覚するなどして、学⽣間でバラつきが⽣じている[95]。その

結果、J07-GE において「コンピュータリテラシー補講」に相当する内容は、改めて⼤学

でも教えなおされる状態となった。 

ここまでで⽰したとおり、情報技術分野の関連⽂献においては、「情報リテラシー」と

いう単語はほぼ出現しない。⼀般情報教育においては「コンピュータリテラシー」、「計算

機リテラシー」、「情報活⽤能⼒」といった⽤語が採⽤されており、⼤学図書館分野が議論

してきた情報リテラシー教育の背景を前提としていない。情報技術分野では、専⾨情報教

育への⼊⾨やコンピュータサイエンスの⼀般化に重きが置かれており、⼤学図書館分野の

情報リテラシー教育とは視座が異なる。国際的にみても、アメリカの⾮営利団体 ATC21S

（Assessment and Teaching of 21st Century Skills Project）により、今後の社会で活動

するために必要な能⼒として提唱された「21 世紀型スキル」では、「情報リテラシー」と

「ICT リテラシー」は区別されている。 

このように、概念的には情報リテラシーと ICT リテラシーは別だが、⼤学の教育現場で

は混同して⽤いられることが多い。典型的には、⼤学初年次に PC スキルを教える基礎科

⽬のことを「情報リテラシー」と名称で科⽬が開設されている⼤学が⽐較的多いことであ

る。 

⽇本の公的⽂書における「情報リテラシー」という単語の初出は、1986 年の「臨時教育

審議会経過概要」であったが、その後の答申では「情報活⽤能⼒」という単語に置き換え

られたことが記録されている[96]。情報活⽤能⼒という単語⾃体は、ICT スキルのみに依

拠しない広義の概念として提⾔されてきたが、⾼校の教科「情報」として実体化された

際、ICT スキルの指導に多くの時間が割かれてしまった。その結果、情報活⽤能⼒＝ICT

スキルという印象が根付き、⾼校の情報教育の延⻑線上として位置づけられる⼤学の⼀般

情報教育においても、ICT スキルの到達状況に関⼼が⾼まった。これにより、⼀般情報教

育の領域においては、「情報リテラシー＝情報活⽤能⼒＝ICT スキル」となり、情報リテ

ラシーと ICT スキルを同義で扱う⽂献が増えていった。例えば、2008 年の「学⼠課程教

育の構築に向けて（答申）」[97]では、各専攻分野を通じて培う学⼠⼒として、「汎⽤的技
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能」のなかに「情報リテラシー」があげられているが、「情報通信技術（ICT）を⽤いて，

多様な情報を収集・分析して適正に判断し、モラルに則って効果的に活⽤することができ

る」となっている。これは情報リテラシーという語を⽤いているが、あくまで ICT に限定

して捉えられているのは明らかであり、⼤学図書館分野の定義とは異なることが指摘され

ている[98]。 

私⽴⼤学図書館協会では、「情報リテラシー教育研究分科会」が設置され、初 年次教育

における情報リテラシー教育の講習モデルの作成が試みられた[99]。同様に、私⽴⼤学情

報教育協会からは、2012 年に「⼤学教育への提⾔ −未知の時代を切り拓く教育と ICT 活

⽤―」[100]が公表された。両者とも情報リテラシー教育という共通の⽬標に対して、⼤学

図書館および⼀般情報教育の双⽅がアプローチしているが、具体的内容は異なっている。 

実際に⼤学で情報リテラシー教育を実施している主体組織の割合をみると、「平成 28 年

度学術情報基盤実態調査」[101]では、図書館が実施している割合は 17.4%と低く、学部・

研究科もしくは情報処理関連施設が実施している割合が⾼い結果となっている。実施内容

においても同様で、情報検索技術はその他の項⽬（学内 LAN、学内システムやアプリケー

ションソフトウェア、情報セキュリティ、倫理・マナーに関する項⽬）よりも実施率が著

しく低い。私⽴⼤学情報教育協会が実施した情報リテラシー教育の実践状況の調査報告

[102]においても、情報リテラシー教育の到達⽬標として「情報の信頼性を選別・識別する

知識と技能を習得させる」を実践している⼤学は 43%に留まっており、「ソフトを使って

⽂章表現・統計計算ができるようにする」（89%）、「情報社会の光と影を理解させ，安全を

維持するためのセキュリティ知識・技能を⾝につけさせる」（74%）といった⽬標が⾼い割

合で実践されてきた実態が報告されている。 

以上の通り、⽇本の情報リテラシー教育の議論は、図書館分野と情報技術分野で独⽴し

て⾏われ、経緯の異なる 2 つの視点が交錯してきた経緯があり、分野を超えた⼗分な連帯

が図られていない。また、同じ情報技術分野のなかでも、初等・中等教育と⾼等教育の間

でカリキュラムを綿密に接続する議論には⾄っておらず、いずれの分野においても⾼⼤連

携の議論は不⼗分である。 

 

 

2.4 本研究の位置づけ 
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以上の関連研究レビューを総括すると、⽇本においても図書館の⾼⼤連携事例は多数あ

り、それらの蓄積をふまえ包括的な考察や広域的な研究も始まりつつあるが、効果的な⾼

⼤連携施策を設計し全国の⾼校へ波及させるためには、以下の 2 点の課題があると考えら

れる。 

まず、1 つ⽬の課題は、図書館の⾼⼤連携を⾏う意義や効果を説明するための、⼗分な

調査や分析が⾏われていないという点である。特に、⾼校⽣による直接的な⼤学図書館利

⽤が可能な⾼⼤連携形態の場合、⾼校⽣の利⽤状況や意識、利⽤後への影響など、⾼校⽣

を主軸においた実態や効果を分析する調査が本来は必要である。しかし、⽇本で蓄積され

ている多くの事例報告は、図書館側の視点で実施経緯や運営ノウハウを記述しているもの

が多数であり、実施結果として⾼校⽣にどのような学習実態が⽣じたか、およびどのよう

な影響がもたらされたかという視点での報告は少ない。図書館の⾼⼤連携施策の波及性お

よび持続可能性を⾼めるためのエビデンスが不⾜している状態といえる。このような視点

の研究は、本章で⽰した通りアメリカでは複数実施されている。しかし、⽇本とアメリカ

では社会的背景が全く異なっており、Zoellner[51]の指摘した通り、⽇本の⾼校⽣の状況

に適応する新たな調査が必要である。 

次に、2 つ⽬の課題は、図書館の⾼⼤連携の⽬的を、情報リテラシー教育の接続という

より広い視点で捉えた場合、図書館以外の領域との連帯が必要だが、その教育体制が成⽴

していないという点である。情報リテラシー教育を標榜するプログラムが同じ教育機関内

で独⽴並⾏して複数⾏われている場合、その内容を⼗分に調整しなければ、効果的な接続

を図ることは難しい。ひいては、内容の重複や学習順序の相違などにより、むしろ⽣徒・

学⽣の段階的理解に⽀障をきたす結果となりかねない。よって、図書館だけでプログラム

を構築することなく、領域を超えた議論を経て、⽣徒・学⽣にとって⼀貫性のある教育プ

ログラムの構築が求められる。 

これらのうち、2 つ⽬の課題については、学問分野を超えた⼈的な連携体制の構築が望

まれ、本博⼠論⽂として学術的な視点から解決策を提⽰することが難しい。そこで、本博

⼠論⽂での研究は、このうち 1 つ⽬の課題へ貢献することを⽬指す。 
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第3章   

⾼校⽣を対象とした学習情報資源利⽤に関するオン

ラインアンケート 

 

3.1 本調査の背景 

本章では、1.6 節で⽰した研究課題[RQ-1]（⾼校⽣は、どのように学習情報資源を利⽤

しているのか）を検討するために、探究学習経験の有無や所属学校の⾼⼤連携の実施有無

を問わず、⽇本全体の⾼校⽣における⼀般的な傾向を明らかにする。⼿法としては、特定

の都道府県や所属学校・学年に偏らない広範なデータを得るために、オンラインアンケー

トを⽤いた。 

ただし、本調査は 2020 年 9 ⽉時点の新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡⼤期に

おいて、全国的に図書館利⽤制限が⽣じている状況下での実施となったため、調査時点で

の利⽤実態を把握しても、⽇常時における⾼校⽣の⾏動が正確に反映されないことが予期

された。そこで、「制限を受けて不便と感じたこと」という質問形式をとることで、新型

コロナウイルス感染拡⼤前の⽇常的な利⽤実態を解明するという⽅法をとった。このよう

な調査⽅法の特性上、前提となる 2020 年時点での社会情勢および図書館分野の背景につ

いて最初に記述する。 

2020 年 4 ⽉頃より、新型コロナウイルスの感染拡⼤に伴い、多くの図書館が臨時休館

やサービスの制限等の措置を余儀なくされた。2020 年 4 ⽉ 7 ⽇より、東京都をはじめと

する 7 つの都府県に緊急事態宣⾔が発出され、4 ⽉ 16 ⽇には全国へ対象が拡⼤された。図

書館や博物館等の被災・救援情報を発信する有志のプロジェクト「saveMLAK」の調査に

よれば、全国的に緊急事態宣⾔が発せられていた 2020 年 5 ⽉ 6 ⽇の時点で、全国の公共

図書館のうち 92%が休館となっていた[103]。学校においても、全国の⼩学校・中学校・

⾼校と特別⽀援学校について 2020 年 3 ⽉ 2 ⽇から休校とするよう内閣総理⼤⾂から要請
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が出され、実際に多くの地⽅⾃治体で休校の措置がとられた。2020 年 5 ⽉ 11 ⽇時点で、

全国の学校のうち 86%が休校となっており[104]、これらの学校では必然的に学校図書館

も利⽤できない状態となっていたことが予測される。 

このような状況の中で、どのように感染予防策をとって開館するかといったノウハウ

や、代替となるオンラインサービスの提供⽅法などが、図書館分野全体として議論され、

国際図書館連盟（IFLA）[105]や⽇本図書館協会[106]などが声明を発表している。これら

を参考に、公共図書館は休館中でも代替サービスの開始を試みた。学校図書館の領域にお

いても、全国学校図書館協議会が「新型コロナウイルス感染症拡⼤防⽌対策下における学

校図書館の活動ガイドライン」[107]を公表したほか、⽂部科学省により「休館中の図書

館、学校休業中の学校図書館における取組事例について」[108]が周知されている。 

学校図書館現場からの実践報告の情報共有も積極的に⾏われ、⻘⼭学院⼤学の庭井はオ

ンラインアンケートにより各学校図書館の取り組み事例を収集し、Web サイト上で公開す

る試み[109]を⾏っている。また、現場の司書教諭・学校司書らによる報告記事も各媒体に

掲載され始めており、特に ICT を活⽤した遠隔サービスやオンライン授業への対応につい

て複数の報告がなされている[110] [111] [112]。このように、緊急事態宣⾔発令から約半年

間以上が経過する中で、新型コロナウイルス対策下における学校図書館運営の知⾒が、⼀

定程度蓄積されつつある。 

なお、利⽤者視点での調査報告も、少ないながらいくつかある。例えば、⼈⽂・社会科

学系分野を専攻する有志により組織された「図書館休館対策プロジェクト」[113]は「図書

館休館による研究への影響についての緊急アンケート」を実施し、発起⼈の前⽥により集

計結果が公表された[114] [115]。この結果によると、調査対象者の 9 割以上が図書館の休

館により何らか研究への影響があったことを訴えており、特に 58.7％の者が「卒業論⽂・

修⼠論⽂・博⼠論⽂等に必要な⽂献の収集ができない」と回答しており、⽂献の利⽤制限

が学位取得のための研究活動に顕著な影響を与えていたことが⽰されている。前⽥らはこ

の結果をもとに、各種オンラインデータベースや電⼦ジャーナルの館外アクセス、および

⾮来館型の貸出サービス・複写サービスの拡充を提⾔しており、利⽤者の視点から図書館

の代替サービス向上へ強い要請があることを⽰している。しかしながら、「図書館休館対

策プロジェクト」における調査は、プロジェクト協⼒者の有志によるスノーボールサンプ

リング⽅式で⾏われたことから、⼈⽂・社会科学分野を専攻する⼤学⽣・⼤学院⽣・⼤学

教員など⼤学図書館の利⽤者層が中⼼的な回答者となっている。よって、学校図書館や公
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共図書館を中⼼的に利⽤するであろう⾼校⽣以下の⽣徒・児童は、調査対象に含まれてい

ない。 

新型コロナウイルス対策に伴う⾼校⽣以下への影響という広い観点では、地⽅⾃治体や

⺠間事業者が数多くの調査を実施しており、その中の⼀部として図書館に関する質問事項

が取り上げられている場合がある。例えば、公益社団法⼈セーブ・ザ・チルドレン・ジャ

パンが実施した「緊急⼦どもアンケート」の報告書[116]においては、「困っていること・

⼼配なこと・気になっていること」の質問項⽬に対する⾃由記述回答として、図書館の利

⽤制限に関する⼩学⽣・⾼校⽣の記述が複数掲載されている。また、NPO 法⼈沖縄県学

童・保育⽀援センターの実施した⼦ども向けアンケート[117]においては、「新型コロナウ

イルスで学校が休みのあいだ、勉強でこまっていることはありますか」という質問項⽬の

中に、「おうち以外で勉強できるところ（塾や図書館など）が閉まっている」という選択

肢があり、回答者（⼩・中・⾼校⽣）のうち 18.3%が選択している。この選択肢の回答者

の内訳をみると、⼩学⽣ 13.5%・中学⽣ 20.0%・⾼校⽣ 22.5%となっており、特に⾼校⽣

が最も⾼い不安を感じていることが分かる。このように、新型コロナウイルス対策に伴う

図書館の利⽤制限は、⾼校⽣に対しても何らかの影響を及ぼしていると推定される。しか

し、これらの調査は多数の選択肢の中の 1 つとして図書館が塾などの学習環境と同列に列

記されており、資料や空間などの図書館機能が包括的に扱われてしまっているため、図書

館固有の観点での評価が難しい。 

 

 

3.2 本調査の⽬的 

上記の通り、新型コロナウイルスに伴う図書館の利⽤制限は、⾼校⽣以下の⽣徒・児童

にも影響を与えている。したがって、このような状況下で⾼校⽣が困難を感じているサー

ビス・機能ほど、⾼校⽣の⽇常的な学習においても⾼いニーズがあると推定される。しか

しながら、具体的に図書館のどのようなサービスや機能が不⾜し困ったのかといった、詳

細な分析まで⾄った調査は⾏われていない。 

そこで本調査では、全国の⾼校⽣に対してアンケートを⾏い、図書館の臨時休館・利⽤

制限が⾼校⽣にどのような影響を与えたか、その実態を把握する。そして、この調査を通

し、⾼校⽣の学習情報資源の利⽤状況、およびその⼀部を提供する図書館の位置づけを明
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らかにすることを⽬的とする。さらに、それに付随して新型コロナウイルス感染拡⼤以前

の図書館利⽤状況も聞くことで、全国の⼀般的な⾼校⽣における学習情報資源として、⼤

学図書館の提供する資料は利⽤されているのかどうか、実態を把握する。 

 

3.3 本調査の⼿法 

調査の概要 

本調査は、全国の⾼校⽣に対して調査を実施できるよう、オンラインアンケートの形態

により実施した。具体的には、インターネット上でアンケートの配布・回収を⾏えるプラ

ットフォームを提供するリサーチ会社を⽤い、以下の通り実施した。 

 

調査プラットフォーム 

LINE 株式会社の提供する「LINE リサーチ ライトコース」[118]を利⽤し、調査を⾏

った。このサービスは、アンケート画⾯の作成から配布・回収までを調査者⾃⾝がインタ

ーネット上で実施可能な、セルフ型アンケートツールである。本プラットフォームは、若

年層の多くが利⽤しているメッセージングアプリ LINE 上の⼀機能としてアンケートが配

信されることが特徴であり、他社のプラットフォームが苦⼿とする未成年者からの回答を

収集しやすいという強みがあるため、本研究に適していると判断した。 

 

調査対象・調査期間 

上記プラットフォームにおける調査配信対象者は、回答者として登録しているモニター

であり、2020 年 7 ⽉時点で総数約 529 万⼈となっている。このモニターの中から、本プ

ラットフォームの⼀機能である「ターゲットオプション」の機能を⽤い、「⽇本国内に在

住する 19 歳以下の⾼校⽣・⾼専⽣」として抽出されたモニターリストを対象に、アンケ

ートを配布した。なお、本プラットフォームのライトコースでは、仕様上スクリーニング

調査が実施できないため、実施前に⾼校⽣と⾼専⽣を選別することができない。よって、

回答回収後に⾼校⽣の回答のみを抽出する操作を⾏っている。 

回収⽬標数として「400 サンプル」を設定し、男性・⼥性の回答⽐率が同数となるよう
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設定した。調査期間は 2020 年 9 ⽉ 11 ⽇ 17 時から最⻑ 3 ⽇間とし、400 件の回答が回収

され次第アンケートを終了する形とした。 

 

調査内容と回答⼿段 

本プラットフォームのシステム上で、アンケート項⽬を調査者⾃⾝が作成できる機能を

⽤い、6 問の質問項⽬を含むアンケートフォームを作成した。質問の⼀覧を表 3.5 に⽰す

（回答の選択肢も含めた全質問項⽬の⼀覧は、〔付録 A〕の表 A.1 を参照。）。アンケート

は、新型コロナウイルスの感染拡⼤以前の状況を聞く前半の質問と、新型コロナウイルス

の感染拡⼤以降の状況を聞く後半の質問に、セクションを分けた。前半のセクションで

は、調べものをする際の情報源、および普段図書館で利⽤する資料・サービスについて尋

ねた。後半のセクションでは、図書館利⽤制限で困ったこと、図書館利⽤制限下において

⽤いた代替⼿段、および新型コロナ対策下の図書館に望むことを尋ねた。⾼校⽣への分か

りやすさを重視し、質問⽂では「情報資源」という単語は⽤いず、「情報源」という平易

な⽤語に置き換えて記述した。最後の Q6 には、⾼校⽣のみの回答を抽出するために、属

性を聞く質問を置いた。 

システム上でのアンケート作成後、配信開始の操作を⾏い承認されると、指定した調査

対象者へ LINE アプリを通して回答依頼のメッセージが送信された。メッセージを読み回

答を希望した⼈は、スマートフォン上で LINE アプリ内の⼀機能「LINE アンケート」を

開き、回答を⾏う形となった。 
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データの抽出・クリーニング 

回収完了後、本調査の⽬的に沿う形でデータの抽出およびクリーニングを⾏った。具体

的には、⾼校⽣のみの回答に限定してデータを抽出し、さらに不良回答とみなされるデー

タの除外処理を⾏った。不良回答の判別は、以下の基準に従った。 

 回答開始から送信まで、極度の短時間で完了している回答。（平均して 1 ページにつ

き 2 秒以内の時間しか要しておらず、説明⽂を⼗分に読解していないと予測される回

表 3.5 オンラインアンケートの質問⼀覧 

【前半の質問】 

 まず、新型コロナウイルスが感染拡⼤する以前の、普段の⾏動についてお伺いしま
す。昨年（2019 年）の平均的な状況を振り返ってお答えください。 

[Q1] あなたは普段、学校の授業や学習の⽬的で調べものをするときに、どのような情
報源を利⽤してきましたか。（いくつでも） 

[Q2] あなたは普段、「図書館」でどのような資料やサービスを利⽤してきましたか。
（いくつでも） 

【後半の質問】 

 次に、これ以降の質問では、新型コロナウイルスの感染拡⼤が始まった後の状況につ
いて伺います。 

新型コロナ対策に伴い、学校の図書館や地域の公共図書館が臨時休館やサービス縮⼩
を⾏い、図書館の利⽤制限が発⽣しました。これに関して、3 ⽉頃から現在までの状況
を振り返ってお答えください。 

[Q3] 新型コロナ対策に伴い、図書館の利⽤が制限されたことで、困ったと感じたこと
はありましたか。学習や⽣活⾯で影響を受けたことはありますか。（いくつでも） 

[Q4] 図書館の利⽤制限の影響を受ける中で、授業や学習の⽬的で資料が必要になった
時、あなたはどのような代わりの⼿段を利⽤しましたか。（いくつでも） 

[Q5] 新型コロナ対策の状況下で学習を続けるにあたり、図書館に対応してほしいこと
や、受けたい⽀援はありますか。（⾃由記述） 

[Q6] 最後に、あなたの所属する学校・学年を教えて下さい。（ひとつだけ） 
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答。） 

 全ての選択肢を選択するなど、現実的には成⽴しえない回答。もしくは、明確に⽭盾

する選択肢を両⽅とも選んでいる回答。 

また、各質問で「その他」を選択し⾃由記述として回答された内容のうち、既存の選択

肢に包含できる内容であった場合は、既存の選択肢を選択したとみなす加⼯を施した。さ

らに、Q5 の⾃由記述質問については、記述内容を抽象的に表現するコードを付与するコ

ーディング作業を⾏った。 

 

3.4 本調査の実施結果 

有効回答数・回答者の属性 

プラットフォームの仕様により、予備サンプルも含め、420 ⼈（男性 210 ⼈・⼥性 210

⼈）からの回答を得た。3.5 節で⽰したデータ抽出・クリーニングを⾏った結果、分析対

象サンプルとして、393 件が有効回答となった。有効回答における回答者の属性の構成

を、表 3.2〜表 3.4 に⽰す。 

表 3.2 に⽰した通り、性別ごとのサンプル数に関しては、データの抽出・クリーニング

の過程により、若⼲の差異が⽣じたが、おおむね同数の構成となっている。所属学年につ

いては、表 3.3 の通り、年次が上がるにつれ⼈数が多くなる回収結果となった。回答者の

居住地域については、表 3.4 の通り、プラットフォームのモニター登録者数⾃体に地域的

偏りがあるため、収集結果においても地域間での⼈数の差異はあるものの、全国から回答

が収集された結果となった。地域別の傾向分析を⾏うにはサンプルが⼗分でないため、今

回は都道府県ごとの収集数は省略したが、47 全ての都道府県から最低 1 件ずつ以上の回答

を得ることができている。 

  

表 3.2 有効回答者の性別 

 度数 割合 

男性 189 48.1% 

⼥性 204 51.9% 

合計 393 100.0% 
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表 3.3 有効回答者の所属学年 

 度数 割合 

⾼校 1 年⽣ 100 25.4% 

⾼校 2 年⽣ 129 32.8% 

⾼校 3 年⽣ 164 41.7% 

合計 393 100.0% 

 

表 3.4 有効回答者の居住地域 

 度数 割合 

北海道地⽅ 14 3.6% 

東北地⽅ 28 7.1% 

関東地⽅ 135 34.4% 

中部地⽅ 72 18.3% 

近畿地⽅ 75 19.1% 

中国地⽅ 24 6.1% 

四国地⽅ 13 3.3% 

九州・沖縄地⽅ 32 8.1% 

合計 393 100.0% 

 

 

3.5 結果の集計 

全体の結果概要 

Q1〜Q4 の各選択肢の回答数について、統計ソフトウェア「IBM SPSS Statistics 26」

を⽤い、所属学年別に集計処理を⾏った。全質問を通して、「⼤学受験の準備に影響があ

った」といった特定の学年に限定される⾏為が含まれる選択肢を除き、他の項⽬では所属

学年間での顕著な差があらわれる項⽬は存在しなかった。当初、学習内容が⾼度になる⾼

校 3 年⽣の⽅が、低学年の⽣徒に⽐べて⾼い図書館利⽤率や影響度を⽰すのではないかと

推測していたが、そのような結果はあらわれず、いずれの項⽬も全学年を通して類似する

傾向となった。 
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次項以降、本調査の研究課題につながる特徴的な結果について、関連する選択肢の数値

を抜粋した表とともに、解説を記す。（全選択肢の所属学年別単純結果表は、〔付録 B〕の

表 B.1・B.3・B.4・B.6 を参照。） 

 

調べものをする際の情報源（Q1） 

授業や学習で調べものをする際の情報源を回答数無制限の複数回答で質問した結果（抜

粋）を、表 3.5 に⽰す。（学年別の内訳を含む単純集計表は、〔付録 B〕の表 B.1 を参照。）

学校図書館を利⽤する者は 30.0%、公共図書館を利⽤する者は 21.1%であり、⼤学図書館

を利⽤している者はいなかった。 

 

 
 

 次に、調べものの際に利⽤する情報源の組み合わせ⽅を分析した。Q1 は複数回答可能

な質問であるため、回答の組み合わせのパターンを展開して集計し、度数上位を抜粋した

ものが表 3.6 である。（全選択肢の集計表は、〔付録 B〕の表 B.2 を参照。）Q1 において、

表 3.5 授業や学習で調べものをする際の情報源

（Q1 集計結果） 
 

合計 

インターネット 359 ( 91.3%) 

学校の図書室（学校図書館） 118 ( 30.0%) 

公共図書館（市区町村立や都道府県立の図書館） 83 ( 21.1%) 

書店 60 ( 15.3%) 

特に決まった情報源はない 20 (  5.1%) 

国立国会図書館 2 (  0.5%) 

大学の図書館（近隣の大学や学校が連携する 

大学など） 
0 (  0.0%) 

その他 2 (  0.5%) 

回答者数 393 (100.0%) 

（N=393，複数回答可） 
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学校の図書室・公共図書館・⼤学の図書館・国⽴国会図書館のいずれか 1 つでも選択した

場合、「図書館」というカテゴリとして集約して集計した。この結果、図書館とインター

ネットを組み合わせて選択した者は 24.4%、図書館と書店とインターネットを組み合わせ

て選択した者は 11.2%、インターネットのみを選択した者は 52.4%であった。（「その他」

は⾃由記述欄をもち、具体的な記述内容は個々に異なるため、組み合わせの集計からは除

外した。） 

 

 
 

普段図書館で利⽤する資料・サービス（Q2） 

調べものの⽬的に限定せず、新型コロナウイルス感染拡⼤以前の普段から、図書館で利

⽤してきた資料・サービスについて尋ねた結果（度数上位の抜粋）を表 3.7 に⽰す。（全選

択肢の単純集計表は、〔付録 B〕の表 B.3 を参照。） 

利⽤されている資料やサービスの内訳としては、「本や雑誌・新聞を館内で読む」

（55.5%）および「本や雑誌・新聞を借りる」（57.0%）といった資料利⽤に関する選択肢

表 3.6 授業や学習で調べものをする際の情報源の組み合わせ

（Q1 選択パターン別集計） 

 合計 

インターネットのみ 206 ( 52.4%) 

図書館         ＋ インターネット 96 ( 24.4%) 

図書館  ＋ 書店   ＋ インターネット 44 ( 11.2%) 

書店   ＋ インターネット 13 (  3.3%) 

図書館のみ 11 (  2.8%) 

図書館  ＋ 書店 3 (  0.8%) 

       書店のみ 0 (  0.0%) 

特に決まった情報源はない 20 (  5.1%) 

合計 393 (100.0%) 

（N=393） 
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が最多となっている。次いで「⾃習スペースを利⽤する」（42.2％）という空間利⽤に関す

る選択肢が多数選択されている。「図書館を全く利⽤しない」と回答したのは 19.6%のみ

であり、残りの 80.4%の者は何らかの形で図書館を利⽤していた。 

 

 
 

図書館利⽤制限で困ったこと（Q3） 

Q3 では、新型コロナ対策による図書館利⽤制限で困ったことや、図書館の利⽤制限に

表 3.7 普段図書館で利⽤する資料・サービス（Q2 集計結果） 
 

合計 

本や雑誌・新聞を借りる 224 ( 57.0%) 

本や雑誌・新聞を館内で読む 218 ( 55.5%) 

自習スペースを利用する 166 ( 42.2%) 

自宅から図書館のホームページを利用する 31 (  7.9%) 

館内のパソコンを利用して電子資料を見る 24 (  6.1%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を借りる 23 (  5.9%) 

館内のインターネット環境（無料 WiFi 等）を 

利用する 
23 (  5.9%) 

カフェやレストランなどの飲食スペースを 

利用する 
23 (  5.9%) 

グループで話ができるスペースを利用する 18 (  4.6%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で見る 15 (  3.8%) 

司書に調べものの相談をする 13 (  3.3%) 

セミナーや映画会などのイベントに参加する 2 (  0.5%) 

その他 0 ( 0.0%) 

図書館を全く利用しない 77 ( 19.6%) 

回答者数 393 (100.0%) 

（N=393，複数回答可） 
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より影響を受けたことについて質問した。選択肢は、Q2 の全ての選択肢を否定形の表現

（例：○○できない）に書き換えて含めたうえで、学校での活動や学習にどのような影響

を受けたかを聞く選択肢を追加した。この結果から、特徴的な項⽬を抜粋したものが、表

3.8 である。（全選択肢の単純集計表は、〔付録 B〕の表 B.4 を参照。） 

困ったことや影響を受けたと感じた者について、その要因の内訳をみると、最多の回答

は「⾃習スペースを利⽤できない」（26.5%）であった。⽇常的な利⽤サービス（Q2）で

は最多を占めた資料に関する事項については、「本や雑誌・新聞を館内で読めない」こと

で困ったと回答した者は 12.0%、「本や雑誌・新聞を借りられない」ことで困ったと回答

した者は 12.7%であった。「困ったことや影響を受けたことはない」と回答した者は、

56.0%であった。 
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表 3.8 新型コロナ対策による図書館利⽤制限で困ったこと・影響を受けたこと

（Q3 集計結果） 
 

合計 

困ったことや影響を受けたことはない 220 ( 56.0%) 

自習スペースを利用できない 104 ( 26.5%) 

授業の勉強や宿題に影響があった 57 ( 14.5%) 

本や雑誌・新聞を借りられない 50 ( 12.7%) 

本や雑誌・新聞を館内で読めない 47 ( 12.0%) 

日常的な読書に影響があった 36 (  9.2%) 

大学受験の準備に影響があった 24 (  6.1%) 

学校での調べ学習や卒業論文執筆に影響があった 21 (  5.3%) 

カフェやレストランなどの飲食スペースを 

利用できない 
20 (  5.1%) 

グループで話ができるスペースを利用できない 18 (  4.6%) 

部活・委員会や学校行事などの活動に影響が 

あった 
14 (  3.6%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で見られない 6 (  1.5%) 

館内のインターネット環境（無料 WiFi 等）を 

利用できない 
6 (  1.5%) 

司書に調べものの相談をできない 4 (  1.0%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を借りられない 3 (  0.8%) 

館内のパソコンを利用して電子資料を見られない 3 (  0.8%) 

セミナーや映画会などのイベントに参加できない 3 (  0.8%) 

就職活動の準備に影響があった 3 (  0.8%) 

図書館のホームページが利用できない 1 (  0.3%) 

その他 6 (  1.5%) 

回答者数 393 (100.0%) 

（N=393，複数回答可） 
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この点について、Q2 と Q3 の結果をクロス集計し、⽇常的に利⽤していた資料・サービ

スが制限されて困ったと感じた者の数を分析した。この結果を、Q2 選択者数上位の順に

並び替えたものが、表 3.9 である。（選択肢の出現順での集計表は、〔付録 B〕の表 B.5 を

参照。） 

図書館の資料を⽇常的に利⽤していた者のうち、それらが利⽤制限され困ったと感じた

者は、「本や雑誌・新聞を館内で読めない」が 19.7％、「本や雑誌・新聞を借りられない」

が 21.4％、「⾳楽・映像資料（CD や DVD）を館内で⾒られない」が 20.0%、「⾳楽・映

像資料（CD や DVD）を借りられない」が 13.0%であった。また、図書館の空間的機能を

⽇常利⽤していた者のうち、それらが利⽤制限され困ったと感じた者の割合は、「⾃習ス

ペース」が 49.4％、「グループで話ができるスペース」が 55.6%、「カフェやレストランな

どの飲⾷スペース」が 39.1%であった。 

そのほか、影響があったと感じた点についての選択肢は、「授業の勉強や宿題に影響が

あった」を除き、いずれも低い値となった。 
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図書館利⽤制限下において⽤いた代替⼿段（Q4） 

Q4 においては、図書館の利⽤制限の影響を受ける中で、授業や学習の⽬的で資料が必

要になった際に、どのような代替⼿段を⽤いたか質問した。この結果について、度数上位

を抜粋したものが、表 3.10 である。（全選択肢の単純集計表は、〔付録 B〕の表 B.6 を参

照。） 

「必要な資料は買っている」者は 15.5%であり、もとから書店を利⽤している者の割合

表 3.9 ⽇常的に利⽤していた資料・サービスが制限されて困ったと感じた者の数（Q2×Q3

クロス集計の⼀部） 

Q2 での選択内容(日常的な利用形態)および 

選択者数 

Q2 で左の選択肢を選択した回答者のうち、 

対応する資料・サービスの利用制限で困ったと感じた者の 

数・割合 

本や雑誌・新聞を借りる 224 ⇒本や雑誌・新聞を借りられない 48 21.4% 

本や雑誌・新聞を館内で読む 218 ⇒本や雑誌・新聞を館内で読めない 43 19.7% 

自習スペースを利用する 166 ⇒自習スペースを利用できない 82 49.4% 

自宅から図書館のホームページを利用 

する 
31 ⇒図書館のホームページが利用できない 0 0.0% 

館内のパソコンを利用して電子資料を見

る 
24 

⇒館内のパソコンを利用して電子資料を 

見られない 
2 8.3% 

カフェやレストランなどの飲食スペース 

を利用する 
23 

⇒カフェやレストランなどの飲食スペースを 

利用できない 
9 39.1% 

音楽・映像資料（CD や DVD）を借りる 23 
⇒音楽・映像資料（CD や DVD）を借りられな

い 
3 13.0% 

館内のインターネット環境（無料 WiFi

等）を利用する 
23 

⇒館内のインターネット環境（無料 WiFi 等） 

を利用できない 
2 8.7% 

グループで話ができるスペースを 

利用する 
18 

⇒グループで話ができるスペースを利用 

できない 
10 55.6% 

音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で見

る 
15 

⇒音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で 

見られない 
3 20.0% 

司書に調べものの相談をする 13 ⇒司書に調べものの相談をできない 2 15.4% 

セミナーや映画会などのイベントに参加 

する 
2 

⇒セミナーや映画会などのイベントに参加 

できない 
0 0.0% 

（N=393，複数回答可） 
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（15.3%）とほぼ変化がない結果であった。最も多い回答を得た選択肢は、「インターネッ

ト上で無料で⼊⼿できる情報のみを利⽤している」（41.7%）であった。 

「影響はないので代わりの⼿段を利⽤していない」者は 42.2%であった。図書館が実施

している郵送貸出や電⼦資料配信等の代替サービスは、⾼校⽣にはほぼ利⽤されていない

という結果であった。 

 

 
 

新型コロナ対策下の図書館に望むこと（Q5） 

Q5 は、新型コロナ対策の状況下で学習を続けるにあたり、図書館に対応してほしいこ

とや受けたい⽀援について、⾃由記述形式にて尋ねた。有効な記述数は 63 件あり、記述

された⽂章をもとにコーディング作業を⾏った。 

具体的には、記述された⽂章から要望対象の機能・サービスを⽰す語句を抽出し、統⼀

表 3.10 図書館利⽤制限下において⽤いた代替⼿段（Q4 集計結果） 
 

合計 

影響はないので代わりの手段を利用していない 166 ( 42.2%) 

インターネット上で無料で入手できる情報のみ 

を利用している 
164 ( 41.7%) 

必要な資料は買っている 61 ( 15.5%) 

必要な資料は友人や親族から借りている 25 (  6.4%) 

代わりの手段が無く何もできていない 17 (  4.3%) 

図書館の事前予約制の貸出サービスを利用して 

いる 
13 (  3.3%) 

開いている他の図書館を探して行っている 10 (  2.5%) 

図書館が配信している電子資料や電子サービスを 

利用している 
5 (  1.3%) 

図書館の郵送貸出（宅配貸出）サービスを利用 

している 
1 (  0.3%) 

その他 2 (  0.5%) 

回答者数 393 (100.0%) 

（N=393，複数回答可） 
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的な表現に置き換えてコードとして付与するオープンコーディングを⾏った。1 件の回答

に複数の要望事項に関する記述が含まれる場合は、複数のコードを付与した。例えば、

「⾃習スペースを利⽤できるようにしてほしいです。それと滞在時間の制限を緩めてほし

いです。」という回答の場合、『⾃習スペース』『滞在時間・開館時間』という 2 つのコー

ドを付与した。また、「⾃習室を使わせて欲しい」「学習スペースの確保」といった回答に

は、統⼀的に『⾃習スペース』というコードを付与し、類似概念に対する表現の揺らぎを

吸収した。なお、⼀般的な図書館に対する不満や司書への激励の⾔葉など、具体的な要望

として解釈困難なものは、「その他」に区分した。 

全回答に対する⼀次的な処理が終わった後、改めて冒頭からコードの付与と検証を⼆次

的に⾏い、より網羅的かつ整合的なコーディング結果となるよう処理を繰り返した。（抽

出された有効な記述の内容⽂、および各記述に付与されたコードの全リストは、〔付録 B〕

の表 B.7 に⽰した。）そして、付与されたコード別に回答の出現数を集計した。全コード

の出現数と割合をリスト化したものが、表 3.11 である。結果としては、⾃習スペースの開

放や拡充を望む記述が、突出して多数であった。 
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3.6 本調査のまとめ 

前節で⽰した各質問の結果を横断的に分析すると、以下のように解釈できる。 

まず、Q1 の結果より、⾼校⽣は調べものをする際に、圧倒的にインターネットを利⽤

する割合が⾼く、図書館の利⽤は限定的であることが⽰された。特に、⼤学図書館の利⽤

は 0.0%であり、今回のサンプルの範囲では、⾼校⽣が⼤学図書館を利⽤している実態は確

認されなかった。公共図書館・学校図書館は利⽤実態があったが、インターネットとの組

み合わせで選択している回答が多数であり、紙媒体の資料を利⽤する者であってもインタ

ーネットとの併⽤が前提となっていることがうかがえた。Q4 より、インターネットの利

表 3.11 新型コロナ対策下の図書館に望むこと

（Q5 ⾃由記述コーディング結果の集計） 

記述内容のコード 出現数 (割合) 

自習スペース 37 ( 58.7%) 

館内や資料の消毒 9 ( 14.3%) 

滞在時間・開館時間 8 ( 12.7%) 

館内の混雑緩和・人数制限 5 (  7.9%) 

オンラインサービス 4 (  6.3%) 

ネットワーク環境 3 (  4.8%) 

館内の換気 3 (  4.8%) 

利用者のマスク徹底・咳対策 3 (  4.8%) 

資料貸出 3 (  4.8%) 

会話スペース 1 (  1.6%) 

館内での閲覧 1 (  1.6%) 

宅配・郵送貸出 1 (  1.6%) 

その他 3 (  4.8%) 

有効な記述数 63 (100.0%) 

  （N=393，回答任意） 
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⽤状況は新型コロナウイルス感染拡⼤以降でも⾼い結果であった。図書館利⽤制限時も他

の代替⼿段で紙媒体の資料を⼊⼿することはあまりなく、多くがインターネット上の無料

情報源に頼ってしまう結果となっている。 

Q2 では、調べものの⽬的に限定せず図書館の利⽤状況を聞いたが、Q1 の結果よりも図

書館を利⽤する者の割合が⼤きく、⼀定数の者が調べもの以外（娯楽や趣味および勉強

等）の⽬的のみで図書館を利⽤していることが⽰された。 

Q3 では、図書館の利⽤制限は、各資料・サービスを利⽤できないことに対して個別的

に不便を感じることはあっても、卒業論⽂執筆などの⻑期的な学習活動に対して影響が及

んだとまで感じている⾼校⽣は、多くない結果となった。以上のことから、⼀般の⾼校⽣

においては、図書館を何らかの形で利⽤はしつつも、「調べもの」という⽬的意識のもと

に利⽤している者は少数であることが⽰唆された。 

次に、Q2 の結果より、新型コロナウイルス感染拡⼤以前から、⾼校⽣は図書館に対し

て、資料以外にも空間の機能に期待をもっていたと考えられる。しかし、Q3 の結果をも

とに考察すると、図書館利⽤制限下でも資料に関するニーズは何らかの代替⼿段で解決さ

れているが、空間に関するニーズは代替⼿段が無く、解決されていないのではないかと解

釈される。この点は、Q5 の⾃由記述項⽬においても、⾃習スペースといった空間の代替

機能を確保できておらず、強く不便を感じる者が多い結果となっており、空間的機能に対

する⾼校⽣の期待の⾼さが、裏付けられた形となった。 

以上の結果を踏まえ、本調査の⽬的に対する回答をまとめると、全国の⼀般的な⾼校⽣

はインターネットを中⼼に調べ物をする傾向にあり、学校図書館の資料や公共図書館の資

料は学習情報資源としてほとんど利⽤していないことが明らかになった。 
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第4章   

SGH 校⽣徒の執筆論⽂を対象とする引⽤⽂献調査 

4.1 本調査の背景 

本章では、1.6 節で⽰した研究課題[RQ-2]（探究学習を⾏う⾼校⽣は、どのように学習

情報資源を利⽤しているのか）を検討すべく、探究学習が先⾏的に実施されている学校の

⾼校⽣に特化し、学習情報資源の利⽤実態を明らかにする。⼿法としては、探究学習の成

果として⾼校⽣が執筆した論⽂の引⽤⽂献調査を⾏い、学習情報資源として利⽤されてい

る資料を推定する⼿法をとった。 

⾼校⽣の⾏う探究学習の実態については、先に取り上げた SSH 指定校における実践報

告や研究事例[119] [120] [121]が多数ある。しかしながら、SSH は理数教育の枠組みで⾏

われた事業であるため、探究テーマが理科系・数学系の主題へ偏向しており、その調査結

果が⼈⽂科学系・社会科学系のテーマも含めた探究活動全般へ⼀般化できる保証はなく、

本調査の⽬的に資する⼗分な先⾏研究は⾒受けられない。 

SSH 指定校以外においても、従来から卒業研究や卒業論⽂を課したり、部活動の⼀環で

科学論⽂を書かせる⾼等学校は多数あり、その実践成果は複数報告されている[122] 

[123]。特に、崔らは卒業論⽂を執筆した⾼校⽣に対してアンケートを⾏い、研究過程にお

ける⽂献資料の利⽤状況を調査している[124]。その結果、多くの⽣徒は公共図書館や書店

を⽤いている反⾯、学校図書館を利⽤した者はその半数程度に留まっており、学校図書館

活⽤の教育実施が課題として指摘された。また、インターネット上の論⽂を利⽤した⽣徒

は⼀定数いるものの、⼤学図書館を利⽤したと答えた⽣徒は⾮常に少数であることも明ら

かになっている。 

以上の通り、⾼校⽣の探究学習のプロセスや指導法、および探究学習時の⽂献利⽤環境

について分析した研究はあるものの、具体的に⽤いられた個々の資料⾃体について調査を

したものは⾒られない。探究学習を⾏う⽇本の⾼校⽣に⼤学レベルの資料のニーズはある

のか、および⼤学図書館を⾼校⽣へ開放した場合どの程度の利⽤が⾒込まれるのかという
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シミュレーションを⾏うためには、具体的に探究時に⽤いられた資料に基づいた実態把握

が必要である。 

 

 

4.2 本調査の⽬的・対象 

本調査の⽬的  

本調査は、⾼校⽣が探究学習の成果として執筆した論⽂に、どのような資料が参考⽂献

として記述されているかを調査する。これを通し、⼤学レベルの資料に対するニーズがあ

るかどうかを明らかにすることで、探究学習を⾏う⾼校⽣がどのように学習情報資源を利

⽤するのかを明らかにすることを⽬的とする。 

 

本調査における⽤語の定義 

本調査では、⾼校⽣が部分的に⼤学レベルの学習を⾏う場⾯を想定して、⼤学レベルの

資料の利⽤実態を調査することとし、「⼤学レベル」という概念を⽤いる。学習内容や資

料に対するレベルの認識は、学習者・読者によって捉え⽅が変わるため、本来⼀意に定ま

るものではないが、本研究においては以下の通り定義する。 

まず、本研究における「⼤学レベルの学習」とは、学習指導要領に規定された⾼等学校

段階の学習範囲をこえ、多くの学校において⼤学初年次以降での学習を想定している主題

や⼿法を⽤いる学習内容を指す。 

次に、「⼤学レベルの資料」について、図書および学術論⽂・雑誌記事を対象に検討す

る。図書について、本研究では「学校図書館・公共図書館には所蔵されていないが、⼤学

図書館には所蔵されている図書」を、⼤学レベルの図書と捉えることとする。これは、図

書の記述内容の難易度よりも、⾼校⽣として容易に⼊⼿できるかどうかというアクセス可

能性の⽅が、⾼校段階での学習の範囲を実質的に制限しうると考えられるためである。⾼

校⽣にとって可読性の⾼い内容であっても、⼤学図書館にしか所蔵がないような希少な図

書であれば、⾼校⽣としてはその内容は学習不能と同義となる。よって、⼤学図書館の利

⽤によって学習範囲を広げられ得る資料を、⼤学レベルの図書と解釈することとした。

個々の学校・⼤学をみれば所蔵状況にバラツキがあるため、この定義では⼤学レベルの図
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書の範囲は所属する学校によって異なる可能性がある。しかしながら、本研究においては

調査対象校の⽣徒にとってのアクセス可能性を重視するため、この定義を採⽤した。ま

た、学術論⽂・雑誌記事については、オープンアクセスにてインターネット上でアクセス

可能なものも多く、各図書館の購読状況のみで⾼校⽣が利⽤可能なものかどうかを判断す

ることは難しい。そこで、個々の掲載誌の名称や種別を抽出し、⾼校⽣の読者を想定して

いないであろう専⾨誌かどうかを確認することで、⼤学レベルの学術論⽂・雑誌記事の利

⽤の有無と判定することとした。 

なお、学校で⾏われる探究学習については、「探究活動」「課題研究」「⾃由研究」とい

った様々な呼び⽅がある。この呼称の使い分けは、松岡[125]によって、「夏休みなどを利

⽤して、必要に応じて保護者や指導者の⽀援を受けながら⾏う取り組みを『⾃由研究』、

部活動で⾏われる継続的な研究活動を『探究活動』、SSH や専⾨学科などで⾏われる、授

業に組み込まれた研究活動を『課題研究』」と解釈されている。本調査ではこの解釈を援

⽤し、⾼校の授業の⼀環として探究学習が⾏われ、⾼校⽣が論⽂等の成果物を執筆する教

育活動全般を、「課題研究」と総称することとする。 

 

調査対象 

国の指定もしくは独⾃の取り組みによって、探究学習を実施している学校は多数ある

が、本研究の⽬的を達するためには、以下の条件に合致する調査対象校を選定した。 

 

(1) ⾼校⽣が課題研究の成果として執筆した論⽂の本⽂を、外部から⼊⼿できること 

(2) 教育課程などに関する公表資料により、学習指導要領の範囲をこえたテーマの課題研

究が実施されていることを期待できること 

(3) 特定の教科・科⽬に限定せず幅広い分野を対象とした課題研究が⾏われており、他校

への⼀般化の⾒込みがある実施⽅法となっていること 

 

この条件に合致する調査対象校として、本研究では SGH 指定校を対象とすることとし

た。以下にその選定理由を詳述する。 

まず、⼀般的に⾼校⽣が課題研究の成果として執筆した論⽂は、⽣徒の個⼈名や⽣徒固

有の情報が含まれるため、教員以外には⾮公開とされるか、もしくは論⽂集の冊⼦が作成

されつつも校内や関係者限定で配布される場合が多い。そのため、網羅的な全数調査は困
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難であることから、本研究では⽣徒が執筆した論⽂集を Web サイト上で公開している学校

を対象とした。 

具体的には、⽂部科学省が実施する SGH 事業のうち、2014 年度に指定を受け、2018

年度までに研究開発を完了した学校を対象に、分析校の選定を⾏った。 

SGH は、⽂部科学省が 2014 年度より実施している事業であり、SSH より後発に開始

され、同時並⾏で実施されている事業である。「グローバル・リーダー育成に資する教育

を通して，⽣徒の社会課題に対する関⼼と深い教養，コミュニケーション能⼒，問題解決

⼒等の国際的素養を⾝に付け，もって，将来，国際的に活躍できるグローバル・リーダー

の育成を図る」[126]ことを⽬的とし、この達成のために必要な教育課程等に関する研究開

発を⾏う⾼等学校が、スーパーグローバルハイスクール校（SGH 校）として指定を受け

る。具体的に期待される主な取り組み内容として、「グローバル・リーダー育成に資する

課題研究を中⼼とした教育課程の研究開発・実践」[127]と明記されており、⽂理問わず多

様なテーマでの⽣徒による研究が⾏われている。指定を受けた学校は、現⾏の学習指導要

領の基準によらない教育課程を編成して実施できるとされ、実際に多くの学校が学校設定

科⽬を設置し、独⾃の課題研究へ⼤きな時間数を割くカリキュラムを構築している。 

また、本事業の指定校は「⼤学との連携」を必須としており、⼤学付属学校でなくて

も、近隣もしくは研究開発⽬的に関連する⼤学と何らかの連携を図ることが求められてい

る。実際には、出張講義や⼤学訪問といった形での連携が多く、図書館の⾼⼤連携が取り

⼊れられているケースは少ない。しかしながら、⼤学レベルの研究テーマへ⽣徒の関⼼を

惹起する⼟壌が築かれている可能性が⾼く、⽣徒が実際に⼤学レベルの資料を利⽤しうる

かどうか評価するための前提条件として適切であると考えられる。 

その他、SGH は研究領域を限定しない（グローバルな社会・ビジネスに関する課題であ

れば、⼈⽂・社会科学分野のみならず、理数分野も対象となる）ため、広く全分野の学校

が指定され得ることも特徴である。さらに、SGH 指定校は積極的に情報発信や学校間連携

を⾏い、⾮指定校に対して成果の普及に努めることも要件とされている[127]。よって、本

事業で⽣まれた教育課程の研究開発成果は、将来的に全国の⼀般学校への波及可能性が⾼

いと⾒込まれる。以上の点から、SGH 事業は学習指導要領によらない課題研究が実施され

うるという性質をもちつつ、分野を限定せず全国へ普及するモデルとなる普遍性もあわせ

もっており、この両⾯の条件を満たす対象として本研究では SGH 校が適切であると判断

した。 
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そして、SGH 校は指定期間終了と同時に、⽂部科学省に対して「研究開発完了報告書」

を提出することとなっている。この報告書は学校 Web サイト上でも公開され、それと同時

に⽣徒の論⽂集も併せて掲載されることがある。よって、⽣徒の執筆した論⽂を収集でき

る可能性があると期待されるため、本調査の時点までに指定期間が終了している⾼等学校

56 校を対象とした。 

 

4.3 本調査の⼿法 

調査①：⽣徒論⽂集の Web 公開状況調査および分析校の選定 

SGH 校であっても、⽣徒の論⽂集を Web サイト上で公開している学校は⼀部である。

本調査ではまず、SGH の Web サイト[128]上で公開されている指定校⼀覧から、2014 年

度指定の 56 校の学校名および Web サイト URL を抽出し、全校の Web サイトへ巡回調査

を⾏った。多くの学校は、SGH 専⽤の Web ページを⽤意しているが、⼀般の学校案内の

ページ内に成果を掲載している可能性もあるため、Web 検索エンジンによるキーワード検

索も併⽤し、発⾒性を⾼めた。検索に際しては、「⽣徒論⽂集」「成果資料集」「作品集」

といった多様な表現で掲載されていることを念頭に、網羅的な探索を⾏った。 

⽣徒論⽂集の公開が発⾒された学校のうち、複数年度分を公開している学校に絞り込

み、分析対象校として選定した。ただし、今回はポスターやスライド資料の形式で公開さ

れている成果物は、対象に含めないこととした。ポスターやスライド資料の場合は、紙⾯

サイズや発表時間の都合上、参考⽂献表記を不要（省略）としているケースが多々散⾒さ

れるため、参考⽂献表記の指導が重視されていると想定される論⽂形式の成果物に限定し

た。複数年度分を公開している学校に絞り込んだ理由は、⼀部の学校では最終年度分のみ

の成果を公開しているが、単⼀年度の成果では収集数が限定されてしまうこと、および課

題研究の実施⽔準は指定初年度から段階的に⾼度化すると想定されるため、最終年度分の

データだけでは成果の質が偏ることが懸念されるためである。 

 

 

調査②：⽣徒論⽂集に記載された参考⽂献の抽出・分類 

前述の作業により選定された学校を対象に、⽣徒論⽂集の PDF ファイルを収集した。



65 

 

そして、各論⽂の末尾に記載された参考⽂献表記を抽出し、それぞれどのような⽂献が参

照されたのか、種別を仕分けした。⾼校⽣が書く参考⽂献表記は、書誌事項の記述が不完

全であったり、著者名・書名や出版年等の誤記を含んでいる場合が多数あり、原⽂のまま

抽出しても同定困難な場合が多い。そこで、図書および学術論⽂・雑誌記事に該当するも

のは、⾼校⽣が常⽤すると考えられる検索ツール（Google／Amazon.co.jp／CiNii 等）を

⽤いて記述⽂字列を検索し直し、書誌同定を試みつつ、著しく書誌事項が⽋落していて同

定困難なものは「不明」とした。 

学術論⽂・雑誌記事については、各論⽂等が Web 上で全⽂⼊⼿可能なものであるかどう

か、オープンアクセスの状態を確認した。 

これらの操作を効率化するため、専⽤の作業⽀援ソフトウェア（図 4.1）を開発した。

ソフトウェアの開発には Embarcadero 社製統合開発環境「Delphi 10.4」を⽤い、データ

ベース管理システムには SQLite3 を利⽤した。このソフトウェアは、⽣徒論⽂に記載され

た参考⽂献リストをインポートし、キー操作により順次１件ずつ参考⽂献表記のテキスト

を表⽰させながら、書誌のタイトルと推定される部分⽂字列を選択することで、内蔵され

た Web ブラウザコントロール上に当該⽂字列でオンライン検索した結果を表⽰させる機能

をもつ。そして、検索結果を起点に関連ページを遷移して辿りながら、当該資料の種別や

⼊⼿先を⽬視で同定できた場合、規定のショートカットを押下することで、それらの情報

を⾃動的にデータベースへ格納する。これにより、⾼校⽣が執筆した参考⽂献表記が曖昧

であったり、タイトル表記に部分的な誤記が含まれていたとしても、⾼速かつ正確に書誌

同定を⾏い、安定的に作業結果の記録を残すことができる。 
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図 4.1 参考⽂献の抽出・分類作業⽤に開発したソフトウェアの画⾯イメージ 
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調査③：参考⽂献にあげられた「図書」の図書館所蔵状況調査 

調査②の作業により抽出された「図書」の⼀覧について、当該学校の⽣徒が利⽤しうる

図書館での所蔵状況調査を⾏った。具体的には、分析校のうち連携先⼤学が明確である⼤

学付属学校１校に限定し、「当該学校の学校図書館」「当該学校が⽴地する地域の公⽴図書

館」「当該学校が付属する⼤学の⼤学図書館」の 3 館を対象に、⽣徒が参照した各図書が

コレクションに含まれるか所蔵調査を⾏った。これにより、「当該学校の近隣では⼤学図

書館のみで⼊⼿できる資料」がどの程度参照されたか、明らかにすることを試みた。 

調査にあたっては、公⽴図書館・⼤学図書館の所蔵調査には、図書館蔵書の横断検索サ

イト「カーリル」の図書館 API[129]を使⽤し、調査⽤プログラムを実装した。プログラム

の開発環境は、前述の作業⽀援ソフトウェアの開発時と同様である。学校図書館について

は、ほとんどの学校は「カーリル」の検索対象に含まれておらず、学校図書館システムは

API も公開しないため、⼿動による検索をエミュレーションするスクレイピングツールを

開発し、⾃動検索を⾏った。スクレイピングの実⾏に際しては、国⽴国会図書館インター

ネット資料収集保存事業（WARP）で採⽤されている収集基準[130]に準じ、1 秒間以上の

⼗分な間隔を空けてアクセスをするよう、配慮した。 

 

 

4.4 本調査の結果 

調査①：⽣徒論⽂集の Web 公開状況調査および分析校の選定 

⽣徒論⽂集の Web 公開状況の調査結果を、表 4.1 に⽰す。対象校 56 校のうち、学校

Web サイト上で⽣徒論⽂集の PDF ファイルを公開している学校は 10 校のみであった。し

かし、多くの学校が最新の 1 年度分のみを掲載する形式であり、複数年度分を公開してい

る学校は 3 校のみに限られる結果となった。 

その他の学校は、⽣徒論⽂集を作成しつつも冊⼦体のみでの配布であったり、研究開発

完了報告書等の⼀部として⽣徒論⽂を転載しつつも、Web サイト掲載時は当該部分だけ削

除して公開するなど、⾮公開化する傾向が強いことが確認された。また、Web サイト上で

公開している場合でも、⽣徒⽒名の部分を⿊塗りにするなど、個⼈情報保護対策を⾏った

うえで掲載している学校も⾒受けられた。 
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表 4.1 調査①：⽣徒論⽂集の Web 公開状況 

 
国立校 公立校 私立校 計 

公開無し 3 29 14 46 

公開 

有り 

単年度のみ
掲載 

0 4 3 7 

複数年度 
掲載 

1 1 1 3 

 

 

以上の結果より、当該 3 校（国⽴校 A・公⽴校 B・私⽴校 C）を調査②以降の分析校と

選定した。A 校は⼤学付属校であり、当該⼤学の⼤学図書館を A 校⽣徒も利⽤できること

が、公開されている資料により明らかになっている。B 校・C 校は⼤学の付属校ではな

い。他の⼤学と図書館の連携を⾏っているかどうかについても、SGH の研究開発完了報告

書や Web サイト上の記述では確認できなかった。 

 

調査②：⽣徒論⽂集に記載された参考⽂献の抽出・分類 

調査①で選定された 3 校の⽣徒論⽂計 89 点について、記述されていた参考⽂献計 697

件を抽出した。その内訳を表 4.2 に⽰す。 

 

表 4.2 収集された⽣徒論⽂数・抽出された参考⽂献数 

 A 校 B 校 C 校 計 

論文点数 37 36 16 89 

参考文献数 410 155 132 697 

一論文あたり

の参考文献数 

平均 11.1 4.3 8.3 7.8 

標準偏差 7.1 3.9 5.6 6.5 

 

次に、各⽂献の種別を分類した結果を、表 4.3 に⽰す。書誌事項をどの程度の粒度で記

載しているかという点は、⽣徒によって⼤きく異なる。例えば、新聞を参照している場

合、1 記事ごとに書誌事項を書く⽣徒もいれば、新聞名のみの略記でまとめてしまってい

る⽣徒もいるため、この正規化は困難である。よって、この件数の集計⽅法については、
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⽣徒⾃⾝が書いた書誌事項単位で 1 件と数えている。 

表 4.3 の通り、多くの⽣徒が Web ページを参考⽂献として⽤い、図書や新聞といった紙

媒体の⽂献の利⽤は限定的であることが明らかになった。多くの Web ページは、官公庁や

地⽅⾃治体、公的団体や研究所等の信頼性の⾼い情報であったが、⼀部 Wikipedia や個⼈

のブログ記事といった信頼性の担保されない情報源を参照している⽣徒もみられた。ま

た、新聞記事の件数は 13 件に留まり、最も少ない結果となった。⼀⽅で、新聞社の Web

サイト上に掲載されているニュースを参照し、Web ページとして URL だけを記載してい

る⽣徒が⼀定数確認された。同⼀新聞社の記事でも、新聞紙⾯版と⽐べて Web サイト版の

ニュースは⽂⾯が変更されていたり、短い掲載期間で記事が削除されてしまうことも多い

ため、本来であれば紙⾯版の書誌事項を優先して記述すべきである。このように、⼀般的

に論⽂執筆時には⾮推奨とされる種別の⽂献が、⾼校⽣の論⽂中には多⽤されている実態

が明らかになった。課題研究を実施するにあたっては、研究の基礎となる⽂献探索法や論

⽂執筆法に関する指導も同時に⾏われることが期待されるが、⼗分に⾏き届いていない

（もしくは⾏われていても⽣徒に定着していない）可能性が⽰唆された。 

 次に、学術論⽂・雑誌記事に着⽬すると、数は多くはないものの、Web ページ・図書に

次いで⼀定数参照されていることが明らかになった。さらに、各論⽂等のオープンアクセ

ス状況を調査した結果を、表 4.4 に⽰した。43 件中 33 件がオープンアクセスとなってお

り、約 77%がインターネット経由で無償アクセス可能な資料であった。これらの資料は、

⼟⽊学会といった専⾨的な学会の雑誌論⽂が多く、紙媒体を学校図書館で全て契約してい

たとは考えにくいため、多くの⽣徒はインターネット経由で発⾒し参照したと推測され

る。学術機関リポジトリによるグリーン OA の資料および発⾏者によるゴールド OA の資

料ともに約半数ずつ含まれており、⼤学図書館が推進してきたオープンアクセス化の潮流

が、⼀部の⾼校⽣に対しても有益な効果をもたらしていると捉えられる。 

表 4.3 にはあらわれていないが、「その他」と分類された 40 件のうち、9 件は他⼤学の

卒業論⽂や修⼠論⽂、および授業のレポートであった。⼀般的にこれらの資料は⼤学図書

館で収集されていないため、ゼミや学科単位で独⾃に Web 公開しているものが参照された

形だが、⾼校⽣にとっては⾃⾝の世代に近い著者の学術成果物として、可読性が⾼く利⽤

しやすかったのではないかと推察される。 
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表 4.3 調査②：種類別参考⽂献数 

 A 校 B 校 C 校 計 

Web ページ 295 93 52 440 

図書 92 30 22 144 

学術論文・ 
雑誌記事 

5 15 23 43 

新聞記事 2 0 11 13 

その他 12 10 18 40 

不明 4 7 6 17 

計 410 155 132 697 

 

 

表 4.4 学術論⽂・雑誌記事の内訳（OA 状況・掲載先別） 

 件数 

オープンアクセス無し 10 

オープン 

アクセス 

有り 

学術機関リポジトリ 17 

学会等 Web サイト 8 

J-STAGE 7 

Science Direct 1 

 

調査③：参考⽂献にあげられた「図書」の図書館所蔵状況調査 

調査③は、A 校に限定して実施した。A 校は⼤学付属学校であり、既に⼤学図書館との

連携を⾏っているため、⽣徒は「当該学校の学校図書館」「当該学校が⽴地する地域の公

⽴図書館」「当該学校が付属する⼤学の⼤学図書館」の 3 館を利⽤できる権利を有してい

る。よって、A 校の⽣徒が参照した図書の所蔵状況を調べることで、「当該学校の近隣では

⼤学図書館のみで⼊⼿できる資料」がどの程度参照されたか、明らかにすることができ

る。 

調査②において A 校で参照された「図書」として抽出された 92 件のうち、重複および
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横断検索が困難な図書を省いた 85 冊について所蔵調査を⾏い、その結果を表 4.5 に⽰し

た。横断検索が困難な図書とは、論⽂中における書誌事項の記述が不完全で図書を同定で

きない場合や、古い図書および⼀般市場に流通しない図書などの理由で ISBN が付与され

ていない場合が存在した。 

結果として、58 冊は学校図書館もしくは公共図書館に所蔵があった（表中(1)〜(6)）

が、12 冊は⼤学図書館にしか所蔵がない資料（表中(7)）であった。このことから、⽣徒

が参照する図書の多くは、学校図書館の所蔵資料および公共図書館との連携でカバーでき

るものの、⼀部の⽣徒は⼤学図書館にしかないような学術図書を使⽤していることが明ら

かになった。 

 

表 4.5 調査③の結果（所蔵検索結果） 

 

所蔵パターン 
該当図書数 

(割合) 

このパターンの図書

を参照した論文点数 

(A 校の論文総数 37

点における割合) 

(1) 学校 × × 0  ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 

(2) 学校 公立 × 6  ( 7.1%) 7 (18.9%) 

(3) 学校 × 大学 0  ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 

(4) 学校 公立 大学 5  ( 5.9%) 5 (13.5%) 

(5) × 公立 大学 20  (23.5%) 14 (37.8%) 

(6) × 公立 × 27  (31.8%) 11 (29.7%) 

(7) × × 大学 12  (14.1%) 8 (21.6%) 

(8) 3 館ともに所蔵無し 15  (17.6%) 9 (24.3%) 

計 85 (100.0%)  

 

 

4.5 本調査のまとめ 

本調査の結果として、以下の点が明らかになった。 

まず、課題研究を⾏う⾼校⽣が書く論⽂には、信頼性の⾼低を問わず、インターネット
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上の情報源が参考⽂献として多⽤されている（440 件）。それに対し、⽐較的信頼性の⾼い

オープンアクセス論⽂は、⼀定数参照されているものの、その数は相対的に少ない（33

件）。これらの結果から考察されることは、⾼校⽣は明⽰的に学術論⽂・雑誌記事の種別

に限定して検索しているわけではなく、Web ページを幅広く検索する中で、偶発的にオー

プンアクセスの学術論⽂・雑誌記事に遭遇しているケースが多いのではないかということ

である。 

また、図書について、課題研究に⽤いられる多くの図書（68.2%）は学校図書館の蔵書

もしくは最寄りの公共図書館との連携で充⾜できるが、⼀部の図書（14.1%）は学校・公

共図書館の双⽅に所蔵が無く⼤学図書館のみに所蔵があるものも利⽤されている。さら

に、29.4%の図書は、学校・公共図書館に所蔵がありつつも、⼤学図書館も重複して所蔵

している。これらをあわせると、⽣徒が参考⽂献として利⽤した図書のうち 43.5%は⼤学

図書館が所蔵していることが確認された。 

⼀⽅で、⼤学レベルの⽂献⼊⼿を要する研究を⾏う⽣徒は、現時点では少数派であり、

ニーズは⾼くない。例えば、調査③の結果で、⼤学図書館にしか所蔵がない資料（表 4.5

中の(7)）を参照した論⽂点数を集計すると 8 点であり、これは調査③の分析対象である A

校の論⽂総数（37 点）の 21.6%に相当する。つまり、当該学校の⾼校⽣が⾏う課題研究の

なかで、⼤学レベルの学習情報資源を利⽤する研究の割合は、5 分の 1 程度であることが

推定された。 

以上の結果を踏まえ、本調査の⽬的に対する回答をまとめると、探究学習を⾏う学校の

⾼校⽣は⼀般的な⾼校⽣と同様、インターネットで⼊⼿できる資料を主たる学習情報資源

として利⽤する傾向に変わりはないが、⼀部の⾼校⽣は⼤学レベルの図書やオープンアク

セス論⽂等も利⽤するニーズがあることが明らかになった。 
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第5章   

図書館⾼⼤連携実施校の卒業⽣に対する回顧的イン

タビュー調査 

5.1 本調査の背景 

本章では、1.6 節で⽰した研究課題[RQ-3]（⼤学図書館を利⽤できる⾼校⽣は、どのよ

うに学習情報資源を利⽤し、⼤学進学後の学習情報資源利⽤へ⾄っているのか）を検討す

るために、実際に⾼校⽣へ⼤学図書館の利⽤権が与えられた場合の利⽤実態および⻑期的

な意識や⾏動の変化を明らかにする。⼿法としては、⾼校時代に⼤学図書館を利⽤可能で

あった卒業⽣らを対象として、回顧的な半構造化インタビューを⽤いる。 

先⾏研究の中で、⼩野らが 2012〜2013 年に実施した研究[43] [44]では、学校図書館と

⼤学図書館の双⽅の利⽤権をもつ⾼校⽣に対して、本研究と趣旨が類似するフォーカス・

グループ・インタビュー調査を実施している。その結果、複数の館種を使い分けている⾼

校⽣が存在すること、そして使い分けの状況は⼈によって⼤きく隔たりがあり、効果的な

使い分けのためには利⽤権の付与だけでなく適切な指導が不可⽋なことが、明らかになっ

ている。⼀⽅で、当該先⾏研究は、在学中の⾼校⽣を対象にインタビューを⾏っているた

め、調査実施時の在学年次によって、得ている経験の量が異なっている。⾼校時代全てさ

らには⾼校卒業まで含めた学習情報資源の利⽤プロセスを解明するには、⾼校卒業後に調

査を⾏う必要がある。 

 

 

5.2 本調査の⽬的 

そこで本調査では、⾼校時代に⼤学図書館を利⽤可能であった卒業⽣らを対象に、イン

タビュー調査を⾏う。これを通し、⾼校⽣に⼤学図書館の利⽤権が与えられた場合、学習
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情報資源の⼀つとして⼤学図書館の提供する学習情報資源を利⽤することに⾄るのかどう

かを明らかにする。また、⼤学進学後も含めた⻑期的視点で、学習情報資源利⽤の実態を

明らかにすることも⽬的とする。 

 

5.3 調査⼿法 

インタビュー調査の⼿法・参加者 

調査者がいくつかの構造的な質問項⽬を提⽰しつつ、参加者⾃⾝に⾃由な発話を促し、

その状況により質問順や質問事項を柔軟に変化させる、「半構造化インタビュー」として

実施した。特に、参加者⾃⾝に過去の経験を回顧しながら発話をしてもらう「回顧的イン

タビュー」の形式をとった。回顧的インタビューは、教育分野におけるカリキュラム評価

の⽬的で卒業⽣調査[131] [132]に採⽤されたり、芸術家や専⾨職における中⻑期的な熟達

過程分析[133] [134] [135]といった場⾯で⽤いられている⼿法である。本調査は、⾼校時

代の経験が、⾼校卒業後まで含めた⻑期間にわたって学習情報資源をどのように利⽤して

いるかといったことを調査することを⽬的とするため、この⼿法を適⽤可能と判断した。

また、⼀⼈ひとり異なる⼈⽣経験を思い出しながら語ってもらうため、グループインタビ

ューではなく個別インタビュー形式となっている。 

調査は、2020 年 8 ⽉〜10 ⽉の間に実施した。本調査の実施時点においても、新型コロ

ナウイルスが感染拡⼤している社会情勢下にあったため、参加者が希望した場合、遠隔会

議サービスを⽤いたオンラインインタビューとして⾏うこととした。 

オンラインインタビュー実施にあたっては、参加者側の機材準備・ネットワーク環境等

の負担を減らすべく、各参加者が希望するツール・サービスの指定を尊重し、参加者ごと

に異なる⽅式を許容するものとした。Zoom・Google Meet・Skype 等の遠隔通話ツールの

うち、調査対象者が希望するツールを事前にヒアリングし、参加者の希望を尊重して決定

した。ツールの決定に際しては、通信が暗号化されていることを条件とし、ツールの標準

機能でレコーディング（録画・録⾳）が可能であるものを優先した。標準のレコーディン

グ機能がないツールの場合、調査者側が通話に使⽤するコンピュータとモニタの間に、外

部 SSD へレコーディング可能なビデオミキサー装置を接続し、通話画⾯と⾳声出⼒を全
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てキャプチャすることで対応した。また、⻑時間の遠隔インタビューは参加者側に⾝体的

負担をかける可能性があるため、逐次参加者の希望に応じて、休憩時間を挟む等の配慮を

講じた。 

⼀⽅で、実施⽅法は参加者の意志を尊重するものとし、参加者が対⾯インタビューを希

望した場合は、対⾯で実施するものとした。その際は、新型コロナウイルス感染防⽌対策

を徹底した。具体的には、インタビュー会場は換気性が良く座席間の距離を確保できるス

ペースを選定し、相互に顔が向かい合わせにならないように着席した。調査者はインタビ

ュー中も常時マスクを着⽤し、参加者が希望する場合はフェイスシールドを着⽤できるよ

うに持参した。また、参加者が希望する場合はマスク及びフェイスシールドを渡せるよ

う、参加者の分も⽤意した。インタビュー開始前および終了後には⼿指消毒剤での消毒を

⾏い、参加者の希望があれば除菌アルコールウェットティッシュも譲渡できるよう準備し

た。 

インタビューの参加者は、スノーボールサンプリングにより募った。具体的には、10 年

以上前から⾼校⽣へ⼤学図書館利⽤権が与えられている⾼校を選定し、調査対象校と決定

した。同校は⼤学付属の⼥⼦校であり、⾼校と⼤学の校舎が徒歩圏内に⽴地しているた

め、⾼校⽣が⼤学図書館へ⽇常的に移動可能な学校である。そして、同校の卒業した卒業

⽣らのうち、⾼校卒業後 4 年制⼤学に進学し、⼤学院進学もしくは就職して 1〜5 年⽬程

度となる連絡可能な者を起点として、同条件に適合する者の紹介を依頼し、依頼対象者と

した。対象者には個別に連絡をとり、前述の⽅法や条件を伝えたうえで、承諾を得られた

者のみに参加者とした。スノーボールサンプリングの場合、同質性の⾼い参加者が集まる

懸念が⽣じるが、本調査の場合、前述のような限られた条件に合致する特定の集団のみを

対照とするため、今回の⽬的においては有効な標本抽出法と判断した。ただし、同条件の

集団の中における多様性を反映した発話を広く得るべく、図書館利⽤状況が過剰に偏った

参加者層となってしまっていないか、インタビューの終了後に検証を⾏った。 

 

 

インタビューの内容 

インタビューは、アイスブレイクや同意事項の説明および事務⼿続き書類記⼊等の作業

も含め、1 ⼈あたり 90〜120 分程度の時間とし、個別に⽇時を設定した。 

インタビュー時の質問内容の流れを、表 5.1 に⽰した。⾼校時代から始まり、⼤学時
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代、⼤学院時代、就職以降と順に年代を追いながら回顧をしてもらう形となっている。表

5.1 に⽰したとおり、本インタビューでは、キャリアや⽣涯学習への影響も含めた発展的

分析の可能性も視野に⼊れ、⼤学卒業後以降の経験についても聞き取り内容に含めた。た

だし、本研究における分析対象としては、⾼校時代から⼤学時代までの範囲に限定し、分

析を⾏っている。 

標準的な聞き取り事項を列記したインタビューガイドを事前に準備しつつ、半構造化イ

ンタビューの⼿法に則り、参加者の回答内容に応じてより深い発話を促す質問を随時追加

した（インタビューガイドとして事前に準備した標準的な全質問のリストは、〔付録 C〕の

表 C.1 を参照。）。 

 

表 5.1 回顧的インタビューの質問の流れ 

1. ⾼校時代の図書館利⽤経験およびそれに関連する学習経験についての回顧 

（公共・学校・⼤学図書館の利⽤経験および探究学習・課題研究時の情報探

索について、⼿段や経験を語ってもらう） 

2. ⾼校卒業後の学習・研究およびキャリアに関する回顧および現状の聞き取り 

（⼤学進学後や⼤学卒業後の各ライフステージ・フェーズにおいて、必要な情

報をどのように探索していたかという⼿段や経験を語ってもらう） 

3. 趣味や地域活動・ボランティア等の経験に関する回顧および現状の聞き取り 

（各活動に際し、必要な情報をどのように探索していたかという⼿段や経験を

語ってもらう） 

4. 現在の⽇常⽣活のなかの図書館利⽤⾏動や情報探索⾏動についての聞き取り 

（特に現在主に⽤いている情報探索⼿段を語ってもらう） 

 

 

分析の⽅法 

対⾯インタビューの場合は、IC レコーダを⽤いて録⾳を⾏った。オンラインインタビュ

ーの場合は、使⽤したツール標準のレコーディング機能および、調査者側のコンピュータ

に接続したビデオミキサー装置により録画・録⾳を⾏った。 

録画・⾳声ファイルは、外部事業者に委託し書き起こしを⾏った。その際には、秘密保
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持条項を含む契約書を締結し、作業中における各情報の流出防⽌策を徹底させた。書き起

こしファイルは、匿名化の加⼯処理を⾏い、個⼈情報が特定できない状態で分析した。 

分析の⼿法としては、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）を⽤い

た。M-GTA とは、Glaser と Strauss が提唱したグラウンデッド・セオリー・アプローチ

（オリジナル版 GTA）[136]の理念をもとにしつつ、⽊下がコーディングの⼿順や結果の

導出⽅法に修正を加えた⼿法[137]である。 

オリジナル版 GTA は、収集されたデータを細かく切⽚化し、個々にコードを付与した

うえで階層的にカテゴリー化したうえで、単⼀のコアカテゴリーに収束させた理論を導出

する。また、分析と合わせて不⾜するデータの再取得・追加取得（理論的サンプリング）

も同時に繰り返し⾏うことで、理論を包括的に説明するために⼗分なデータを収集し、客

観的な理論的飽和化を⽬指す。 

それに対して、M-GTA は、⼈間⾏動のプロセスを説明するモデルの導出に特化し、分

析テーマおよび分析焦点者を開始時に規定する。そして、このテーマに関連すると捉えら

れる具体的記述を抽出し、分析焦点者の視点で⼀般化させた定義に落とし込み、「概念」

として⽣成する。オリジナル版 GTA が切⽚化されたデータへ網羅的にコーディングを付

与した後、段階的なカテゴリー化によって意味解釈を⾏う（分類型思考法）ことに対し、

データから直接概念を⽣成する（⽣成型思考法）という⼿法をとることが、M-GTA の特

徴である。また、⽣成された概念に対して、データから後続となる具体例を探索し、概念

を成⽴させるバリエーションとして列記することで、説明⼒を担保する。そして、⽣成さ

れた概念の相互⽐較を通し、概念の類似性・対極性をもとに修正や統廃合を⾏い、カテゴ

リーやサブカテゴリーを⽣成する。最終的には、当初規定した分析テーマに対応するカテ

ゴリー間の関係性およびプロセスとしての“うごき”を結果図に可視化しつつ、ストーリー

ラインと呼ばれる簡潔な⽂章に表現することを⽬的としている。 

もう⼀点の M-GTA の⼤きな特徴としては、データの収集は最初の⼀度のみを想定し、

分析と同時に追加のデータ収集を⾏うことは規定されていないことである。これは、M-

GTA がインタビュー調査への適⽤を主眼に置かれており、現実的には分析開始後にインタ

ビューを追加実施することの難しさへ対応している。特に、同⼀者へ複数回のインタビュ

ーを実施した場合、回答⾃体が次第に変質しうることも危惧し、⼀度に⾏ったデータ収集

の範囲内で説明可能なモデルの導出に注⼒されている。 

M-GTA では、これらの作業過程で分析者によって解釈多様性が⽣じることを否定せ
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ず、むしろ研究する⼈間の存在を分析結果の⼀部として内在化させていることも特徴であ

る。導出された結果は、実社会の中で実践的活⽤をされて評価をうけるという点を重視

し、活⽤者による修正可能性の余地を残す。つまり、M-GTA はあくまで収集されたデー

タから、特定の分析テーマおよび分析焦点者の視点に基づいて定義した範囲内で、研究す

る⼈間による深い解釈のもと、説明⼒をもちうる理論を導出するという⽴場をとり、これ

を「⽅法論的限定」と⽊下は称している[138]。 

本調査においては、インタビュー調査を通して⼈間⾏動のプロセスを説明するモデルの

導出に特化されているという点で、M-GTA の⼿法は適合性が⾼い。また、本調査は⽣徒

へ⼤学図書館の利⽤権が与えられていた⾼校の卒業⽣という限定的な対象に対し、回顧的

インタビューという⼿法を⽤いる特性上、繰り返し複数回のインタビューを実施したり、

事後的に対象者を追加することは困難であることが予測された。よって、⽅法論的限定と

いう考え⽅に基づき、⼀度に収集したデータを対象に分析を⾏うという点も、親和性が⾼

い。以上から、本調査の分析⼿法として妥当と判断し、M-GTA を採⽤した。 

 

 

5.4 調査結果 

インタビューの概要 

スノーボールサンプリングの結果、11 名の参加者から協⼒を得た。インタビュー参加者

の属性は、以下の表 5.2 のとおりである。全員がスノーボールサンプリングにおいて設定

した条件に合致しており、⾼校卒業後 5 年⽬〜8 年⽬の年代となっている。なお、調査対

象校として選定した学校が⼥⼦校であったため、参加者全員が⼥性となっている。 

対⾯インタビューを 3 回、オンラインインタビューを 8 回実施し、合計 563 分の発話記

録を得た。 
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表 5.2 回顧的インタビュー参加者属性 

参加者 

番号 
性別 年齢 

⾼校卒業後の 

経過年数 
現在の所属 

インタビュー 

実施形態 
実施⽇ 

01 ⼥性 20 代 7 年⽬ 社会⼈ 対⾯ 2020/8/22 

02 ⼥性 20 代 8 年⽬ ⼤学院⽣ 対⾯ 2020/9/1 

03 ⼥性 20 代 6 年⽬ ⼤学院⽣ 対⾯ 2020/9/9 

04 ⼥性 20 代 7 年⽬ 社会⼈ オンライン 2020/9/9 

05 ⼥性 20 代 7 年⽬ 社会⼈ オンライン 2020/9/9 

06 ⼥性 20 代 8 年⽬ 社会⼈ オンライン 2020/9/13 

07 ⼥性 20 代 7 年⽬ ⼤学院⽣ オンライン 2020/9/19 

08 ⼥性 20 代 5 年⽬ 社会⼈ オンライン 2020/9/22 

09 ⼥性 20 代 6 年⽬ 社会⼈ オンライン 2020/9/22 

10 ⼥性 20 代 6 年⽬ ⼤学院⽣ オンライン 2020/9/29 

11 ⼥性 20 代 8 年⽬ 社会⼈ オンライン 2020/10/3 

 

 

⾼校時代の⼤学図書館利⽤状況の集計結果 

発話記録をもとに、各参加者の⾼校時代における⼤学図書館利⽤状況を集計した結果

を、表 5.3 に⽰す。まず、⼤学図書館利⽤状況について、発話された利⽤頻度の表現をも

とに、3 つのレベルに区分した結果、「定期的に利⽤・頻繁に利⽤」が 3 名、「ときどき利

⽤・⼀時期のみ利⽤」が 4 名、「ほぼ利⽤無し・全く利⽤経験無し」が 4 名との結果にな

った。次に、「定期的に利⽤・頻繁に利⽤」もしくは「ときどき利⽤・⼀時期のみ利⽤」

に該当する 7 名について、⼤学図書館訪問時に利⽤した機能を、発話内容をもとに集計し

た。その結果、双⽅を利⽤した参加者は 5 名、空間のみを利⽤した参加者が 1 名、資料の

みを利⽤した参加者が 1 名となった。なお、レファレンスサービス等の⼈的サービスを利

⽤したと発話した参加者は、1 ⼈もいなかった。 

 

  



80 

 

表 5.3 インタビュー参加者の⼤学図書館利⽤状況集計結果 

参加者 

番号 

⾼校時代の⼤学図書館利⽤状況 利⽤した⼤学図書館の機能 

⽇常的に利

⽤・頻繁に

利⽤ 

ときどき利

⽤・⼀時期

のみ利⽤ 

ほぼ利⽤無

し・全く利

⽤経験無し 

空間 資料 
⼈的 

サービス 

01   ○    

02  ○  ○ ○  

03 ○   ○ ○  

04  ○   ○  

05   ○    

06  ○  ○ ○  

07   ○    

08 ○   ○ ○  

09 ○   ○ ○  

10   ○    

11  ○  ○   

 

上記の集計結果をもとに、スノーボールサンプリングによる過剰な参加者の偏りが⽣じ

ていないか、検討を⾏った。⼤学図書館利⽤状況については、各区分でほぼ同数の参加者

数となっており、特定の利⽤者層に偏ることなく幅広く参加者を募ることができたと捉え

られる。また、レファレンスサービス等の⼈的サービスが⾼校⽣に⼗分認識されていない

ということは、⼩野らの先⾏研究でも指摘されており、同様の傾向であるため、本調査固

有の偏りではないと考えられる。よって、参加者に過剰な偏りはなく、本調査の分析に資

するデータを収集できたと判断した。⼀⽅、⼩野らの先⾏研究では、⼤学図書館資料の利

⽤度は低く学習空間としてのみ利⽤する⽣徒が多いと結論づけられていたが、今回の調査

では資料を利⽤した経験を語ったものが多数みられた。これは、⼩野らの先⾏研究が⾼校

在学中の⽣徒へインタビューを⾏った結果、1 年⽣・2 年⽣が多数含まれ、まだ⾼度な探

究課題や進路選択の機会に達していない参加者が多かったものと考えられる。今回の調査

では、卒業⽣に対して 3 年間の⾼校⽣活全てについて回顧してもらった結果、上級学年で
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⾼度な資料を要する機会に遭遇した発話が、複数確認された。 

 

 

5.5 M-GTA による分析 

分析テーマ・分析焦点者および分析⼿順の概要 

M-GTA の分析開始時に規定される分析テーマは、「⼤学図書館を利⽤可能な⾼校⽣が、

⼤学図書館の空間や資料を活⽤した学びに適応するプロセスの研究」と設定した。また、

分析焦点者は「⼤学図書館の利⽤権が与えられていた⾼校の卒業⽣」と設定した。 

分析の⼿順は、M-GTA の標準的⼿続きに則り、M-GTA の規定する分析ワークシートの

項⽬に相当する記録を蓄積しながら、以下の通りに実施した。 

(1) 概念⽣成作業前の準備として、発話記録へ作業優先順序の付与を⾏った。作業優先

順位は、表 5.3 で⽰された、「⾼校時代の⼤学図書館利⽤状況」の多い参加者から優

先した。 

(2) 第⼀次作業として、全ての発話記録を分析者が⽬視にて精読のうえ、概念⽣成を⾏

う。最初に分析対象とした参加者の発話内容を上から順番に確認しながら、設定し

た分析テーマに関連する捉えられる発話を発⾒した場合、新たな概念として分析ワ

ークシートを新規作成する。発話内容の意図を解釈して、設定した分析焦点者の視

点に⼀般化した定義を策定し、定義欄に記⼊する。そして、この定義に合致する発

話のバリエーションの 1 番⽬として、当該発話内容を転記する。 

 さらに、その定義に合致すると捉えられる発話を、同参加者の後ろの発話記録お

よび他の参加者の発話記録からも探索し、バリエーション欄の 2 番⽬以降に追記し

ていく。 

 概念を⽣成した際には、今後の発話にて対極となる概念や関連する概念が存在す

る可能性を考慮し、今後の作業時に網羅的な検討を⾏えるよう、理論的メモ欄にそ

れらの検討事項を記⼊しておく。さらに、新規概念⽣成と同時に過去に⽣成済みの

概念と継続的に⽐較検討をしつづけることで、実際に発話記録の中で発⾒された概

念の対⽴関係や影響関係などの傾向も記録していく。 

 この作業を全発話記録に対して繰り返し、新規概念が⽣成されない状態となるま
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で適⽤した結果、45 個の概念が⽣成された（⽣成された概念の全リストは、〔付録

D〕の表 D.1 を参照。）。 

(3) 第⼆次作業として、概念の統廃合や名称整理を通した、カテゴリー・サブカテゴリ

ーの⽣成を⾏った。この作業は、前⼿順で⽣成された概念同⼠の関係性を、相互に

⽐較検討することにより⾏われる。その際には、前⼿順での概念⽣成過程で理論的

メモとして記録された情報を参考に、全体の傾向を勘案しながら、意味的に類似す

る概念を統合して概念の規模を調整したり、プロセス内における位置づけが近い概

念をカテゴリー化するなどの整理を施す。プロセスの説明上における主要な位置づ

けとなる発話が複数確認された概念は、単⼀の概念であっても同名のカテゴリーへ

昇格となることがある。逆に、⼀回概念として⽣成されたものでも、他のバリエー

ションが後続の発話記録から発⾒されなかったり、概念が定義する内容の規模が他

と⽐べて著しく⼩さい結果となった場合は、不採⽤もしくは他の概念への吸収が⾏

われる。 

 例えば、〈学校図書館の経験・期待〉〈学校図書館での困難・失望感〉〈公共図書

館の経験・期待〉〈公共図書館での困難・失望感〉という 4 つの概念は、対象とす

る館種や抱いた感情はそれぞれ異なっている。しかし、⼤学図書館を認知する以前

においても多様な図書館を利⽤し、どのような情報源が⾃⾝の⽇常のニーズや⾏動

に適しているかという価値観を形成することに寄与している点で、分析テーマとし

て設定したプロセス上は近い位置付けにあると判断された。よって、これら 4 つの

概念を含める形で、【既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚】というカテゴリーを⽣成

した。 

 また、⾼校時代の⼤学図書館利⽤に関連する概念は、「⼤学図書館への訪問・体

験の契機」「⾼校時点での⾃⾝のニーズと⾃⾝が捉えた⼤学図書館機能の擦り合わ

せ」という 2 つのカテゴリーが当初⽣成されたが、これら 2 つは⾼校時代に早期に

セットで経験することで効果を⽣じていると捉えられた。そこで、【⼤学図書館と

いう新しい情報源の早期の認知】という上位カテゴリーを設定し、先の 2 つのカテ

ゴリーはサブカテゴリーとした。 

 この作業の結果、7 個のカテゴリーおよび２個のサブカテゴリーが⽣成された。

（⽣成された概念の全リストは、〔付録 D〕の表 D.1 を参照。） 

(4) ⽣成されたカテゴリー・サブカテゴリー間の関係性を図式化し、分析テーマで設定
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したプロセスを説明する「結果図」を作成した。カテゴリー・サブカテゴリー間の

関係性は、概念⽣成時に記録した理論的メモをもとに、各カテゴリーの順序関係や

影響関係、および対⽴・並⾏関係が反映されるよう図に可視化した。⽣成された結

果図を、図 5.1 に⽰す。 

(5) 最後に、結果図をもとに分析対象者の⾏動の説明モデルを⽂章で⽰す、「ストーリ

ーライン」を作成し、調査のまとめとする。 

 

なお、M-GTA における概念⽣成および付随する記録作成の作業については、⼊⼒およ

び概念整理作業の効率化のために、質的分析⽀援ソフトウェア「MaxQDA Analytics Pro 

2020」（Windows 版）を⽤いた。MaxQDA は、テキスト記述型の⻑⽂記録を⼿作業で質

的分析する際の効率化を補助する⽂書管理ソフトウェアで、テキストの⼀部を抜粋したセ

グメントに対するコード付与、およびその過程のメモを緻密に記録することに特化したイ

ンタフェースを持つ。今回の M-GTA における概念⽣成にあたっては、使⽤したソフトウ

ェア MaxQDA でセグメントに対してコードを付与する機能を⽤い、MaxQDA 上のコード

を M-GTA の概念とみなして⽣成作業を⾏った。また、MaxQDA のコードメモ・プロジェ

クトメモ機能を⽤いて、分析ワークシートの項⽬および理論的メモノートに相当する記録

を蓄積した。 

 

 

概念⽣成およびカテゴリー⽣成（具体的バリエーション例） 

以下に、概念⽣成およびカテゴリー⽣成の結果について、特徴的な発話のバリエーショ

ン例とともに説明を記述する。ここで、下記の記述中の【】・《》・〈〉の記号は、それぞれ

図 5.1 の結果図中におけるカテゴリー・サブカテゴリー・概念に対応する。「」内の⽂章

は、当該カテゴリーに関連する概念のバリエーションからの抜粋であり、それぞれ発話者

の番号および対応する概念名を付記した。参加者の個⼈を特定しうる情報の保護のため、

具体的バリエーション例は解釈に⽀障のない範囲で⼀部修正を⾏い転記した。 

 

カテゴリー【既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚】（⾼校時代までのフェーズ） 

このカテゴリーには、〈学校図書館の経験・期待〉〈学校図書館での困難・失望感〉〈公

共図書館の経験・期待〉〈公共図書館で困難・失望感〉という 4 つの概念が含まれる。 
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それまでの学校図書館や公共図書館に対する利⽤経験をもとに、⾼校時点における⾃⼰

のニーズと各情報源の適性を⾒極める。学校図書館および公共図書館それぞれに対して、

場⾯や⽬的に応じて活⽤できた成功体験や有効利⽤への期待を抱くケースと、⾃⾝のニー

ズにマッチせず困難や失望感を感じるケースの、双⽅があり得る。これらの思考の蓄積を

通し、既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚を⾝につける。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「⾼校の１〜２年⽣のときは、本を、レポートの本を借りたり、英語の多読の本を借

りたり。あとは、なんだろう。進路の本を、進路調べるために⾒に⾏ったりとか」

（参加者 03）〈学校図書館の経験・期待〉 

 「私がちょうど⾼校２年⽣のときに＊＊＊（筆者注：舞台芸術の⼀分野）をやってい

て、そのときに、舞台って、そもそもどういう歴史があるのかとか、ちょっと専⾨的

な部分を知りたいなって思って、学校の図書館で何か本を借りれないか調べたら、学

校の図書館は、⾼校の図書館は⽐較的学問に紐づいたり、⾼校の学問に紐づくとか、

⽐較的万⼈受けする⼩説とかのほうが多かったりとか、当たり障りのない、ニッチな

ところが、攻めてない本が多かったんですよ。」（参加者 09）〈学校図書館での困難・

失望感〉 

 「＊＊＊区⽴図書館だと、結構⼤きい図書館なので、その図書館にない本も取り寄せ

てもらえたりとか、学校の図書館だと、どうしても授業にかかわる本は⼿厚く取り扱

っているけれども、それ以外の本は、あんまりないとか、あったりすると思うんです

けれども、＊＊＊区⽴図書館は、割と全⽅位の本を備えてくれていて、何かアートの

本が⾒たいなみたいなときも、すぐに⾒つけれて、よく使ってたなと思います。あ

と、冷房がちゃんと効いてました。」（参加者 06）〈公共図書館の経験・期待〉 

 「例えば⼈気の⼩説だったりとか、はやってるものっていうのは、やっぱり公共図書

館だとなかなか借りづらかったりするので、そういうのであれば、たぶん学校図書館

で先に探すことのほうが多かった」（参加者 04）〈公共図書館で困難・失望感〉 

 

カテゴリー【⼤学図書館という新しい情報源の早期の認知】（⾼校時代までのフェーズ） 

このカテゴリーには、以下の２つのサブカテゴリーが含まれる。下記の２つのプロセス

を通して、これまでに利⽤してこなかった新たな情報源の候補として、⼤学図書館を早期
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に認知することに繋がっている。 

 

サブカテゴリー《⼤学図書館への訪問・体験の契機》 

このサブカテゴリーには、〈⼤学図書館への憧れ・興味〉〈友⼈からの影響〉〈授業での

指⽰やガイダンスでの案内〉という 3 つの概念が含まれる。 

⼤学図書館の利⽤権を与えられ、⾼校⽣ながら⼤学図書館を利⽤可能であるという境遇

に置かれる。⼤学図書館などの⼤規模図書館への憧れや個⼈的興味、友⼈からの誘いや友

⼈の利⽤状況を⾒て触発される、授業の課題での資料利⽤指⽰や図書館ガイダンスでの案

内を受ける、といった多様で複合的なきっかけにより、実際に⼤学図書館へ訪問し利⽤体

験をする契機を得る。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「なんか⼤学の図書館使えるってかっこいいなっていう。最初の動機はもう単純にそ

れでした。」（参加者 03）「最初に⼤学図書館に⾏ったのは、使えるっていう権利が付

与されてたので、興味、まあまあ、⾏ってみようよみたいな感じで⾏きました。」（参

加者 08）〈⼤学図書館への憧れ・興味〉 

 「周りの⼦も結構しっかり調べてくる⼦が多かったので、⾃分もある程度ちゃんとし

た成果というか、調べた結果を持っていかないとまずいなっていう気になってたと思

います。」（参加者 03）〈友⼈からの影響〉 

 「なんか⼤学の図書館の⽅が説明に来てくれたのかな。なんか学校の先⽣から伺った

のか忘れましたけど、⼤学図書館の使い⽅みたいな説明をしていただいた記憶があっ

て、早速⾏ったと思いますね。」（参加者 03）〈授業での指⽰やガイダンスでの案内〉 

 

サブカテゴリー《⾼校時点での⾃⾝のニーズと⾃⾝が捉えた⼤学図書館機能の擦り合わせ》 

このサブカテゴリーには、〈⼤学図書館空間へ好印象を抱く〉〈⼤学図書館資料の専⾨性

を認識・期待を抱く〉〈⼤学図書館空間へギャップを覚える〉〈⼤学図書館資料の専⾨性に

驚く・ギャップを覚える〉〈⼤学図書館空間の⽇常利⽤〉〈⼤学図書館の図書の⽇常利⽤〉

〈物理的条件（距離・時間）〉という 7 つの概念が含まれる。 

⼤学図書館現地への訪問を通して、⼤学図書館という存在に対する第⼀印象を得る。⼤

学図書館の空間⾯および資料⾯のそれぞれの側⾯について、⾃⾝の体験時の局所的な経験
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をもとに、⾃⾝の捉えた⼤学図書館像が形成される。そして、その時点での⾃⾝のニーズ

と⼤学図書館像を⽐較し、⼤学図書館の専⾨性に好印象や期待を抱く場合もある。⼀⽅

で、⾃⾝が求めていた図書館機能とのギャップを感じたり、⼤学図書館の専⾨性へ圧倒さ

れてしまうこともある。特に、⾃⾝の通学路に対して⼤学図書館へ⽴ち寄ることに対する

物理的な経路・距離の条件や、部活動や課外活動との兼ね合いによる利⽤時間の制約、お

よび⾃⾝の学習時の経験から蓄積された⾳環境への希望などが、これらの印象に差異をも

たらす要因となり得る。 

このように、訪問と利⽤体験を通して、⾼校時点での⾃⾝のニーズと、⾃⾝が捉えた⼤

学図書館機能の擦り合わせが⾏われているといえる。そして、擦り合わせの結果として空

間や図書に対するニーズが⼤学図書館像と合致した場合、⽇常的な利⽤へと移⾏してい

く。また、当初は⾃習⽬的での限定的な空間利⽤であったとしても、その過程で⼤学図書

館の書架や展⽰へ偶発的に遭遇することで、⼤学図書館の資料の専⾨性に関⼼や期待を抱

き、図書利⽤へと繋がることもある。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「⾃分で頑張れないタイプなので、たぶん、誰かと勉強したかったっていうのがあっ

て、近所の図書館だと結局⼀⼈になっちゃうっていうのはあったので、友⼈と共通で

使いやすい場所っていうのが、近所の図書館と⼤学図書館の⽐較ではあったかなと思

います。ある程度、ちょっと、めっちゃ静かなところが嫌だったので、ちょっと話し

したり、ちょっとざわついても問題ないところで、タダで使えるところっていう条件

はあったかなと思います。」（参加者 08）〈⼤学図書館空間へ好印象を抱く〉 

 「＊＊＊関係の本が多いなっていうふうに、なんとなく思っていて。もしかしたら、

司書さんが、そういうのが⽬⽴つうように置いてくれていただけなのかもしれないん

ですけれども、なんとなく⼤学の特⾊を感じるなって思っていました。」（参加者 06）

「⾃分の趣味で、勉強していく中で、⽇本史を勉強する中で、⽇本史の資料集をずっ

と⾒つめながら勉強してたら、なんか＊＊＊がすごく可愛く⾒えてきて＊＊＊にハマ

っちゃったんですよ。（笑）＊＊＊の専⾨書っていうのは、すごく⾼くてですね、し

かも、⼤きくて重いものが多いんですね、古いし。なので、その辺りは、すごく⼤学

図書館を活⽤していた記憶があります。」（参加者 09）〈⼤学図書館資料の専⾨性を認

識・期待を抱く〉 
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 「なんかテスト勉強とかで使った経験もなくはないんですけど、やっぱあんまり場所

として私には向いてなかったかなって感じ。」（参加者 04）「当時、なんか確かあのゲ

ートの中、映像資料を⾒るスペースみたいなのが結構たぶん、なんか⼿前のほうに充

実してたはずなんだけど、あんまり個⼈が中に⼊って勉強するスペースって、たぶ

ん、そんなに数が多くなかったように記憶していて。」（参加者 02）〈⼤学図書館空間

へギャップを覚える〉 

 「なんかあの頃の私からすると、⼤学図書館に置いてある本って、やっぱこのさ、⾼

校⽣が読むものと⽐べると、専⾨性が⾼い本が多いから、なんか私が必要としていな

かった、その当時、そういう本をあんまり。」（参加者 02）「なんか全然、その、なん

かこう、興味が引かれなかったっていうのもある。なんかこう、⾒はしたんだけど、

⼀通りいろんなもの。だけど、なんか興味を持って、じゃあ、この本読んでみようっ

ていうふうにはあんまならなかったし、あと授業で結局必要にあんまならなかったっ

ていう。」（参加者 02）〈⼤学図書館資料の専⾨性に驚く・ギャップを覚える〉 

 「＊＊＊⼤⽣に混じって、期末試験の前とかに、それこそ、だから、１〜２年⽣の頃

は、試験前に勉強するっていうと、学校の図書室、その学校についてた＊階の図書室

じゃなくて、⼤学図書館の⾃習室を使ってた。だから、なんか⽣協が近いから、ちょ

っとなんかおやつ⾷べてみたいな。なんか友達と３⼈ぐらいで⼤学の図書室、授業終

わったあと⾏って、勉強して疲れたら⾷堂でなんかちょっとお菓⼦と⼀緒につまん

で、また図書室に戻ってみたいな感じで、夜、⼣⽅から夜にかけて勉強して帰るみた

いな使い⽅は。」（参加者 02）「たぶん、⼟曜⽇も、⼟⽇も含めて、たぶん、週３ぐら

い⾏っていて。⽬的は、１個が…、何だったかな、⽬的は、１個は、⼤学受験の勉強

のために、⾃習室だったりとか、あとは、書架の中にある机で勉強するっていうのが

あったのと。」（参加者 09）〈⼤学図書館空間の⽇常利⽤〉 

 「⼤学図書館も結構⾏ってたので、そっちで借りられる本が⾒つけたら、そっちで借

りて帰ってちょうどよかったってこともありますし、あと⾼校のほうだと、私、結構

レポート取り掛かりが遅かったので、もう私がやろうとしたときには、すでに誰かが

借りていたりとかがあったので、⼤学で借りることも多かったです。」（参加者 03）

「あとは、当時、⾼校でも⼤学の授業を受講できるっていう権利があって、⼿を挙げ

れば受けられたんですよ。なので、それを確か、⼼理学か何かを取ってて、それの参

考図書を借りるために⾏って、返せないので、その場で読んで書いてたっていうのが
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ありました。」（参加者 09）〈⼤学図書館の図書の⽇常利⽤〉 

 

カテゴリー【⻑期にわたり根付いた情報リテラシー意識】（⾼校時代までのフェーズ） 

このカテゴリーには、〈探究学習指導や情報リテラシー指導を受けた記憶〉〈インターネ

ット情報源の常⽤経験〉〈情報源の信頼性を重視しインターネット利⽤の優先度低下〉〈イ

ンターネット情報源の限定的な利⽤（⼊⼝・補完的利⽤）〉という 4 つの概念が含まれ

る。 

⾼校⽣は、図書館のみを利⽤することはなく、インターネット上の情報源も⽇常的に利

⽤している。⼀⽅で、中学時代以前も含めた⻑い学びの歴史のなかで、情報源の信頼性を

⾒抜くことの重要性を指導されたり、インターネット上の信頼性の危うい情報源へ出会っ

た経験が、記憶の中に根付いている。これらの記憶が⾼校時代にも⾃ずと蘇り、⾃然と信

頼性の⾼い情報源を優先し、インターネット上の情報源の利⽤優先度を下げる姿勢がうま

れる。さらに、求める情報の種類や情報収集の段階に応じて、インターネットの利⽤が有

益に機能する機会を⾒極め、テーマ設定時などの探究の⼊⼝として、もしくは最新の情報

といった図書媒体が不得⼿とする情報種別の際のみに補完的に利⽤するといった、⻑期に

わたり根付いた情報リテラシー意識が発揮されたインターネット利⽤に繋がっている。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「インターネットの情報ってさ、当時から、ほら、インターネットリテラシーのお勉

強、われわれたくさんさせられてきててさ、なんかあんまり信⽤しちゃいけないみた

いな、いうのが結構⾃分の中に強くあったから、レポートを書くときは、インターネ

ットのサイトは絶対引⽤しなかった。」（参加者 02）「当時は、インターネットとかも

すごく調べられたわけじゃないですけど、ウィキペディアは参考⽂献じゃないとか、

あとは、根拠を持って話をしろとかっていうのは、すごく指導を受けていたので、特

に、本に⽴ち返るようにっていうのも、とっても教育の中で⾔われていたことだった

ので、たぶん、そこが⾃然と⾝に付いて、そのあと使ったネットとかよりかは本を信

じるようになったんだと思います。」（参加者 09）〈探究学習指導や情報リテラシー指

導を受けた記憶〉 

 「まず⼀貫してる点は、ネットをあたるっていうところかなと思います。図書館の利

⽤は、やっぱり、⾼校時代は読書のために使ってたときもありましたけど、全体的
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に、必要に駆られて使ってるっていうことが多かったですね、授業の課題とか。」（参

加者 11）「ネットで調べて、必要があれば本もあたるっていうようなパターンが、⾃

分は多かったと思います。」（参加者 11）〈インターネット情報源の常⽤経験〉 

 「パソコンで調べるときとかは、結局どこが出してる情報なんだっけみたいなところ

が信⽤できないと、参考として使っていいんだっけみたいなところは⾼校のときから

気になっていたポイントではあるので、なんていうんだろう、公的機関が出してるも

のはガンガン使ってた気がしますけど、そうじゃないものはあまり使わないようにし

てた気がします。」（参加者 08）「やっぱり、インターネット、誰がやってるか分かん

ないものが多かったりとか、あと、⾃由に発⾔できるじゃないですか。それに対して

誰かが⾒ているわけでもなく、検閲が⼊ってるわけでもないっていうのを認識した上

で使っているので、それ相応の使い⽅になるというか。」（参加者 08）〈情報源の信頼

性を重視しインターネット利⽤の優先度低下〉 

 「なんかざざっと概要を調べたいみたいなときは、結構インターネットを使ってたの

かなと思います。結局、さっきみたいな、どこが出してるんだっけっていうのが結構

気になってたので、引⽤とかするときは、本じゃなきゃダメなんだろうなみたいな、

本のほうがいいんだろうなっていうふうに思ってたところはあり、そうですね、なん

かテーマを絞るときとか、この中でどれを選ぼうみたいなときは、すごい雑な説明で

申し訳ないんですけど、たぶん、パソコンを使ってて、それを、じゃあ、深堀りしよ

うとか、ある程度信頼のある⼈の書いてあるものを⾒ようみたいになったら本を使う

みたいな、使い分けをしてたのかもしれない。」（参加者 08）〈インターネット情報源

の限定的な利⽤（⼊⼝・補完的利⽤）〉 

 

カテゴリー【情報源の使い分け意識の確⽴・定着】（⾼校時代までのフェーズ） 

このカテゴリーは、単⼀の概念から昇格する形で⽣成された。 

⾼校までに経験した、複数の種類の図書館およびインターネット上の情報源の利⽤経験

が集約され、⾃⾝にとって効率的もしくは快適と考える情報収集のパターンが確⽴されて

いく。⾃⾝の中で情報源の使い分けの基準が定着し、具体的な場⾯や⽬的に応じて組み合

わせて利⽤していく意識が醸成されていく。 

 

＊具体的バリエーション例： 
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 「まず、ネットで検索して、ウィキペディアとかブログに書いてある内容でテーマは

当たりを付けて、その後に、ウィキペディアに載ってた参考書とかを検索して、当

時、あったのかな…、その本の関連本とかを⾒て、その本と関連本を図書館へ探しに

⾏くみたいな感じだったなと思っています。」（参加者 06）「基本は、ネットから⼊っ

ていた記憶があります。Google とかで、何か興味を持った分野について Google とか

で調べて、それに派⽣して団体とかが出てくれば、その団体のイベントに参加してみ

るとか。あとは、良さそうな本があれば本に当たるとかしてた記憶があります。基本

的には、ホームページとかネットで調べたものよりかは、本で出版されたもののほう

が、信ぴょう性があると思ってたので、誰でも書けるものではなくて、いろんな⼈の

⽬を通って出版されたんだろうなって思ってたので、本を最終的にはベースにして、

プラス⾃分の⾒たもの、感じたものを調べたっていうふうに認識して、課題をやって

いた記憶があります。」（参加者 09）〈情報源の使い分け意識の確⽴・定着〉 

 

カテゴリー【⼤学図書館を活⽤した学びへの順応】（⼤学⼊学以降のフェーズ） 

このカテゴリーには、〈専⾨分野の学びにおける⼤学図書館の活⽤〉〈拡張された概念で

のインターネット活⽤（オンライン DB・電⼦資料を含む）〉〈友⼈や先輩からの影響（⼤

学時代）〉〈授業での指⽰やガイダンスでの案内（⼤学時代）〉という 4 つの概念が含まれ

る。 

⼤学⼊学後、⼤学図書館側が想定する標準年齢として、再び⼤学図書館に出会う。⼊学

時のガイダンスや授業での資料利⽤の指⽰をうけたり、友⼈や先輩からの助⾔および活⽤

経験談の情報共有により、⼤学図書館利⽤へ繋がっていく。その際、⾃⾝が⼤学で学ぶ専

⾨分野に特化された⼤学図書館機能に魅⼒を感じ、円滑な⽇常利⽤へと導⼊されていく。 

さらに、オンラインデータベースや電⼦ジャーナルといった、インターネット上で提供

される電⼦的な学術情報の存在を認知する。⾼校時代までは「インターネットは信頼性が

低い」という情報リテラシー意識を持っていたが、信頼性の⾼いインターネット上の情報

源も存在するという事実を知ることとなり、“インターネット”という概念が拡張されてい

く。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「進学した先が、⼯学部の＊＊＊学科だったんですが、＊＊＊の授業で設計の授業が
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あったんですけど、参考にする＊＊＊であったり、図⾯の掲載されてる＊＊＊系の雑

誌が図書館にあったので、そういうのを⾒ないと、やっぱり、アイデアとかが出てき

づらいので、そういった点で、必然的に図書館に通う頻度が増えてたと思います。」

（参加者 11）「⾼校の時と同じように試験前の期間とかに図書館、⼤学の図書館に⾏

って⾃習をするっていうために使うことももちろんあったし、レポート、なんかそ

れ、試験前に勉強するのと同じような要領で、よし、レポート書きに⾏こうっていっ

て、レポート書きに⾏って、そこで、ちょっと分かんないし、本で調べるかみたいな

ので、ついでに本で調べるみたいなこともあったし。」（参加者 02）〈専⾨分野の学び

における⼤学図書館の活⽤〉 

 「基本的にはパソコンで、⾃分で関連するテーマの論⽂とか特許とかそういうのを調

べてきて。そういうのになんか Google Scholar とか、Google Patents とか、あと化

学系で論⽂探すんだったら、サイファインダーっていうソフトが、ソフトっていう

か、システムがあって、それで調べる。で、論⽂ヒットして。で、⼤学はさ、ほら、

もういろんな論⽂誌と契約してくれてるから、図書館が。そこから論⽂引っ張ってき

て、印刷して読んでみたいな感じ。」（参加者 02）「⼤学になって⼤きく変わったの

が、あれですね、論⽂。論⽂を調べるっていうのが出てきました。それは、良さそう

な本がなかったら、サイニー（CiNii）に⾏って本を探すっていうのもありますし、あ

とは、結構、⼤学に⼊ると、それまでと違って専⾨的な本も多く読むようになったの

で、専⾨的な本の引⽤⽂献で論⽂が使われてたりとかするので、そこから引っ張って

きて読んだりとかっていうのもありました。本も、もちろん、参考⽂献から引っ張っ

てきて読んだりもしてました。」（参加者 09）〈拡張された概念でのインターネット活

⽤（オンライン DB・電⼦資料を含む）〉 

 「１年⽣の最初の期末にレポート書かなきゃってなって、とりあえず本を読まないと

書けないよねってなって、ちょっと同級⽣と⾏ってみたみたいなのが、きっかけだっ

たかなと思います。」（参加者 06）「私、研究室に⼊って、卒業研究よりも前なんだけ

ど、それって。３年⽣の夏に研究室に⼊ったときに、やっぱり、研究室の先輩たちか

ら、研究テーマの、に関連するような⽂献を探す⽅法っていうのは、やっぱそういう

ふうに教わるわけで、⼊ったときに。そういうところで学んだ。そういうのは授業じ

ゃあんま教えてくれないんだよね。」（参加者 02）〈友⼈や先輩からの影響（⼤学時

代）〉 
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 「なんかレポートの書き⽅みたいなのを教えてくれる授業が、１年⽣の１学期、最初

の学期にあって、その授業でも⾔ってたと思います」（参加者 03）「授業の始まる前

に、これは課題図書だよって⾔われるのが何冊かあったりするので、そういうふうに

始まった授業だと、この授業は本をいっぱい読んだほうがいいんだろうなとか、思っ

たりはしていました。」（参加者 06）〈授業での指⽰やガイダンスでの案内（⼤学時

代）〉 

 

カテゴリー【より⾼度化された情報源の使い分け意識の確⽴・定着】（⼤学⼊学以降のフェ

ーズ） 

このカテゴリーは、〈より⾼度化された情報源の使い分け意識の確⽴・定着〉という概

念が昇格しつつ、〈⼤学図書館以外の専⾨的施設の組み合わせ利⽤〉という概念も内包さ

れる。 

⼤学での年次が上がるにつれて、卒業研究などの開始により、⾃⾝での主体的な情報収

集を要する機会が増え、さらに独⾃に新たな情報源を開拓し始める。⾃⾝のニーズに応じ

て、国⽴国会図書館などの専⾨的施設の利⽤にまで発展することもある。⼤学図書館の専

⾨的資料、およびオンラインデータベースや電⼦ジャーナルといった拡張されたインター

ネット情報源とあわせ、⾼校時代と⽐べてよりいっそう⾼度化された情報源の使い分け意

識が確⽴・定着する。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「⼤学の図書館も結構使ってたんですけど、県⽴の、＊＊＊県⽴の図書館だとか、＊

＊＊市⽴の図書館も使うことがあったんですけど。⼤学を通じて、⼤学まで持ってき

てもらって借りられたので、そのサービスは何回か使ったと思います。」（参加者 03）

「例えば、すごく、＊＊＊の情報がものすごく、⽇本語で書いてあるのがすごく少な

かったので、⼤学の図書館にもなかった、ほとんどなかったので、その辺りは全部あ

そこに⾏きました、国⽴国会図書館に⾏きました。たぶん、国⽴国会図書館にあっ

た、その⼈に関する本は、たぶん、全部読んで、あと、国⽴国会図書館で取り寄せら

れる論⽂あるじゃないですか、それとかも、たぶん、ほぼほぼ読みました。ですね。

場所、使う場所が１個増えたなっていうのがありますね。」（参加者 09）〈⼤学図書館

以外の専⾨的施設の組み合わせ利⽤〉 
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 「インターネット検索と、あと、⼤学の図書館、＊＊＊の図書館と、＊＊＊区⽴中央

図書館と、あとは、書店で本を購⼊するっていうのが多かったです。インターネット

検索に関しては、作品を制作するっていう課題が多かったので、ほかの作家さんやデ

ザイナーさんがどういうのをつくっているのかとか、「＊＊＊論」っていう授業があ

ったんですけれども、世の中で＊＊＊の特性を⽣かした作品は、どんなのがあるかな

っていうのを検索して調べたりしていました。あとは、＊＊＊のソフトウェアの使い

⽅が分からなくて、当時。それは本で調べようとすると、調べたい機能が何て名前な

のか、よく分かんなかったりするので、⾒つけれなくて、それはネット調べてること

が多かったです。（中略）本を使っていたシーンだと、例えば、「＊＊＊史概説」って

いう授業があって、どういう歴史の中で＊＊＊が⽣まれてきたのかとか、どういう歴

史の中で⼤量⽣産が始まって今みたいな⼯業デザインっていうものが発⽣してきて、

それは、⼯業⽣産時代前の⼿づくりのものとは何が違うんだろうみたいなことを考え

るときは、⼤学の図書館に⾏って＊＊＊史の本とかをよく読んでいたと思います。あ

とは、＊＊＊の⼤学図書館は、カタログの蔵書数がものすごく多くて、世界各国で展

⽰会とかがされた際のカタログをたくさん置いてくれていて、デザイン的に貴重な本

もたくさん所有していたので、そういったものを⾒たりもしていました。⼀般の本屋

さんに⾏ったり、＊＊＊区⽴図書館に⾏くっていうときは、どんな本が多かったか

な。いや、ちょっと冷静に考えると、娯楽系の本のほうが多かったかもしれないで

す。」（参加者 06）〈より⾼度化された情報源の使い分け意識の確⽴・定着〉 

 

カテゴリー【⾼校から⼤学へ円滑に適応した要因の⾃⼰認識】 

このカテゴリーには、〈⾼校までの経験がアドバンテージになった認識〉〈⾼校までの情

報利⽤法を継承している認識〉〈⾼校時代から成⻑し新たな情報利⽤法に適応したことの

認識〉という 3 つの概念が含まれる。 

⼤学図書館を利⽤した⼤学での学びへ円滑に適応できた要因を、⾼校時代の⾃⾝の状況

と⽐較しながら回顧する。その結果、⾼校時代に早期に⼤学図書館を利⽤できたことがア

ドバンテージとなったと感じる者や、⾼校時代までの情報利⽤法を継承して続⾏したこと

で上⼿くいっていると感じる者など、⾼校時代までの経験が直接的に活きていると感じる

場合がある。⼀⽅で、たとえ⾼校時代に⼤学図書館を⾼頻度で利⽤していなかったとして

も、⾼校時代には専⾨的で使いにくいと感じ利⽤しなかった⼤学図書館像が、⼤学⼊学後
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はむしろ使いやすいと感じ、円滑な利⽤に繋がる場合もある。つまり、⾼校時代は⾼度な

⼤学図書館へギャップを感じつつも、⼤学に⼊るまでに⾃⾝が成⻑したことを実感し、当

時の⼤学図書館像の印象が蘇ることで、⾃⾝の現状に適合する感覚を得て円滑な利⽤開始

へ繋がることがある。 

 

＊具体的バリエーション例： 

 「そういう意味では、すごい＊＊＊⾼のときにレポートいっぱい書かされたっていう

教育が、なんか⽣きてるのかなとは思う。」（参加者 02）「⾼校時代からすごい恵まれ

た環境にいたなっていうのを実感しました。⼤学図書館が⾼校時代から使えたってい

うこともそうですし、いろんな情報の得⽅があるっていうことを学ぶ機会も⼗分あり

ましたし。はい。それは、特にそうですね、⼤学に⼊ったときに、まずどうやって⽂

献にあたればいいか分からないみたいな友達がごろごろいる中で、私はそんなことが

なかったので、その時点でまず⾼校時代って恵まれてたなって思ったのを今思い出し

ました。」（参加者 03）〈⾼校までの経験がアドバンテージになった認識〉 

 「⼤学に⼊ってからは、私、⼤学も図書館の使い⽅あんまり変わってないので、たぶ

ん、そうだと思います。」（参加者 08）「もともと図書館で本を探すっていうことは

さ、⾃分でさ、⼩中⾼と。⼩は違うな。中⾼とさ、地域の図書館⾏ったりとか、学校

図書館、今まで使ってきたりみたいなところで、なんか本の探し⽅っていうのは分か

ってるから、それを使ってって感じ。」（参加者 02）〈⾼校までの情報利⽤法を継承し

ている認識〉 

 「⾼校⼊ったときに⼤学の図書館も使えますよっていう話になって、たぶん最初に何

度かどんなものかなっていうんで⾒に⾏ったと思うんですよ。で、⾒に⾏ったときに

やっぱり置いてある本の種類とか、ジャンルっていうのが、やっぱり公共図書館と

か、普段使ってる図書館とは違うんだなっていうのは、なんとなくたぶん認識をして

いて。で、実際その資料を探すときとかに、そういえば⼤学図書館であれば、専⾨的

な本とかがいっぱいあったような気がするっていうところで、たぶん使うようになっ

たんじゃないかなと思います。」（参加者 04）「図書館の利⽤頻度が増えたのが⾃分で

も結構意外で、⾼校時代に忙しくなって使わなくなっちゃったし、⼩説も忙しいから

読まなくなっちゃったので、そのまま使わないかなと思いきや、結構、ネットで⾜り

ない情報が多くて、例えば、体系的にまとまっていないであったりとか、裏付けが、
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さすがに不⼗分すぎるとか、そういうのがあって本も活⽤したいっていう機会がむし

ろ増えてて、そこが結構意外でした」（参加者 06）〈⾼校時代から成⻑し新たな情報利

⽤法に適応したことの認識〉 

 

 

結果図の作成 

概念⽣成およびカテゴリー⽣成の結果をふまえ、結果図を作成した。結果図とは、分析

結果の全体像を、構成する概念やカテゴリー相互の関係性と共に視覚的に⽰すものであ

る。M-GTA では、結果図を作成することは⼿法上必須の⼿順とされているが、その作図

⽅法は画⼀的に規定されていない。M-GTA は時系列分析ではないため、縦軸・横軸の設

定や配置⽅法も、分析者⾃⾝が柔軟に設定できる。理解しやすさを重視し、分析テーマや

データの特性に応じて、軸の設定や図形の選択を慎重に考慮して作図することが求められ

ている。 

今回の場合、分析テーマに設定した「⼤学図書館を利⽤可能な⾼校⽣が、⼤学図書館の

空間や資料を活⽤した学びに適応するプロセス」を把握可能にすべく、データから得られ

た概念およびカテゴリーを、以下の過程・基準で図式化した。 

① ⽣成されたカテゴリーは、⾼校時代までに関するものと、⼤学⼊学以降に関するも

のの、⼆種が存在した。そこで、図を左右に 2 分割し、左側に「⾼校時代までのフ

ェーズ」に関するカテゴリーを配置し、図の右側に「⼤学⼊学校のフェーズ」に関

するカテゴリーを配置した。 

② 時系列図ではないため、各フェーズの中で左から右に時間軸が経過することを意味

するわけではない。例えば、⾼校時代までのフェーズにおいては、図の左端が⾼校

1 年⽣を⽰すものではなく、右端が⾼校 3 年⽣を⽰すものでもない。⾼校時代まで

の中で、これらのカテゴリーがどのような年次で発⽣するかは⼈によって異なる。

⽮印で⽰した前後関係や影響関係をもつカテゴリー以外は、同時並⾏的に⽣じる可

能性もある。 

③ ⾼校時代までのフェーズに関するカテゴリーとして、【既知の情報源と⾃⼰の適性

の感覚】、【⼤学図書館という新しい情報源の早期の認知】、および【⻑期にわたり

根付いた情報リテラシー意識】が存在する。この 3 つは、⼈によってタイミングは

異なるが、多くの場合で⾼校時代までの間に経験（認識）することが確認された。
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そこで、⽮印による前後関係を設けずに、縦に並列的に配置した。 

④ 【既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚】【⼤学図書館という新しい情報源の早期の認

知】【⻑期にわたり根付いた情報リテラシー意識】の 3 つの経験（認識）を得る

と、それらの経験（認識）を組み合わせて【情報源の使い分け意識の確⽴・定着】

が図られるという、影響関係の傾向が確認された。そこで、この 3 つのカテゴリー

から【情報源の使い分け意識の確⽴・定着】へ⽮印を引き、⾼校時代までのフェー

ズにおける成⻑の到達点として配置した。 

⑤ ⼤学⼊学以降のフェーズに関するカテゴリーは 2 つ⽣成されているが、これらは前

後関係にある。⼈によりタイミングは異なるが、【⼤学図書館を活⽤した学びへの

順応】が⾏われ、その延⻑線上に【より⾼度化された情報源の使い分け意識の確

⽴・定着】まで⾄ることが確認された。よって、⽮印を引いて前後関係を⽰したう

えで、【より⾼度化された情報源の使い分け意識の確⽴・定着】を⼤学⼊学以降の

フェーズにおける成⻑の到達点として、配置した。 

⑥ ⼤学⼊学以降のフェーズにおける【より⾼度化された情報源の使い分け意識の確

⽴・定着】は、⾼校時代までのフェーズにおける【情報源の使い分け意識の確⽴・

定着】と同種のカテゴリーでありつつも、発展的な関係にある。つまり、⾼校時代

までに確⽴・定着した情報源の使い分けの意識が、何らかの経験や契機により強化

され、より⾼度化された情報源の使い分け意識へ発展できる場合がある、といえ

る。本調査では、当事者たちの回顧によって、この発展に寄与した可能性のある複

数の経験・契機の候補が明らかになっており、それが【⾼校から⼤学へ円滑に適応

した要因の⾃⼰認識】にあたる。しかしながら、本調査の範囲では、どの経験や契

機がこの発展に直接的な影響をもたらすのか、明確な因果関係までは明らかにでき

ていない。そこで、この意味合いを図式に反映すべく、結果図の上では曲線の⽮印

で【情報源の使い分け意識の確⽴・定着】と【より⾼度化された情報源の使い分け

意識の確⽴・定着】のカテゴリーを繋ぎ、その関係性の要因となりうる候補として

【⾼校から⼤学へ円滑に適応した要因の⾃⼰認識】を間に設置した。 
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5.6 本調査のまとめ 

M-GTA により⽣成された結果図をもとに、カテゴリー・サブカテゴリーの関係性や変

化を解釈した。そして、「⼤学図書館を利⽤可能な⾼校⽣が、⼤学図書館の空間や資料を

活⽤した学びに適応するプロセス」のモデルを検討した。このモデルを簡潔に⽂章化し、

本調査のまとめとして、以下の通りストーリーラインとして改めて⽰す。前項と同様に、

下記の記述中の【】・《》の記号は、それぞれ図 5.1 中におけるカテゴリー・サブカテゴリ

ーに対応している。 

 

まず、⾼校⽣は学校図書館や公共図書館の利⽤経験を通し、【既知の情報源と⾃⼰の適

性の感覚】を、ある程度有している。そのような前提において、⼤学図書館の利⽤権を与

えられると、授業での指導や友⼈からの影響などの複合的なきっかけにより、《⼤学図書

館への訪問・体験の契機》を得て、⾃⾝の中の⼤学図書館像ができあがる。そして、空間

⾯・資料⾯の双⽅から《⾼校時点での⾃⾝のニーズと⾃⾝が捉えた⼤学図書館機能の擦り

合わせ》が⾃ずと⾏われ、これが合致すると⽇常利⽤に⾄ることがある。⼤学図書館の⽇

常利⽤に⾄った場合、⾄らなかった場合、いずれの場合においても、【⼤学図書館という

新しい情報源の早期の認知】という効果を得られている。また、⾼校⽣はインターネット

上の情報源も常⽤してきているが、中学時代以前も含めた【⻑期にわたり根付いた情報リ

テラシー意識】が発揮され、学習⽬的の際にはインターネットよりも信頼性の⾼い他の情

報源を優先したり、有効な場⾯を⾒極めて限定的に利⽤する習慣がある。よって、信頼性

の⾼い新たな情報源として⼤学図書館を取り⼊れられた場合、複数の館種や媒体にまたが

る【情報源の使い分け意識の確⽴・定着】が⾼校時代から図られる。 

 次に、このような過程を経た⾼校⽣が⼤学へ⼊学すると、⾼校時代から⼤学図書館を⽇

常利⽤していた者は、その延⻑として迅速に⼤学図書館へ順応する。⼀⽅、⾼校時代に⼤

学図書館をあまり利⽤していなかった者であっても、⾼校時代にギャップを感じた⼤学図

書館像が強く印象に残っているため、⼤学⽣に成⻑した⾃⾝の状況に改めて当てはめて想

起しなおすことで、⼤学図書館活⽤のイメージを想起しやすく、結果的に抵抗なく⼤学図

書館を⽤いた学びへ順応できる。このようにして、いずれの場合でも⾼校時代の【⼤学図

書館という新しい情報源の早期の認知】が効果的に機能し、【⼤学図書館を活⽤した学び
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への順応】が円滑に実現される。 

さらに、このような【⾼校から⼤学へ円滑に適応した要因の⾃⼰認識】を持てること

で、情報収集に対する⾃信や意欲の形成に寄与し、卒業研究などの⼤学⾼年次の活動への

円滑なステップアップに繋がる。⾼校時代から多様な情報源を使い分ける習慣を有するこ

とで、オンラインデータベースや電⼦ジャーナルといった新たな情報源の概念に出会って

も、円滑に選択肢を拡張して使い分けを試みる。最終的には、⾃⾝のニーズに応じて新た

な情報源を開拓する意欲にもつながり、⼤学卒業までに【より⾼度化された情報源の使い

分け意識の確⽴・定着】に⾄ることができる。 

 

以上のストーリーラインを踏まえ、本調査の⽬的に対する回答をまとめると、⼤学図書

館を利⽤可能な⾼校⽣は、特定のテーマに関する専⾨的資料を要する場⾯が⽣じた際に⼤

学図書館利⽤へ⾄っており、その利⽤経験を契機として⼤学進学後もより⾼度に学習情報

資源を利⽤する意識へ発展していることが、明らかになった。 
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第6章   

考察 

本章では、第 3 章、第４章、第 5 章の調査結果をふまえ、研究⽬的である「⾼校⽣の学

習情報資源の利⽤実態を通して、図書館の⾼⼤連携の役割を明らかにすること」に対し、

総合的に考察を⾏う。 

第 3 章では、[RQ-1]への回答として、全国の⼀般的な⾼校⽣は、インターネットを中⼼

に調べ物をする傾向にあり、学校図書館の資料や公共図書館の資料を学習情報資源として

ほとんど利⽤していないことを明らかにした。第 4 章では、[RQ-2]への回答として、探究

学習を⾏う学校の⾼校⽣は全国の⼀般的な⾼校⽣と同様、インターネットで⼊⼿できる資

料を主たる学習情報資源として利⽤する傾向に変わりはないが、⼀部の⾼校⽣は⼤学レベ

ルの図書やオープンアクセス論⽂等も利⽤していることを明らかにした。ここで、第３章

と第４章を⽐較すると、全国の⼀般的な⾼校⽣はほとんど図書館の資料を使わないのに対

し、探究学習を⾏う⾼校⽣は⼤学レベルの資料まで利⽤している。このような利⽤の有無

が⽣じたのは調査対象である⾼校⽣の性質に起因する。すなわち、探究学習という⽬的意

識をもった⾼校⽣に対する調査なのか、持っていない⾼校⽣に対する調査なのかである。

ここから、⼀般的に⾼校⽣は調べ物においては⼿軽なインターネットの利⽤にとどまるも

のの、探究学習を⾏うという明確な⽬的意識を持つ場⾯では図書や論⽂など他の種別の学

習情報資源まで利⽤する可能性があると考えられる。 

しかしながら、第３章と第４章の調査結果は⾏動のデータのみなので、本当に⽬的意識

に起因しているかどうかはわからない。そこで、意識に関する問いを中⼼にした第 5 章の

調査結果、すなわち[RQ-3]に対する回答に、根拠の探索を試みる。 

第５章では、⾼校時代に⼤学図書館を利⽤可能であった卒業⽣に回顧的インタビューを

⾏うことで、⼤学進学後も含めた⻑期的な意識と⾏動を調査した。その結果、特定のテー

マに関する専⾨的資料を要する場⾯が⽣じた際に⼤学図書館利⽤へ⾄っていること、およ

びその利⽤経験を契機として、⼤学進学後もより⾼度に学習情報資源を利⽤する意識へ発

展していることを⽰す発話が、確認された。これらの発話から、探究学習という⽬的意識
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をもつことが、⼤学図書館利⽤を促進する要因となっていることが裏付けられた。加え

て、第 5 章の結果からはさらなる考察が導き出された。それは、学習情報資源の使い分け

が⽬的意識や⾃⼰認識と密接な関係にあることが、M-GTA による分析で明らかになった

点である。 

図 5.1 をみると、⾼校時代までのフェーズにおいて、「⻑期にわたり根付いた情報リテラ

シー意識」「既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚」「⼤学図書館という新しい情報源の早期の

認知」というカテゴリーが同時並⾏的に⽣じ、この 3 つの経験が集約される形で「情報源

の使い分け意識の確⽴・定着」へ⾄る順序関係となっている。これらから、⾼校時代はイ

ンターネットで⼊⼿できる資料を常⽤しつつも、その特性や注意点を明確に認識し、学校

図書館や公共図書館などの提供する資料も組み合わせて、学習情報資源を意識的に使い分

けていることが導ける。ただし、使い分ける範囲は限定的で、あくまで⾝近で利⽤可能な

学習情報資源の中から最良の選択肢をとろうとする形に留まっている。また、⼤学図書館

の利⽤の仕⽅も類似しており、学習情報資源の使い分けが⼀度定着するとそのまま卒業ま

で固定化され、成⻑を遂げるケースはほとんど⾒られない。ところが、⼤学へ進学すると

⾼校時代の使い分け基準は変更を余儀なくされる。⼤学の授業や課題が多様化および⾼度

化し、⾼校時代の使い分け基準では通⽤しなくなる。そうなると⾃然に新たな学習情報資

源を探し、利⽤する学習情報資源の範囲を拡張する姿勢になっていく。これは図 5.1 のカ

テゴリー「⼤学図書館を活⽤した学びへの順応」から解釈される。さらに、図 5.1 のカテ

ゴリー「より⾼度化された情報源の使い分け意識の確⽴・定着」から、この姿勢が⻑期に

わたって持続すると、新たな学習情報資源を発⾒するだけでなく、必要に応じて学習情報

資源を組み合わせることを覚え、さらに状況に応じて組み合わせを変えていく「使い分け

の再構築」を⾏うまでに成⻑することが明らかになった。 

では、このような成⻑を可能にしているのは何であろうか。それに対する答えが本研究

のテーマである図書館の⾼⼤連携の枠組みである。 

第３章、第４章、第５章を組み合わせて検討した結果、探究学習という⽬的意識が⼤学

図書館利⽤を促進する要因となっていることは先述したとおりであるが、⾼校⽣の成⻑を

可能にしている要因として、もうひとつの要素が影響していると考えられる。それは⼤学

図書館利⽤の資格と機会が与えられていることである。⼤学図書館が提供する資料など複

数の学習情報資源を使い分けるという意識が芽⽣えるのは、⼤学図書館を利⽤できる環境

にあったからではないだろうか。⼤学図書館を⾼校時代という早期に認知することで、⼤
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学図書館の利⽤機会が少ない⼀般的な⾼校⽣よりも早くから⼤学図書館など複数の学習情

報資源を使い分けるという意識の獲得が進められていたと考えられる。探究学習を⾏う⾼

校⽣の⽴場では、⾼度化する探究学習のテーマに対して有⽤かつ読解可能と認識されるも

のであれば、⼤学レベルの資料も活⽤可能な選択肢として視野に⼊り得る。そのような場

⾯で、⼤学図書館の資料を利⽤できる権利が与えられていれば、学校図書館や公共図書館

で⼊⼿できる資料だけでなく⼤学レベルの資料の併⽤に円滑に⾄ることができ、より充実

した探究学習の成果が⽣まれることが期待できる。さらに、⾼校時代から⼤学図書館を体

験しているからこそ、⼤学⼊学時には違和感なく受け⼊れており、⼤学⼊学後に新たに始

まるオンラインデータベースや電⼦ジャーナルの活⽤を円滑に進められるようになるとい

える。 

上記の考察は、⾼校時代に⼤学図書館を利⽤した⾼校⽣の場合について検討したもので

あるが、たとえ⾼校時代に⼤学図書館をあまり利⽤しなかった⾼校⽣でも、⻑期的な視点

では学習情報資源の使い分けに対する意識形成に有益な効果を⽣じていたと推定される調

査結果が⽰されている。それは、⾼校時代に⼤学図書館をあまり利⽤していなかった者で

も、「⼤学⼊学後に情報収集で困難があった」と発話した参加者は、今回の調査範囲内で

は⼀⼈もいなかったことである。これは、⾼校時代での⼤学図書館への意識、より正確に

は、⼤学図書館に対して元々抱いていた固定観念と実際の⼤学図書館像とのギャップ意識

が関係していると考えられる。すなわち、⾃⾝が抱いていた図書館への固定観念と⽐較し

て違和感を覚え、⾼校時代は⼤学図書館を使わない選択をしてしまったが、年数が経って

⾼度な課題解決や情報の必要性に接した時、⾼校時代に感じた⼤学図書館像が蘇ること

で、⾃⾝の現状であれば適合するのではないかという感覚を得るのではないだろうか。つ

まり、⼤学図書館へのギャップ意識が強く頭に残っていたからこそ、⼤学レベルの学びに

到達できたと実感できた可能性がある。⾔い換えるならば、最初に抱いたギャップ意識が

暗黙的に⾃⾝の成⻑⽬標の設定となっていたと推測される。 

以上の考察にて、学習情報資源を使い分けるようになる成⻑の要因が、⽬的意識と⼤学

図書館利⽤の機会であることを⽰すことができた。続いて、それ以外の要因、すなわち、

⾼校⽣の学習情報資源利⽤を促す周縁的な要因について考察する。 

まずは空間的機能についてである。⾼校⽣の学習情報資源の利⽤実態調査を通して副次

的に明らかになったのは、⼤学図書館の空間的機能も学習情報資源活⽤への導⼊の役割を

果たしていたことであった。⾼校時代当初は⼤学図書館資料の必要性を感じていなくて
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も、⾃習スペースとして⽇常利⽤するうちに、次第に⼤学図書館資料の専⾨性を認識し

て、資料の利⽤へと発展していくパターンが観察された。先⾏研究において、⼤学図書館

のような⼤規模図書館は不安感を与えやすいことが⽰唆されていた[67]。しかし、空間的

機能を⽇常的に利⽤すれば経験が蓄積され、不安感の軽減につながった可能性がある。⼤

学図書館資料を⾼校⽣が借りるというだけであれば、相互貸借といった⽅法により⼤学図

書館資料を取り寄せ、学校図書館の窓⼝で受け取れる⽅式もあり得るが、その⽅式では不

安感軽減の効果は得られない。空間的に⽇常利⽤できることが親近感をうむ要因となり、

学習情報資源としての使い分けに発展することを誘発していたと考えられる。 

続いて使い分け意識の芽⽣えについて議論する。そもそも学習情報資源の⼊⼿先を使い

分ける意識が⽣じたのはなぜであろうか。それは探究学習を⾏う際に単⼀の情報資源だけ

に依拠することは望ましくないという意識からだと思われる。もしこのような意識が形成

されていなければ、図書館利⽤の権利が与えられたとしても、⽇常的に利⽤⾏動には⾄ら

なかったであろう。実際に、⼀般的な⾼校⽣は、所属⾼校の学校図書館や居住地域の公共

図書館の利⽤権を有するはずであるが、[RQ-1]に対する回答で、学校図書館や公共図書館

はあまり利⽤されていないことが⽰されている。探究学習を⾏う際に単⼀の情報資源だけ

に依拠してはいけないという意識が⽣まれたのは、⾼校時代までに実施される情報リテラ

シー教育や各館種の図書館で⾏われる利⽤ガイダンス等を受けた経験が、影響している可

能性が⾼い。[RQ-3]に対する回答でも、「⻑期にわたり根付いた情報リテラシー意識」や

「既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚」を有することが、「情報源の使い分け意識の確⽴・

定着」に関係していることが⽰されており、情報リテラシー教育が学習情報資源⼊⼿先の

使い分けに関係したことが改めて⽰された。 

以上から、図書館の⾼⼤連携とは単に⼤学図書館の物理的なリソースを⾼校⽣に⼀般開

放するというだけではなく、情報リテラシー教育や他機関の利⽤を奨励する広報なども含

め、⾼校と⼤学双⽅の取り組みが⾏われてこそ、図書館の⾼⼤連携としての役割が総体的

に成⽴しうると⾔える。 

最後に学習情報資源の整備について述べておく。今回の調査の範囲においては、⾼校⽣

が⾏う課題研究のなかで、⼤学レベルの学習情報資源を利⽤する研究の割合は、SGH 校で

あっても 5 分の 1 程度と推定された。もしこのような⽣徒が半数を超えるほどの状況であ

れば、学校図書館⾃⾝が学術資料を所蔵したり、電⼦ジャーナルの契約を⾏ったりするこ

とが望ましいと考えられる。しかし、⼀般的な学校図書館向け資料と⽐べて学術資料は⾼
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額である[139] [140]ことを鑑みると、学校図書館予算が逼迫している現状において学習情

報資源の全てを整備することは困難である。 

たとえ学校図書館が⼗分な学習情報資源の整備が⾏えていないとしても、既に⼀部の⾼

校⽣は学習指導要領の範囲をこえた研究テーマに取り組み、⼤学レベルの資料の利⽤を通

して、論⽂成果を⽣み出していることも事実である。⽂献⼊⼿の円滑性がさらに⾼まれ

ば、⾼校⽣であってもより信頼性の⾼い情報源に依拠できるようになり、論⽂の質の向上

も図られると期待される。そして、このような経験は⼤学の学びへの順応を円滑化するた

め、⼤学側にとっても、未来の⼤学⽣の情報リテラシーを早期に育成するという先⾏投資

の価値がある。よって、現時点では割合的に少なくても、確実にその利益をうける⾼校⽣

が存在し、かつ将来的な教育効果も期待されるという本調査の結果・考察を踏まえれば、

図書館の⾼⼤連携による学習情報資源の拡充を図ることは⾼校・⼤学の双⽅にとってメリ

ットがあるといえる。 

以上の考察を総括すると、図書館の⾼⼤連携の役割は、以下の 4 点に集約できる。 

(1) ⾼校時代の探究学習における学習情報資源⼊⼿の機会を広げる 

 ⾼校⽣が利⽤できる新たな学習情報資源の⼊⼿先として、選択肢が増えること

で、探究学習時に必要な⽂献を円滑に⼊⼿できる可能性が⾼まる。 

(2) ⾼校時代における学習情報資源を利⽤した学び⽅を変化させる 

 ⾼校⽣はインターネットを基本として情報を得るが、インターネットだけにと

どまらない、複数の学習情報資源を利⽤する経験を得る。 

 この経験を通し、学習の⽬的や場⾯および必要な情報の専⾨性に応じて、⼊⼿先

を使い分けるという学び⽅が導⼊される。 

(3) 学習情報資源を利⽤する学び⽅を定着させ、⼤学⼊学後に⾄るまで持続させる 

 ⼤学図書館を⽇常的に利⽤できることにより、複数の学習情報資源を使い分け

る習慣が定着し、継続する。 

 この学び⽅の経験が活き、⼤学⼊学後の⼤学図書館を利⽤する学びへの順応を

円滑にする。 

(4) 学習情報資源の利⽤⽅法を⾃ら拡張させ、成⻑を促進する 
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 ⼤学で上級学年へ進級した後も、学部の専⾨分野や卒業研究のテーマに応じて

新たな学習情報資源を開拓し、使い分けの選択肢を⾃ら増やすという⾏動へ、⾃

然と繋がっていく。 
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第7章   

結論 

本研究は、⾼校⽣の学習情報資源の利⽤実態を通して、図書館の⾼⼤連携の役割を明ら

かにすることを⽬的とし、調査と考察の結果、1.6 節で⽰した 3 つの研究課題に対応する

回答を以下の通り得た。 

 

[RQ-1] ⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

全国の⼀般的な⾼校⽣は、インターネットの利⽤が中⼼である。学校図書館や公共図書

館の資料を含め、複数の学習情報資源を組み合わせて利⽤するという形態は、少ない。 

 

[RQ-2] 探究学習を⾏う⾼校⽣は、どのような学習情報資源を利⽤しているのか 

インターネットを利⽤するが、オープンアクセスの学術論⽂など信頼性の⾼い⽂献を⾒

極めて利⽤している。さらに、⼤学レベルの図書の利⽤に⾄る⾼校⽣も⼀定数いる。 

 

[RQ-3] ⼤学図書館を利⽤できる⾼校⽣は、どのように学習情報資源を利⽤し、⼤学進学後

の学習情報資源利⽤へ⾄っているのか 

 インターネット、学校図書館、公共図書館、⼤学図書館の特性を理解し、実際に意識的

に使い分けている。さらに、複数の学習情報資源を使い分ける意識が経験のなかで定着

し、⼤学⼊学後も卒業研究に⾄るまで強化され、新たな学習情報資源へ順応し続けてい

る。 

 

以上の回答をふまえた本研究の結論として、図書館の⾼⼤連携は、以下の 4 点の役割を

もつことが明らかになった。 

(1) ⾼校時代の探究学習における学習情報資源⼊⼿の機会を広げる 

(2) ⾼校時代における学習情報資源を利⽤した学び⽅を変化させる 

(3) 学習情報資源を利⽤する学び⽅を定着させ、⼤学⼊学後に⾄るまで持続させる 

(4) 学習情報資源を⾃ら拡張するという能⼒を形成させ、成⻑を促進する 



107 

 

 

本研究の学術的意義は、教育分野および図書館分野の双⽅で⼗分に⾏われてこなかった

「図書館の⾼⼤連携」に関する研究において、「学習情報資源」という概念を導⼊し、⾼

⼤連携の枠組みが果たす役割を⾼校⽣の視点から明らかにしたことである。現代の⾼校⽣

に求められる教科横断型かつ探究型の学びを⽀援するためには、媒体の種別や⼊⼿先を問

わずに必要な学習情報資源を⼊⼿可能な環境が望まれるにも関わらず、そのような研究は

⾏われてこなかった。特に、⼤学図書館資料を含めた学習情報資源の利⽤という観点か

ら、⾼校⽣の学び⽅を解明した点は、先⾏研究には無い新しい視座での図書館の⾼⼤連携

の役割を明らかにし、その研究⼿法の⼀つを実証的に⽰すことができたといえる。このこ

とは、教育分野および図書館分野の双⽅において、従来⾏われてこなかった新たな⾼⼤連

携研究の領域を切り拓くものであり、学際的な⾼⼤連携研究の発展に寄与するものであ

る。 

本研究の成果は、学問分野における学術的な意義のみならず、教育政策・図書館政策上

における社会的な意義も⼤きいと考えられる。本研究の成果は、⾼校⽣視点で⾼⼤連携の

施策検討を⾏う際の⼀助になると期待されるためである。 

 

最後に、本研究の限界と今後の展望について述べる。 

まず、本研究で⾏った調査は、いずれも対象が限定的な範囲となっているため、対象を

広げたデータを得ることにより、より粒度の⾼い分析が可能となることが⾒込まれる。 

例えば、第 3 章のオンラインアンケートにおいては、今回は収集⽬標数が 400 サンプル

であったため、地域別の傾向分析ができなかった。⾼校⽣がアクセス可能な距離の範囲

に、公共図書館や書店などの他の学習情報資源の⼊⼿先がどの程度存在しているかという

ことは、地域によって実情が⼤きく異なる可能性がある。サンプル数を増加させることに

より、都道府県別での統計的分析や、都市部とそれ以外での差異の⽐較など、新たな分析

が可能になると期待される。 

第 4 章の引⽤⽂献調査においては、SGH 校 3 校を対象としたケーススタディとなって

いるため、探究学習を⾏う学校全般に適⽤できる確証は得られていない。SGH 校以外でも

探究学習を先⾏実施している学校は多数あり、紙媒体であれば⽣徒論⽂集を⼊⼿可能な学

校もあることから、今後は調査対象校を広げてより⼀般化可能な知⾒を得ることが課題と

なる。 
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第 5 章の回顧的インタビュー調査においては、特定の⼀校の卒業⽣のみによる参加者構

成となっているため、分析可能な観点が限られている。特に、実際に⼤学図書館を利⽤す

るかどうかという点では、⾼校と⼤学図書館の物理的距離や周辺の交通網、⾼校⽣の通学

範囲や通学経路といった地理的条件も、利⽤有無に影響を与えると推測される。地理的条

件の異なる複数校の卒業⽣を対象に追加調査を⾏うことで、これらの変数が⼤学図書館利

⽤にどの程度の影響を与えるか、分析可能となるだろう。 

さらに、本研究では、図書館の空間的機能が⾼校⽣の学習情報資源利⽤へ間接的に役割

を果たしていたという考察が得られたが、この観点は、今後探究学習が全国の⾼校へ波及

していくことに際し、重要な知⾒となるだろう。つまり、[RQ-1]に対する副次的な結果と

して⽰された通り、全国の⼀般的な⾼校⽣は、図書館資料を⽤いた調べものには慣れてい

なくとも、図書館に対して学習スペースとしての期待を強く抱いている。よって、⼤学図

書館資料を含めた学習情報資源利⽤を全国の⾼校⽣へ波及させるにあたっては、最初から

資料の利⽤を促すのではなく、空間の利⽤から徐々に資料利⽤へステップアップするよ

う、段階的な指導プログラムが開発されると効果的であろう。 

しかしながら、空間的機能を⾼校⽣へ開放するということは、単純に⾃習スペースとし

ての⽬的のみで利⽤する⾼校⽣が増加し、館内が⾼校⽣で混雑し、⼤学⽣の図書館利⽤が

圧迫されるという恐れもある。この懸念は先⾏研究においても度々指摘されてきており、

依然として解消されていない。本研究は、あくまで⾼校⽣の学習情報資源利⽤に対する図

書館の⾼⼤連携の役割のみに特化して研究課題の設定を⾏ったため、実際の連携実施に際

しては現実的な運⽤上の課題を再検討することも必要である。⾃習スペースの混雑問題

は、本質的には図書館の⾼⼤連携に限った問題ではない。公共図書館や公⺠館といった他

の公共施設との連携により、社会全体として⾼校⽣に必要な学習空間をいかに確保する

か、地理的条件も含めさらなる議論が必要である。 

図書館を運営する⽴場では、⾼校図書館は学校図書館に区分されるため、⼩学校・中学

校図書館と同じ館種として捉えられ、⼤学図書館とは⼀線を画す存在として考えられてき

た。しかし、⾼校⽣の⽴場では、⾃⾝が直⾯した学びの場⾯に必要と認識すれば、⼤学図

書館が主に取り扱ってきた学術資料も利⽤対象に含められ、そこに意識の壁は無いものと

考えられる。このような学びが⾏われる際に、図書館の館種の差異が情報⼊⼿の壁となっ

てしまうことは望ましくない。⼀般資料から学術資料まで、種別を問わず学習情報資源と

してシームレスに使う⾼校⽣の学びに対応するためには、学校図書館と⼤学図書館の機能
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もシームレスに接続した状態で提供されることが期待される。しかし、その本格的な実現

のためには、館種を超えた情報システムの接続をはじめ、教育プログラムの接続や、図書

館員の職能の接続まで、解決すべき課題は多数存在している。今後も継続的に図書館の⾼

⼤連携に関する研究に従事し、次代の新たな⾼校⽣の学びへ対応する学習情報資源の館種

横断的な⼊⼿基盤確⽴へ、貢献していきたい。 
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on E-Service and Knowledge 
Management (ESKM 2021) 

令和 3年  7 月 （採択決定・掲載予定） 

○ 5 Haruki Ono 

Changes in the Thinking and Behavior of High School 
Students Gaining University Library Access: Effects 
of High School–University Collaboration to Learn 
Using University Libraries 

International Institute of Applied 

Informatics 

10th International Conference on 
Data Science and Institutional 
Research (DSIR 2021) 

令和 3年  7 月 （採択決定・掲載予定） 

6 
Haruki Ono, Ayako 
Tokumitsu, Kanako 
Shimoyama, Sho Sato 

Inter-Library Usage Patterns among 
Japanese High School Students 

Asia-Pacific Conference on Library & 

Information Education and Practice 

Proceedings of the 6th International Conference 
on ASIA-Pacific Library and Information 
Education and Practice 

平成 27 年  10 月 367 頁～ 374 頁 

7 
Mao Tsunekawa, Haruki Ono, 
Kyoji Konishi, Keita Tsuji, 
Atsushi Matsumura, Norihiko Uda 

Shizuku2.0: Cooperative 
 Reading Support System 

Asia-Pacific Conference on Library & 

Information Education and Practice 
Proceedings of the ASIA-PACIFIC CONFERENCE ON 
LIBRARY & INFORMATION EDUCATION & PRACTICE 2011 

平成 23 年   6 月 539 頁～ 547 頁 

著書 

No. 著 者 名 著 書 名 
発行所・機関 

担当ページ 
発 行 年 月 

8 
須藤秀紹, 粕谷亮美 
ほか 18 名（小野永
貴:15 番目） 

読書とコミュニケーション ビ
ブリオバトル実践集 小学校・
中学校・高校 

子どもの未来社 111 頁～ 120 頁, 
129 頁～ 142 頁 平成 28 年  6 月 
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その他の論⽂・学術雑誌記事 

No. 執 筆 者 名 題  目（論文名） 
発行学会・機関 発表誌・巻(号) 

発 行 年 月 執筆担当ページ 

9 
小野永貴,常川真央, 
岡野裕行,谷村順一 

文芸同人誌データベース化を目指した
利活用ニーズ調査 ～文学フリマを事
例として～ 

情報知識学会 情報知識学会誌・29(4) 

令和元年  11 月 367 頁～ 370 頁 

10 
常川真央,小野永貴, 
岡野裕行,谷村 順一 

文芸同人誌アーカイブ構築を目指した
データモデルについての検討 

情報知識学会 情報知識学会誌・28(4) 

平成 30 年  12 月 314 頁～ 317 頁 

11 小野永貴 
唯一無二の日芸司書課程の新生 : 楽
しむ図書館をつくる"日芸アートライ
ブラリアン"の養成を目指して 

日本大学図書館芸術学部分館 日藝ライブラリー(4) 

平成 30 年   2 月 63 頁～ 67 頁 

○ 12 小野永貴 
大学の一般情報教育と接続・統合した
情報リテラシー教育 ～小中高大で一
貫した情報リテラシー教育への課題～ 

情報科学技術協会 情報の科学と技術・67(10) 

平成 29 年  10 月 539 頁～ 545 頁 

13 小野永貴 
アクティブ・ラーニングを促進す
る学習環境づくりと授業支援の実
践 

亜細亜大学総合学術文化学会 亜細亜大学学術文化紀要・(31) 

平成 29 年  7 月 64 頁～ 68 頁 

14 小野永貴 
音楽高等学校に適応した情報

科教育のカリキュラム開発 

東京藝術大学音楽学部附属
音楽高等学校 

東京藝術大学音楽学部附属音楽
高等学校研究紀要・12 

平成 29 年  3 月 33 頁～ 41 頁 

15 
芳賀高洋,鈴木二正,

小野永貴,大谷卓史 

初中等教育におけるデジタル著作物の利用許

諾契約に関する課題 ～指導者用デジタル教科

書を例に～ 

電子情報通信学会 
電子情報通信学会技術研究報告 SITE 
技術と社会・倫理・115(57) 

平成 27 年   5 月 17 頁～  22 頁 

16 
芳賀高洋,鈴木二正,

小野永貴,大谷卓史 

教育用デジタル著作物をめぐるステー

クホルダー（利害関係者）の布置状況

分析 

電子情報通信学会 
電子情報通信学会技術研究報告 SITE 
技術と社会・倫理・114(494) 

平成 27 年   3 月 267 頁～  272 頁 

17 小野永貴 教科「情報」と図書館 
国立国会図書館 

カ レ ン ト ア ウ ェ ア ネ ス ・ 
(No.321) 

平成 26 年   9 月 22 頁～  27 頁 

18 小野永貴 
ビブリオバトルを題材とした

情報発信活動の総合演習 

お茶の水女子大学附
属高等学校 

お茶の水女子大学附属高等
学校研究紀要・(59) 

平成 26 年   7 月 148 頁～  155 頁 

19 小野永貴 

高等学校でのタブレット PC を

用いた多様な教科学習や特別

活動の支援 

お茶の水女子大学附属学校
部・学校教育研究部 

2013 年度 探究力・活用力育
成テーマ別研究 実践事例集 

平成 26 年   3 月 23 頁～  23 頁 

20 

小野永貴,德光亜矢

子,下山佳那子,佐藤

翔 

複数館種を対象とした高校生

の図書館利用行動に関する実

態調査 

情報知識学会 情報知識学会誌・23(2) 

平成 25 年   5 月 259 頁～  264 頁 

21 小野永貴 

小中高教員の ICT 活用 ～変動

する社会・子どもたちと情報教

育～ 

お茶の水女子大学学
校教育研究部 

附属学校園を活用した新たな学校教育制度
設計に係る調査研究平成 24年度成果報告書 

平成 25 年   3 月 39 頁～  46 頁 
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22 
小野永貴,德光亜矢

子 

図書館の『連携』と『使い分け』に着

目した、国立学校の学校図書館向上へ

の試み 

お茶の水女子大学附
属高等学校 

お茶の水女子大学附属高等
学校研究紀要・(58) 

平成 24 年   6 月 47 頁～  62 頁 

23 加藤志保,小野永貴 

本校生徒にとっての学校図書館の在り

方－教養に支えられた自己を育む場と

して－ 

お茶の水女子大学附
属高等学校 

お茶の水女子大学附属高等
学校研究紀要・(57) 

平成 23 年   6 月 69 頁～  80 頁 

24 村野光則,小野永貴 

『初級手話講座』を通した手話

学習法の考察と、Web 動画配信

の授業活用 

お茶の水女子大学附
属高等学校 

お茶の水女子大学附属高等
学校研究紀要・(57) 

平成 23 年   6 月 33 頁～  44 頁 

25 小野永貴,常川真央 

Web時代にあるべき未来の図書館サービスの胎

動 貸出履歴の議論を超えた Shizuku2.0 の実

現へ 

科学技術振興機構 情報管理・53(4) 

平成 22 年   7 月 185 頁～  197 頁 

26 

宇陀則彦,落合陽一,廣瀬怜那,小野永貴,

徳田聖子,金藤伴成,斎藤未夏,嶋田晋,平

田完,大曽根美奈,真中孝行,歳森敦 

筑波大学電子図書館システム

の新しい機能とデザイン 

「ディジタル図書館」編集委員会 ディジタル図書館・(38) 

平成 22 年   3 月 31 頁～  34 頁 

27 
小野永貴,松村敦,宇

陀則彦 

情報資源の再構築を実現する

システム結合基盤の提案 

情報処理学会 
情報処理学会研究報告 FI 
情報学基礎・2008(105) 

平成 20 年  11 月 47 頁～  52 頁 

28 
常川真央,小野永貴,

安西慧,矢ヶ部光 

利用者のつながりを創り出す

コミュニティ指向型図書館シ

ステム 

情報処理学会 
情報処理学会研究報告 DD 
デジタルドキュメント・2008(34) 

平成 20 年   3 月 1 頁～    6 頁 

 
※⾏頭に◎が付与されている業績は、本博⼠論⽂の核となる論⽂である。 
 
※⾏頭に○が付与されている業績は、核となる論⽂ではないが、本博⼠論⽂の本⽂の⼀部を構成す

る論⽂である。 
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付録 

 

〔付録 A〕全国の⾼校⽣を対象とした学習情報資源利⽤に関するオンラインアン

ケートの調査項⽬ 

表 A.1 アンケート項⽬の⼀覧 

【前半の質問】 

 

まず、新型コロナウイルスが感染拡⼤する以前の、普段の⾏動についてお伺いしま

す。昨年（2019 年）の平均的な状況を振り返ってお答えください。 

[Q1] あなたは普段、学校の授業や学習の⽬的で調べものをするときに、どのような

情報源を利⽤してきましたか。（いくつでも） 

 

□ 学校の図書室（学校図書館） 

□ 公共図書館（市区町村⽴や都道府県⽴の図書館） 

□ ⼤学の図書館（近隣の⼤学や学校が連携する⼤学など） 

□ 国⽴国会図書館 

□ 書店 

□ インターネット 

□ その他（      ） 

□ 特に決まった情報源はない 

[Q2] あなたは普段、「図書館」でどのような資料やサービスを利⽤してきましたか。

（いくつでも） 

 

□ 本や雑誌・新聞を館内で読む 

□ 本や雑誌・新聞を借りる 

□ ⾳楽・映像資料（CD や DVD）を館内で⾒る 

□ ⾳楽・映像資料（CD や DVD）を借りる 
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□ 館内のパソコンを利⽤して電⼦資料を⾒る 

□ 館内のインターネット環境（無料 WiFi 等）を利⽤する 

□ 司書に調べものの相談をする 

□ ⾃習スペースを利⽤する 

□ グループで話ができるスペースを利⽤する 

□ カフェやレストランなどの飲⾷スペースを利⽤する 

□ セミナーや映画会などのイベントに参加する 

□ ⾃宅から図書館のホームページを利⽤する 

□ その他（      ） 

□ 図書館を全く利⽤しない 

【後半の質問】 

 

次に、これ以降の質問では、新型コロナウイルスの感染拡⼤が始まった後の状況につ

いて伺います。 

新型コロナ対策に伴い、学校の図書館や地域の公共図書館が臨時休館やサービス縮⼩

を⾏い、図書館の利⽤制限が発⽣しました。これに関して、3 ⽉頃から現在までの状

況を振り返ってお答えください。 

[Q3] 新型コロナ対策に伴い、図書館の利⽤が制限されたことで、困ったと感じたこ

とはありましたか。学習や⽣活⾯で影響を受けたことはありますか。（いくつでも） 

困ったと感じたことと、影響があったと感じたことを、全て選択してください。 

 

〔図書館に関して困ったこと〕 

□ 本や雑誌・新聞を館内で読めない 

□ 本や雑誌・新聞を借りられない 

□ ⾳楽・映像資料（CD や DVD）を館内で⾒られない 

□ ⾳楽・映像資料（CD や DVD）を借りられない 

□ 館内のパソコンを利⽤して電⼦資料を⾒られない 

□ 館内のインターネット環境（無料 WiFi 等）を利⽤できない 

□ 司書に調べものの相談をできない 
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□ ⾃習スペースを利⽤できない 

□ グループで話ができるスペースを利⽤できない 

□ カフェやレストランなどの飲⾷スペースを利⽤できない 

□ セミナーや映画会などのイベントに参加できない 

□ 図書館のホームページが利⽤できない 

 

〔図書館の制限で影響を受けたこと〕 

□ ⽇常的な読書に影響があった 

□ 授業の勉強や宿題に影響があった 

□ 学校での調べ学習や卒業論⽂執筆に影響があった 

□ 部活・委員会や学校⾏事などの活動に影響があった 

□ ⼤学受験の準備に影響があった 

□ 就職活動の準備に影響があった 

□ その他（      ） 

□ 困ったことや影響を受けたことはない 

[Q4] 図書館の利⽤制限の影響を受ける中で、授業や学習の⽬的で資料が必要になっ

た時、あなたはどのような代わりの⼿段を利⽤しましたか。（いくつでも） 

利⽤した⼿段を全て選択してください。 

 

□ 必要な資料は買っている 

□ 必要な資料は友⼈や親族から借りている 

□ インターネット上で無料で⼊⼿できる情報のみを利⽤している 

□ 図書館の事前予約制の貸出サービスを利⽤している 

□ 図書館の郵送貸出（宅配貸出）サービスを利⽤している 

□ 図書館が配信している電⼦資料や電⼦サービスを利⽤している 

□ 開いている他の図書館を探して⾏っている 

□ 代わりの⼿段が無く何もできていない 

□ その他（      ） 

□ 影響はないので代わりの⼿段を利⽤していない 
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[Q5] 新型コロナ対策の状況下で学習を続けるにあたり、図書館に対応してほしいこ

とや、受けたい⽀援はありますか。 

特にない場合は「なし」と記⼊してください。 

（                    ） 

[Q6] 最後に、あなたの所属する学校・学年を教えて下さい。（ひとつだけ） 

 

□ ⾼校 1 年⽣ 

□ ⾼校 2 年⽣ 

□ ⾼校 3 年⽣ 

□ ⾼専⽣（⾼等専⾨学校⽣） 

□ その他（      ） 
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〔付録 B〕全国の⾼校⽣を対象とした学習情報資源利⽤に関するオンラインアン

ケートの調査結果 
表 B.1 授業や学習で調べものをする際の情報源（Q1 学年別集計結果） 

 

高校 1年生 高校 2年生 高校 3年生 合計 

学校の図書室（学校図書館） 29 ( 29.0%) 38 ( 29.5%) 51 ( 31.1%) 118 ( 30.0%) 

公共図書館（市区町村立や都道府県立の図書館） 27 ( 27.0%) 25 ( 19.4%) 31 ( 18.9%) 83 ( 21.1%) 

大学の図書館（近隣の大学や学校が連携する 

大学など） 
0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 

国立国会図書館 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 2 (  1.2%) 2 (  0.5%) 

書店 14 ( 14.0%) 22 ( 17.1%) 24 ( 14.6%) 60 ( 15.3%) 

インターネット 90 ( 90.0%) 121 ( 93.8%) 148 ( 90.2%) 359 ( 91.3%) 

その他 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 2 (  1.2%) 2 (  0.5%) 

特に決まった情報源はない 5 (  5.0%) 4 (  3.1%) 11 (  6.7%) 20 (  5.1%) 

回答者数 100 (100.0%) 129 (100.0%) 164 (100.0%) 393 (100.0%) 

 

表 B.2 授業や学習で調べものをする際の情報源の組み合わせ（Q1 選択パターン別集計） 

 高校 1年生 高校 2年生 高校 3年生 合計 

図書館のみ 4 (  4.0%) 3 (  2.3%) 4 (  2.4%) 11 (  2.8%) 

図書館  ＋ 書店 1 (  1.0%) 1 (  0.8%) 1 (  0.6%) 3 (  0.8%) 

図書館         ＋ インターネット 28 ( 28.0%) 28 ( 21.7%) 40 ( 24.4%) 96 ( 24.4%) 

図書館  ＋ 書店   ＋ インターネット 9 (  9.0%) 17 ( 13.2%) 18 ( 11.0%) 44 ( 11.2%) 

書店   ＋ インターネット 4 (  4.0%) 4 (  3.1%) 5 (  3.0%) 13 (  3.3%) 

       書店のみ 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 

インターネットのみ 49 ( 49.0%) 72 ( 55.8%) 85 ( 51.8%) 206 ( 52.4%) 

特に決まった情報源はない 5 (  5.0%) 4 (  3.1%) 11 (  6.7%) 20 (  5.1%) 

合計 100 (100.0%) 129 (100.0%) 164 (100.0%) 393 (100.0%) 

※Q1 において、学校の図書室・公共図書館・大学の図書館・国立国会図書館のいずれか 1つでも選択した場合、「図書館」のカテゴリとして集約して集計 

※「その他」は自由記述欄をもち、具体的な記述内容は個々に異なるため、組み合わせの集計からは除外した 
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表 B.3 普段図書館で利⽤する資料・サービス 

（Q2 学年別集計結果） 
 

高校 1年生 高校 2年生 高校 3年生 合計 

本や雑誌・新聞を館内で読む 55 ( 55.0%) 71 ( 55.0%) 92 ( 56.1%) 218 ( 55.5%) 

本や雑誌・新聞を借りる 58 ( 58.0%) 76 ( 58.9%) 90 ( 54.9%) 224 ( 57.0%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で見る 5 (  5.0%) 6 (  4.7%) 4 (  2.4%) 15 (  3.8%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を借りる 7 (  7.0%) 11 (  8.5%) 5 (  3.0%) 23 (  5.9%) 

館内のパソコンを利用して電子資料を見る 6 (  6.0%) 10 (  7.8%) 8 (  4.9%) 24 (  6.1%) 

館内のインターネット環境（無料 WiFi 等）を 

利用する 
7 (  7.0%) 8 (  6.2%) 8 (  4.9%) 23 (  5.9%) 

司書に調べものの相談をする 3 (  3.0%) 5 (  3.9%) 5 (  3.0%) 13 (  3.3%) 

自習スペースを利用する 41 ( 41.0%) 54 ( 41.9%) 71 ( 43.3%) 166 ( 42.2%) 

グループで話ができるスペースを利用する 6 (  6.0%) 4 (  3.1%) 8 (  4.9%) 18 (  4.6%) 

カフェやレストランなどの飲食スペースを 

利用する 
6 (  6.0%) 8 (  6.2%) 9 (  5.5%) 23 (  5.9%) 

セミナーや映画会などのイベントに参加する 0 (  0.0%) 1 (  0.8%) 1 (  0.6%) 2 (  0.5%) 

自宅から図書館のホームページを利用する 9 (  9.0%) 8 (  6.2%) 14 (  8.5%) 31 (  7.9%) 

その他 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 0 ( 0.0%) 

図書館を全く利用しない 18 ( 18.0%) 26 ( 20.2%) 33 ( 20.1%) 77 ( 19.6%) 

回答者数 100 (100.0%) 129 (100.0%) 164 (100.0%) 393 (100.0%) 
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表 B.4 新型コロナ対策による図書館利⽤制限で困ったこと・影響を受けたこと 

（Q3 学年別集計結果） 
 

高校 1年生 高校 2年生 高校 3年生 合計 

本や雑誌・新聞を館内で読めない 9 (  9.0%) 16 ( 12.4%) 22 ( 13.4%) 47 ( 12.0%) 

本や雑誌・新聞を借りられない 13 ( 13.0%) 17 ( 13.2%) 20 ( 12.2%) 50 ( 12.7%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で見られない 1 (  1.0%) 3 (  2.3%) 2 (  1.2%) 6 (  1.5%) 

音楽・映像資料（CD や DVD）を借りられない 0 (  0.0%) 1 (  0.8%) 2 (  1.2%) 3 (  0.8%) 

館内のパソコンを利用して電子資料を見られない 1 (  1.0%) 1 (  0.8%) 1 (  0.6%) 3 (  0.8%) 

館内のインターネット環境（無料 WiFi 等）を 

利用できない 
3 (  3.0%) 1 (  0.8%) 2 (  1.2%) 6 (  1.5%) 

司書に調べものの相談をできない 2 (  2.0%) 1 (  0.8%) 1 (  0.6%) 4 (  1.0%) 

自習スペースを利用できない 22 ( 22.0%) 33 ( 25.6%) 49 ( 29.9%) 104 ( 26.5%) 

グループで話ができるスペースを利用できない 4 (  4.0%) 5 (  3.9%) 9 (  5.5%) 18 (  4.6%) 

カフェやレストランなどの飲食スペースを 

利用できない 
6 (  6.0%) 6 (  4.7%) 8 (  4.9%) 20 (  5.1%) 

セミナーや映画会などのイベントに参加できない 1 (  1.0%) 1 (  0.8%) 1 (  0.6%) 3 (  0.8%) 

図書館のホームページが利用できない 1 (  1.0%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) 1 (  0.3%) 

日常的な読書に影響があった 12 ( 12.0%) 10 (  7.8%) 14 (  8.5%) 36 (  9.2%) 

授業の勉強や宿題に影響があった 14 ( 14.0%) 20 ( 15.5%) 23 ( 14.0%) 57 ( 14.5%) 

学校での調べ学習や卒業論文執筆に影響があった 4 (  4.0%) 8 (  6.2%) 9 (  5.5%) 21 (  5.3%) 

部活・委員会や学校行事などの活動に影響が 

あった 
2 (  2.0%) 4 (  3.1%) 8 (  4.9%) 14 (  3.6%) 

大学受験の準備に影響があった 2 (  2.0%) 1 (  0.8%) 21 ( 12.8%) 24 (  6.1%) 

就職活動の準備に影響があった 0 (  0.0%) 1 (  0.8%) 2 (  1.2%) 3 (  0.8%) 

その他 3 (  3.0%) 3 (  2.3%) 0 (  0.0%) 6 (  1.5%) 

困ったことや影響を受けたことはない 59 ( 59.0%) 70 ( 54.3%) 91 ( 55.5%) 220 ( 56.0%) 

回答者数 100 (100.0%) 129 (100.0%) 164 (100.0%) 393 (100.0%) 
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表 B.5 ⽇常的に利⽤していた資料・サービスが制限されて困ったと感じた者の数 

（Q2×Q3 クロス集計より抜粋） 

Q2 での選択内容(日常的な利用形態)および 

選択者数 

Q2 で左の選択肢を選択した回答者のうち、 

対応する資料・サービスの利用制限で困ったと感じた者の 

数・割合 

本や雑誌・新聞を館内で読む 218 ⇒本や雑誌・新聞を館内で読めない 43 19.7% 

本や雑誌・新聞を借りる 224 ⇒本や雑誌・新聞を借りられない 48 21.4% 

音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で見

る 
15 

⇒音楽・映像資料（CD や DVD）を館内で 

見られない 
3 20.0% 

音楽・映像資料（CD や DVD）を借りる 23 
⇒音楽・映像資料（CD や DVD）を借りられな

い 
3 13.0% 

館内のパソコンを利用して電子資料を見

る 
24 

⇒館内のパソコンを利用して電子資料を 

見られない 
2 8.3% 

館内のインターネット環境（無料 WiFi

等）を利用する 
23 

⇒館内のインターネット環境（無料 WiFi 等） 

を利用できない 
2 8.7% 

司書に調べものの相談をする 13 ⇒司書に調べものの相談をできない 2 15.4% 

自習スペースを利用する 166 ⇒自習スペースを利用できない 82 49.4% 

グループで話ができるスペースを 

利用する 
18 

⇒グループで話ができるスペースを利用 

できない 
10 55.6% 

カフェやレストランなどの飲食スペース 

を利用する 
23 

⇒カフェやレストランなどの飲食スペースを 

利用できない 
9 39.1% 

セミナーや映画会などのイベントに参加 

する 
2 

⇒セミナーや映画会などのイベントに参加 

できない 
0 0.0% 

自宅から図書館のホームページを利用 

する 
31 ⇒図書館のホームページが利用できない 0 0.0% 
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表 B.6 図書館利⽤制限下において⽤いた代替⼿段 

（Q4 学年別集計結果） 
 

高校 1年生 高校 2年生 高校 3年生 合計 

必要な資料は買っている 14 ( 14.0%) 17 ( 13.2%) 30 ( 18.3%) 61 ( 15.5%) 

必要な資料は友人や親族から借りている 8 (  8.0%) 8 (  6.2%) 9 (  5.5%) 25 (  6.4%) 

インターネット上で無料で入手できる情報のみ 

を利用している 
38 ( 38.0%) 59 ( 45.7%) 67 ( 40.9%) 164 ( 41.7%) 

図書館の事前予約制の貸出サービスを利用して 

いる 
3 (  3.0%) 4 (  3.1%) 6 (  3.7%) 13 (  3.3%) 

図書館の郵送貸出（宅配貸出）サービスを利用 

している 
0 (  0.0%) 1 (  0.8%) 0 (  0.0%) 1 (  0.3%) 

図書館が配信している電子資料や電子サービスを 

利用している 
1 (  1.0%) 2 (  1.6%) 2 (  1.2%) 5 (  1.3%) 

開いている他の図書館を探して行っている 4 (  4.0%) 1 (  0.8%) 5 (  3.0%) 10 (  2.5%) 

代わりの手段が無く何もできていない 5 (  5.0%) 3 (  2.3%) 9 (  5.5%) 17 (  4.3%) 

その他 0 (  0.0%) 1 (  0.8%) 1 (  0.6%) 2 (  0.5%) 

影響はないので代わりの手段を利用していない 46 ( 46.0%) 54 ( 41.9%) 66 ( 40.2%) 166 ( 42.2%) 

回答者数 100 (100.0%) 129 (100.0%) 164 (100.0%) 393 (100.0%) 
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表 B.7 ⾃由記述内容に付与されたコードのリスト

（Q5 有効記述の抽出およびコーディングの結果） 

 

有効記述の内容文 

付与されたコード（付与された場合 1を記入） 

自
習
ス
ペ
ー
ス 

会
話
ス
ペ
ー
ス 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環

境 館
内
や
資
料
の
消

毒 館
内
の
換
気 

利
用
者
の
マ
ス
ク

徹
底
・
咳
対
策 

館
内
の
混
雑
緩

和
・
人
数
制
限 

滞
在
時
間
・
開
館

時
間 

館
内
で
の
閲
覧 

宅
配
・
郵
送
貸
出 

資
料
貸
出 

オ
ン
ラ
イ
ン
サ
ー

ビ
ス 

そ
の
他 

WiFi は飛ばしてください 
  

1 
          

インターネット貸出を簡単にしてほしい 
          

1 1 
 

自習スペースの利用時間が限られていて困るので

受験生は利用時間を増やしてほしい。 

1 
      

1 
     

自習スペースを開放してほしい。もちろんマスク

つけてないと入場できなかったり換気を徹底する

など感染防止対策は徹底しながら。 

1 
   

1 1 
       

自習スペースを早く使えるようにしてほしい 1 
            

時間を制限してでも自習スペースを開けて欲しい

と思います。 

1 
      

1 
     

学習スペースの確保 1 
            

自習できるようにして欲しい 1 
            

本の消毒や、自習スペースの換気、消毒など 1 
  

1 1 
        

人数制限を設定してほしい 
      

1 
      

インターネット上で本を選んで、時間を指定し

て、その時間に本を取りに行くという、一度に同

じ場所に大人数集まらないで本を借りれるサービ

ス 

          
1 1 

 

マスクしてない人への注意と定期的な消毒作業 
   

1 
 

1 
       

しょーどく 
   

1 
         

自習スペースの確保 1 
            

自習スペースを利用できるようにしてほしいで

す。それと滞在時間の制限を緩めてほしいです。 

1 
      

1 
     

ソーシャルディスタンスの確保。 
      

1 
      

一席の間隔を空けるなどして自習スペースを使

用出来るようにしてほしい 

1 
     

1 
      

消毒液の設置 
   

1 
         

本を読めるようにして欲しい 
        

1 
    

土日も自習スペースを利用させて欲しい。 1 
      

1 
     

新型コロナの影響によっての制限はあまり感じら

れませんでしたが、WiFi に対応してほしいと感じ

ました。 

  
1 
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自習室を使わせて欲しい 1 
            

換気を良くして欲しい 
    

1 
        

自習室を開いてほしい 1 
            

自習室を使えるようにしてほしい 1 
            

自習スペースの一刻も早い復活。 

開館時間を元に戻す。 

1 
      

1 
     

自習室の規模を小さくして、場所を提供してもら

えれば有り難い。 

1 
            

個別の自習スペース 1 
            

動画を見える機会が増えたので WiFi 環境を整え

て欲しい 

  
1 

          

自習室がほしい 1 
            

しゃべっていいようなスペースほしい 
 

1 
           

自習室の開放 1 
            

咳とかうるさい人を退出させてほしい 
     

1 
       

自習室を解放して欲しい。 1 
            

自習スペースを早く開けて欲しい 1 
            

何時間も滞在する人がいるので、利用時間をもっ

と厳しく制限して欲しい。予約以外の貸し出しを

完全になくさないで欲しい。 

       
1 

  
1 

  

感染対策をして自習室の利用をさせてほしい。 1 
            

自習スペースを開けて自習をしたい 1 
            

道具の消毒 
   

1 
         

年寄りが椅子に居座り、ずっと新聞を読んでいる

こと 

            
1 

コロナ対策の消毒を頑張ってほしい 
   

1 
         

自習スペースの解放。 1 
            

一回借りられた本等は、何かしらで消毒に近いこ

とをしていただきたいです。 

   
1 

         

図書館に行かずにインターネットで本が借りら

れ、有料で自宅まで借りた本を配送してくれるサ

ービスをしてほしい。 

         
1 

 
1 

 

三密を守って営業してほしい 
      

1 
      

感覚を開けるため本来の収容人数より少なくなっ

てしまっているから、小規模の学習ができるスペ

ースを数箇所に配備して欲しい 

1 
            

コロナ対策をすれば自習しても良いと思うので自

習スペースを解放して欲しいです。 

1 
            

自習室の利用可能時間を増やす、または今まで通

りに戻して欲しい。 

1 
      

1 
     

滞在時間の延長 
       

1 
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自習スペースの確保 1 
            

人数制限を設けていいので自習室を開けて欲しい 1 
     

1 
      

自習スペースを解放 1 
            

頑張って 
            

1 

自習室使用の許可 1 
            

オンラインサービス 
           

1 
 

自習スペースを予約制でもいいのでつかいたい。 1 
            

図書館で勉強をしていますが、席が少なくなった

のはいいのですが、利用者は相変わらずなので自

習スペースと読書スペースを全ての図書館で分け

てほしいなと思います。 

1 
            

本の消毒の徹底、自習スペースの確保 1 
  

1 
         

無音響ルームが欲しい 
            

1 

消毒をたくさんしてほしい 
   

1 
         

自習室の解放 1 
            

自習室定期開放 1 
            

勉強できる環境を作って欲しいです 1 
            

※記述内容には誤字脱字等があるが、回答された原⽂のままで掲載している。 
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〔付録Ｃ〕図書館⾼⼤連携実施校の卒業⽣に対する回顧的インタビュー調査の調

査項⽬ 

表 C.1 回顧的インタビュー調査で⽤いたインタビューガイド 

※半構造化インタビューの⼿法を⽤いるため、調査者がいくつかの構造的な質問項⽬を提⽰し

つつ、参加者⾃⾝に⾃由な発話を促し、その状況により質問順や質問事項を柔軟に変化させ

る。以下は、全参加者に共通して発問する予定の固定的質問の、標準的な聞き取り事項であ

る。 

 

1. ⾼校時代の図書館利⽤経験およびそれに関連する学習経験についての回顧 

(ア) ⾼校時代、学校図書館を利⽤していましたか。 

(イ) ⾼校時代、地域の公共図書館を利⽤していましたか。 

(ウ) ⾼校時代、利⽤権をもつ⼤学図書館を利⽤していましたか。 

(エ) ⾼校時代、授業の探究学習や研究課題において、どのような情報源を利⽤しまし

たか。図書館を利⽤しましたか。 

(オ) ⾼校時代、授業以外の課外活動（部活動や委員会活動，ボランティア活動等）にお

いて、図書館を利⽤することはありましたか。 

※ 上記の各質問の回答に応じて、より具体的な利⽤状況や利⽤形態、使い分けの意

識等を把握するための⾮構造的な発問を⾏う。 

2. ⾼校卒業後の学習・研究およびキャリアに関する回顧および現状の聞き取り 

（以下の各ライフステージ・フェーズにおいて、必要な情報をどのように探索してい

たかという⼿段や経験を語って頂く） 

(ア) ⼤学時代の授業における⽇常的な学習やレポート課題において、どのような情報

源を利⽤しましたか。図書館を利⽤しましたか。 

(イ) ⼤学時代の卒業研究や卒業論⽂の執筆において、どのような研究を⾏い、どのよ

うな情報源を利⽤しましたか。図書館を利⽤しましたか。 
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(ウ) ⼤学院等の⼊試準備や進学後の研究において、どのような情報源を利⽤しました

か。図書館を利⽤しましたか。 

(エ) インターンシップや就職活動の過程において、どのような情報源を利⽤しました

か。図書館を利⽤しましたか。 

(オ) 就職後はどのような仕事に就き、仕事の過程ではどのような情報源を利⽤してい

ますか。また、図書館を利⽤していますか。（複数の職場の転職歴がある場合、各

仕事について個別に聴取する。） 

※ 上記の各質問の回答に応じて、より具体的な利⽤状況や利⽤形態、使い分けの意

識等を把握するための⾮構造的な発問を⾏う。 

3. 趣味や地域活動・ボランティア等の経験に関する回顧および現状の聞き取り 

（各活動に際し、必要な情報をどのように探索していたかという⼿段や経験を語って

頂く） 

(ア) ⼤学卒業後、趣味の活動に関する情報を得る際、どのような情報源を利⽤しまし

たか。また、図書館を利⽤しましたか。 

(イ) ⼤学卒業後、地域活動やボランティア等に携わることがあった場合、必要な情報

を得る際は、どのような情報源を利⽤しましたか。また、図書館を利⽤しました

か。 

※ 上記の各質問の回答に応じて、より具体的な利⽤状況や利⽤形態、使い分けの意

識等を把握するための⾮構造的な発問を⾏う。 

4. 現在の⽇常⽣活のなかの図書館利⽤⾏動や情報探索⾏動についての聞き取り 

（特に現在主に⽤いている情報探索⼿段を語って頂く） 

(ア) 現在、地域の公共図書館を利⽤していますか。 

(イ) 現在、利⽤権をもつ⼤学図書館を利⽤していますか。（出⾝⼤学の図書館や、近隣

住⺠に公開されている⼤学図書館など。） 

(ウ) 現在、国⽴国会図書館を利⽤していますか。 

(エ) 現在、その他の図書館（職場内の資料室や専⾨図書館等）を利⽤していますか。 
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(オ) 現在、⽇常⽣活の中で情報を得ることが必要となった場合、どのような情報源を

利⽤しますか。 

※ 上記の各質問の回答に応じて、より具体的な利⽤状況や利⽤形態、使い分けの意

識等を把握するための⾮構造的な発問を⾏う。 
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〔付録 D〕図書館⾼⼤連携実施校の卒業⽣に対する回顧的インタビュー調査の調

査結果 

表 D.1 M-GTA の第⼀次作業において⽣成された概念の⼀覧表 

No. 概念名 

1 ⼤学図書館以外の図書館等施設の組み合わせ利⽤（⼤学時代） 

2 
⼤学図書館や情報リテラシーのガイダンスを受けた記憶（⼤学

時代） 

3 ⼤学図書館の利⽤経験（⼤学時代） 

4 ⼤学時代：友⼈や先輩の影響による⼤学図書館利⽤ 

5 ⼤学図書館の趣味的利⽤（⼤学時代） 

6 ⼊⼝・補完的利⽤としてのインターネット利⽤ 

7 難解な⾼度資料利⽤への意欲 

8 インターネット情報源の常⽤ 

9 
⼤学図書館[資料]の専⾨性への圧倒・ギャップの実感（負の印

象） 

10 
⼤学図書館[資料]の専⾨性への期待・ニーズとのマッチ（好印

象） 

11 課題等での⼤学図書館利⽤の必要性 

12 ⼤学図書館[空間]への負の印象・ギャップ意識（負の印象） 

13 ⼤学図書館の不利⽤へ 

14 友⼈や先輩の影響による情報源の拡張（⾼校時代） 

15 情報源の信頼性や多様性への注意 

16 ⼤学図書館[資料]の⽇常利⽤（⾼校時代） 

17 公共図書館の利⽤経験 

18 公共図書館への困難・失望感 

19 公共図書館への期待・信頼感 

20 ⼤学図書館への怖さ・不安感 
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21 ⼤学図書館への憧れ・ワクワク感 

22 ⼤学図書館の利⽤体験・⾒学訪問の契機（⾼校時代） 

23 ⼤学図書館ガイダンスを受けた記憶 

24 学校図書館の利⽤経験 

25 学校図書館での不⾜・失望感 

26 学校図書館への期待・信頼感 

27 情報リテラシー指導を受けた記憶 

28 ⾃⾝の必要とするコレクションとの適合性 

29 情報利⽤のモチベーションの持ち⽅ 

30 ブラウジング中⼼の⽂献収集・図書館利⽤ 

31 ⾼校時代から⼤学時代以降の情報利⽤の変化を⾃⼰認識 

32 ⼤学図書館[空間]の⽇常利⽤（⾼校時代） 

33 
⾼校までの経験が⼤学⼊学後に活きた・アドバンテージになっ

たという認識 

34 ⼤学図書館[空間]への好印象・ニーズとマッチ（好印象） 

35 ⾼校時代までの図書館利⽤⽅法の継承（⼤学時代） 

36 物理的条件（距離・通り道・時間）との適合性判断 

37 インターネット情報源の情報（⼤学時代） 

38 ⾃⾝の望む⾳環境との適合性 

39 返却忘れへの恐怖 

40 確⽴された情報源の使い分け⼿順（⾼校時代） 

41 確⽴された情報源の使い分け⼿順（⼤学時代） 

42 
先輩や友⼈の経験や情報共有をもとにした情報⼊⼿（⼤学時

代） 

43 ⼤学図書館資料の専⾨的特性の認識（⼤学時代） 

44 オンラインデータベースや電⼦資料の活⽤（⼤学時代） 

45 ⼤学図書館の運営側⽴場への強い関⼼や関与 
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表 D.2  M-GTA の第⼆次作業において整理されたカテゴリー・サブカテゴリー・概念のリスト 

【カテゴリー】 《サブカテゴリー》 〈概念〉 

【既知の情報源と⾃⼰の適性の感覚】 
  
  

〈学校図書館の経験・期待〉 

〈学校図書館での困難・失望感〉 

〈公共図書館の経験・期待〉 

〈公共図書館での困難・失望感〉 

【⼤学図書館とい
う新しい情報源の
早期の認知】 
  

《⼤学図書館への訪
問・体験の契機》 
  

〈⼤学図書館への憧れ・興味〉 

〈友⼈からの影響〉 

〈授業での指⽰やガイダンスでの案内〉 

《⾼校時点での⾃⾝
のニーズと⾃⾝が捉
えた⼤学図書館機能
の擦り合わせ》 

〈⼤学図書館空間へ好印象を抱く〉 

〈⼤学図書館資料の専⾨性を認識・期待を抱く〉 

〈⼤学図書館空間へギャップを覚える〉 

〈⼤学図書館資料の専⾨性に驚く・ギャップを覚える〉 

〈⼤学図書館空間の⽇常利⽤〉 

〈⼤学図書館の図書の⽇常利⽤〉 

〈物理的条件（距離・時間）〉 

【⻑期にわたり根付いた情報リテラシー意
識】 
  

〈探究学習指導や情報リテラシー指導を受けた記憶〉 

〈インターネット情報源の常⽤経験〉 

〈情報源の信頼性を重視しインターネット利⽤の優先度
低下〉 

〈インターネット情報源の限定的な利⽤（⼊⼝・補完的
利⽤）〉 

【情報源の使い分け意識の確⽴・定着】 〈情報源の使い分け意識の確⽴・定着〉 

【⼤学図書館を活⽤した学びへの順応】 
  
  

〈専⾨分野の学びにおける⼤学図書館の活⽤〉 

〈友⼈や先輩からの影響（⼤学時代）〉 

〈授業での指⽰やガイダンスでの案内（⼤学時代）〉 

〈拡張された概念でのインターネット活⽤（オンライン
DB・電⼦資料を含む）〉 

【より⾼度化された情報源の使い分け意識
の確⽴・定着】 
  

〈より⾼度化された情報源の使い分け意識の確⽴・定
着〉 

〈⼤学図書館以外の専⾨的施設の組み合わせ利⽤〉 

【⾼校から⼤学へ円滑に適応した要因の⾃
⼰認識】 

〈⾼校までの経験がアドバンテージとなった認識〉 

〈⾼校までの情報利⽤法を継承している認識〉 

〈⾼校時代から成⻑し新たな情報利⽤法に適応したこと
の認識〉 

 


